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第１ 措 置 の 概 要 

 

１ 措置状況 

東京都監査委員は、各種監査等で指摘又は意見・要望をした事項について、年２回、

指摘等を受けた知事等関係機関（各局等）がどのような措置を行っているか報告を求

め、各局等が講じた措置を公表している。 

「令和８年監査結果に基づき知事等が講じた措置（第１回）」は、各局等が令和７年

１０月から令和８年３月までに講じた措置内容について取りまとめたものである。 

表１のとおり、前回令和７年第２回報告（令和７年１２月公表）で未改善とされた

令和５年から令和７年までの監査における指摘等６７件に、今回新規に措置対象とな

った令和７年工事監査などの指摘等５１件を加え、合わせて１１８件のうち、９８件

が改善され、残る未改善２０件は次回以降に措置される予定である。 

また、監査種別ごとの措置状況は、次ページ表２のとおりである。 

 

（表１）現在の措置状況 
前回未改善 

(a) 
今回新規分 

(b) 
今回措置対象 

(c=a+b) 
今回改善済 

(d) 
未改善 

(e=c-d) 

６７ ５１ １１８ ９８ ２０ 

 

監査の指摘等に対し知事等が講じた是正・再発防止や改善といった措置のうち、都

民に監査を知っていただく上で参考となる主な事例を、３ページ以降に掲げている。 

 

今後、各局等には、本報告書に記載されている事例を参考に、適切な内部統制の構

築と運用に取り組み、全庁共通して発生し得る誤りや、繰り返し起こり得る誤りにつ

いて、実効性ある再発防止又は未然防止の対策を講じることを期待する。 

また、こうした措置内容を公表することにより、都の監査に対する都民の理解促進

に寄与することができれば幸いである。 
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（表２）監査種別ごとの措置状況 

（単位：件） 

監査 
実施 
年 

監査種別 
監査実施 
期  間 

結果内訳 
指摘等 
件数 
A 

前回まで
に改善済 

B 

今回措置
対象 
C=A-B 

今回 
改善済 

D 

 
未改善 
C-D 

令和 
5 年 

財政援助団体等

監査 

令和 5.9.4 

～ 

令和 6.2.1 

指 摘 48 47 1 － 1 

意見・要望 2 2 － － － 

計 50 49 1 － 1 

令和 
6 年 

財政援助団体等

監査 

令和 6.9.9 

～ 

令和 7.1.30 

指 摘 40 20 20 19 1 

意見・要望 2 1 1 － 1 

計 42 21 21 19 2 

行政監査 

令和 6.9.9 

～ 

令和 7.1.30 

指 摘 4 3 1 1 － 

意見・要望 5 4 1 1 － 

計 9 7 2 2 － 

令和 

7 年 

定例監査 

令和 7.1.7 

～ 

令和 7.9.4 

指 摘 55 28 27 24 3 

意見・要望 11 6 5 3 2 

計 66 34 32 27 5 

各会計歳入歳出

決算審査 

令和 7.7.7 

～ 

令和 7.9.4 

指 摘 23 12 11 11 － 

意見・要望 － － － － － 

計 23 12 11 11 － 

前回未改善 

指 摘 170 110 60 55 5 

意見・要望 20 13 7 4 3 

計 190 123 67 59 8 

令和 
7 年 

工事監査 

令和 7.1.8 

～ 

令和 8.1.15 

指 摘 23 － 23 23 － 

意見・要望 1 － 1 1 － 

計 24 － 24 24 － 

財政援助団体等

監査 

令和 7.9.8 

～ 

令和 8.1.29 

指 摘 19 － 19 12 7 

意見・要望 3 － 3 1 2 

計 22 － 22 13 9 

行政監査 

令和 7.9.9 

～ 

令和 8.1.29 

指 摘 1 － 1 1 － 

意見・要望 4 － 4 1 3 

計 5 － 5 2 3 

今回新規分 

指 摘 43 － 43 36 7 

意見・要望 8 － 8 3 5 

計 51 － 51 39 12 

合       計 

指 摘 213 110 103 91 12 

意見・要望 28 13 15 7 8 

計 241 123 118 98 20 
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２ 主な措置事例 

監査の指摘等に対し知事等が講じた是正・再発防止や改善といった措置の中から、

① 経費の節減や収入の確保につながったもの、② 都民サービスの改善に直結する

もの、③ 都民の安全・安心の確保に資するもの、④ 事務執行上の課題が大きいも

のなど、都民に監査を知っていただく上で参考となる事例を選定している。 

 

 

p.74 産業労働局 No.97（令和７年行政監査） 

指摘の概要 

局は、公社との出えん契約に基づき、助成事業の終了時等に生じた基金の残余財

産を公社に返還させている。 

これらの基金の収支状況を確認したところ、返還額の算定誤りにより多額の資金

が基金に滞留していたり、募集・交付決定が終了し不用額の算定が可能であるにも

かかわらず、返還手続を事業終了後まで遅延させていたりする事例が認められた。 

このため、不用額の算定及び返還を適時適切に行うよう求めた。 

措置の概要 

局は、基金に滞留していた不用額について公社と協議を行い、指摘対象となった

助成事業の基金から総額約３６億円の返還を受け、不適切な資金状況を解消した。 

また、公社に対し不用額が生じた際は速やかに返還するよう通知するとともに、

部内においても出えんしている全ての基金について、返還に関する統一的な取扱い

を整理し周知を徹底した。 

  

基金に滞留していた不用額の返還を速やかに実施させるとともに、返還手続に

係る統一的な取扱いを整理し周知徹底を図ったもの【①関連】 
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p.35 保健医療局 No.33（令和７年定例監査） 

指摘の概要 

局は、医療機関に対する電子カルテ導入経費等の補助に当たり、導入後１年以内

の地域医療ネットワーク等への参加を事業実施の条件としている。 

地域医療ネットワーク等の参加状況を確認したところ、期限内の参加状況を把握

していないほか、調査自体を実施していないなど、不適切な事例が認められた。 

そこで、事業実施条件の履行状況を確実に確認するとともに、未参加の病院に対

して参加を促すよう、適切な指導及び対応を求めた。 

措置の概要 

局は、参加状況を把握していなかった医療機関に対し、個別訪問等による働きか

けを行い、全ての対象施設が地域医療ネットワーク等に参加したことを確認した。 

また、令和６年度以降に補助金を交付した施設に対しても、事業実施条件を改め

て周知するとともに、ネットワークへの参加状況を把握してネットワークへの参加

を指導した。 

 

 

p.68 公益財団法人東京動物園協会 No.88（令和７年財政援助団体等監査） 

指摘の概要 

協会は、その運営する施設で、動物舎等の混雑状況を来園者が把握し、より快適

に観覧する一助とするため、ウェブサイト上でリアルタイムに混雑状況を表示する

混雑マップを設けている。 
しかしながら、ウェブサイトを見ても混雑マップがあることがわかりにくく、園

内にも混雑マップのＵＲＬを知らせる二次元バーコード等を掲示していなかった。 
このため、協会に、混雑マップについて、より効果的な周知を行うよう求めた。 

措置の概要 

協会は、動物園への来園者が混雑マップを認識しやすいよう、各入園門の案内ボ

ード横に二次元コード付きポスターを掲出した。 

また、新しい取組を行う際は施策の性質を踏まえた効果的な利用者案内を行うと

ともに、利用者の視点に立って実施・運用するよう、園の職員に周知徹底した。 

  

補助対象医療機関の地域医療ネットワーク等への参加を全件確認し、未参加を

解消するとともに参加状況の確認体制を強化したもの【②関連】 

混雑マップを容易に認識できるよう各入口に二次元コードを掲出し、利用者の

視点に立った効果的な案内等を行うこととしたもの【②関連】 
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p.54 都市整備局 No.60（令和７年工事監査） 

指摘の概要 

局は、電線共同溝設置工事において、掘削箇所の安全性を確保するため、土質条

件等に応じた土留工法を任意仮設として設計している。 

設計内容を確認したところ、地下水位が高く軟弱な地盤であるにもかかわらず、

基準で適用不可とされる安全性の低い工法を選定していた。 

このため、今後は現地の土質調査結果等を設計に適切に反映させ、安全性を確保

できるよう任意仮設の土留工法を適正に選定するよう求めた。 

措置の概要 

局は、仮設工の設計に際し、土質調査の結果や積算基準を適切に反映させ、再発

防止に取り組むよう、連絡調整会議や説明会を通じて局内に周知した。 

また、技術職で経験の浅い職員等への説明会を開催するとともに、基準等の確認

が容易に行えるよう技術情報ポータルサイトを改善し、局内における情報共有機能

の強化と再発防止を図った。 

 

 

p.39 港湾局 No.37（令和７年定例監査） 

指摘の概要 

局は、離島航空路の拠点等となる都営空港を設置しており、空港内での火災や事

故等に備えるため、各空港に空港消防車を配備している。 

車両の定期点検の実施状況を確認したところ、法令等で義務付けられた点検の一

部が実施されていない事例が認められた。 

このため、空港消防車への定期点検の確実な実施に組織的に取り組むよう求めた。 

措置の概要 

局は、各空港に対し法定点検の予定・実績表の作成を求め、局と各空港の責任者

で構成される安全推進委員会で共有するとともに、点検実施日の直前・直後の各空

港の安全管理委員会で報告することとし、点検が確実に実施されるよう体制を強化

した。また、監査結果説明会を通じて指摘事例の周知と共有を図った。 

各空港では、令和８年３月までに全ての空港消防車について、法令に基づき適切

な時期に点検を実施し、表に実績を記載するとともに、安全管理委員会で実施状況

の報告を行った。  

工事設計に当たり適正な工法を選定するために、技術情報ポータルサイトを改

善するなど情報共有機能の強化により再発防止を図ったもの【③関連】 

空港消防車の法定点検の実施状況を全件確認し、組織的な点検・管理体制を強

化したもの【④関連】 
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p.42 下水道局 No.42（令和７年定例監査） 

指摘の概要 

局が行う路面の掘削を伴う下水道管きょ維持補修工事の周辺で他企業も路面の掘

削を伴う工事を行う際、他企業が路面の本復旧をまとめて実施することがあり、そ

の場合は局が他企業に対して工事の負担金を支払うこととなる。 

このような事例について見たところ、局は、補修工事の施工会社に本復旧の施工

指示を行い、施工会社を経由して他企業に負担金を支払っていたことが認められた。 

このため、他企業が行う本復旧に伴う負担金の支払について、協定等による支払

を検討するなど適切なルール作りをするよう求めた。 

措置の概要 

局は、全下水道事務所を対象に説明会を開催し、管きょ維持補修工事において本

復旧工事が他企業と競合する際は、施工前に局が直接他企業と協定を締結し、負担

金を支払うべきことを周知した。 

また、他企業と路面復旧が競合する場合において、各下水道事務所が協定の締結

や負担金の支払を行えるよう、新たな事務フローを作成し、これを周知した。 

他企業が実施する路面復旧の負担金支払について、直接協定を締結するルール

を整備したもの【④関連】 
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第２ 通 知 の 内 容 

 

１ 是正・改善措置等の概要 

今回、各局等から措置を講じた旨の通知があった事項（改善済事項）の措置区分別

件数（措置区分が複数含まれるものについては該当する措置区分を全て計上）は、

表３のとおりである。 

事務処理等の改善など、是正・改善措置５７件、ルール・体制の構築など、再発防

止の取組１４５件、合計２０２件の改善措置が講じられた。 

 

（表３）監査種別ごとの措置区分別件数 

措置区分 

 

監査実施年 
 監査種別 

１ 是正・改善措置 ２ 再発防止の取組 
合計 

ア イ ウ エ 計 ア イ ウ エ 計 

令和 

6 年 

財 政 援 助

団 体 等 監

査 

19 - - - 19 - - - - - 19 

19 - - - 19 - - 19 - 19 38 

行政監査 
- - - 2 2 - - - - - 2 

- - - 2 2 - - 1 1 2 4 

令和 

7 年 

定例監査 
1 1 - 9 11 1 6 6 3 16 27 

1 2 - 11 14 1 10 11 22 44 58 

各 会 計 歳

入 歳 出 決

算審査 

- 4 7 - 11 - - - - - 11 

- 4 7 - 11 - - 10 11 21 32 

工事監査 
- - - 1 1 - 1 10 12 23 24 

- - - 2 2 - 2 16 22 40 42 

財 政 援 助

団 体 等 監

査 

3 1 1 2 7 1 4 - 1 6 13 

3 1 1 2 7 1 4 5 7 17 24 

行政監査 
1 - - 1 2 - - - - - 2 

1 - - 1 2 - - 1 1 2 4 

合計 
24 6 8 15 53 2 11 16 16 45 98 

24 7 8 18 57 2 16 63 64 145 202 

（注１）措置区分の具体的事項は、別注のとおり 

（注２）上段（網掛あり）：措置区分のうち主なものを一つ選定した場合の数値 

下段（網掛なし）：措置区分が複数含まれるものを全て選定した場合の数値 
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（別注）措置区分の具体的事項 

措置区分 主な事項 

1 是正・改善措置 

ア 返還・戻入等 
過大交付した補助金、過大支出した契約代金等が返還されたもの 

都税、使用料等の債権を追加徴収したもの 

イ 財産・物品管理 

土地・建物、物品等の管理状況を改善したもの 

土地・建物、物品等の占用・使用許可手続を是正したもの 

工作物、設備、物品等を修理・交換したもの 

ウ 会計処理 

決算関係書類の計数を修正したもの 

財産に関する調書への登載誤りを修正したもの 

調定登録されていなかった歳入を適正に処理したもの 

科目又は年度を誤って歳出処理したものを是正したもの 

エ 事務処理等 

法令等に基づいた事務手続に是正したもの 

契約中の工事、事業内容等を是正したもの 

マニュアル等に基づいた債権管理を行うよう是正したもの 

事務処理等をより効果的・効率的な内容に改善したもの 

2 再発防止の取組 

ア 要綱等の制定・

改正 
要綱、指針、基準等を新たに制定・改正したもの 

イ 契約・仕様等の

見直し 

関連又は類似の契約に係る工事、事業内容等を是正したもの 

特記仕様書等への記載事項を見直したもの 

報告書等の様式を改めたもの 

ウ ルール・体制の

構築 

事務処理ルール、マニュアル等を改善又は新たに構築したもの 

委員会、プロジェクトチーム等を新たに設置したもの 

情報共有・チェック機能を強化したもの 

エ 研修等の実施 

関係職員に対し研修を実施したもの 

関係職員を既存の研修に参加させたもの 

会議、通知等により監査結果を周知し、再発防止を注意喚起した

もの 
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２ 措置通知の一覧 

監査結果に基づき、今回、知事等から受けた措置通知の一覧は、表４のとおりであ

り、頁欄記載のページに、監査結果の要約及び講じた措置の概要を掲載している。 

なお、表４及び個別の概要にある「事項」のうち意見・要望事項には「※」を付けて

いる。 

また、表４及び個別の概要にある「措置区分」は、８ページ別注の番号記号に対応

しており、措置区分のうち主なものには「◎」を、その他、該当するものには「○」を

付けている。 

さらに、措置区分が２（再発防止の取組）にのみ該当するものについては、指摘等

に係る契約等は既に終了しているため、今後、同一又は類似の事業、工事等を実施す

る際の再発防止策を講じたものである。 

 

（表４）措置通知一覧 

番
号 

対象局（団体） 事 項 

措置区分 

頁 １ ２ 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

令和６年財政援助団体等監査 

1 
福祉局（社会福祉法人ア

ストリー） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（ア） 
◎      ○  13 

2 
福祉局（社会福祉法人雲

柱社） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（イ） 
◎      ○  13 

3 
福祉局（社会福祉法人か

しのみ福祉会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（ウ） 
◎      ○  14 

4 
福祉局（社会福祉法人カ

タバミ会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（エ） 
◎      ○  14 

5 
福祉局（社会福祉法人菊

美会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（オ） 
◎      ○  15 

6 
福祉局（社会福祉法人嬉

泉） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（カ） 
◎      ○  15 

7 
福祉局（社会福祉法人敬
愛学園） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進
事業補助金）（キ） 

◎      ○  16 

8 
福祉局（社会福祉法人至
愛協会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進
事業補助金）（ク） ◎      ○  16 

9 
福祉局（社会福祉法人新

川中原保育会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（ケ） 
◎      ○  17 

10 
福祉局（社会福祉法人清

仁会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（コ） 
◎      ○  17 

11 
福祉局（社会福祉法人清

朗会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（サ） 
◎      ○  18 

12 
福祉局（社会福祉法人善

隣福祉会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（シ） 
◎      ○  18 

13 
福祉局（社会福祉法人聡
香会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進
事業補助金）（ス） 

◎      ○  19 

14 
福祉局（社会福祉法人ち
とせ交友会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進
事業補助金）（セ） ◎      ○  19 

15 
福祉局（社会福祉法人東

京家庭学校） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（ソ） 
◎      ○  20 

16 
福祉局（社会福祉法人東

香会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（タ） 
◎      ○  20 

17 
福祉局（社会福祉法人徳

育会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（チ） 
◎      ○  21 

18 
福祉局（社会福祉法人八

晃会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進

事業補助金）（ツ） 
◎      ○  21 

19 
福祉局（社会福祉法人ひ
まわり会） 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進
事業補助金）（テ） 

◎      ○  22 
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番
号 

対象局（団体） 事 項 

措置区分 

頁 １ ２ 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

令和６年行政監査 

20 教育庁 
一時滞在施設の開設・運営に関する訓練を適切に実

施すべきもの 
   ◎   ○ ○ 23 

21 総務局 
（備蓄品について） 

※備蓄品追加等の見直しについて 
   ◎     23 

令和７年定例監査 

22 デジタルサービス局 
研修会実施委託における講師の選定・確保の手続に

ついて見直すべきもの 
      ◎  24 

23 生活文化局 債権の管理を効果的かつ効率的に行うべきもの ◎   ○   ○  25 

24 生活文化局 
業務の実施に必要な延べ人員数等を見積もるなどし
て妥当な契約目途額を定めるべきもの 

      ◎ ○ 26 

25 福祉局 
仕様書の委託業務内容を契約期間に応じて定めるべ

きもの 
     ◎  ○ 27 

26 福祉局 
分割交付ごとの執行計画及び執行状況を確認した上

で概算払を適正に行うべきもの 
     ◎  ○ 28 

27 福祉局 資金前渡による支出手続を適正に行うべきもの       ◎ ○ 29 

28 福祉局 補助要綱に基づき事業効果等を公表させるべきもの    ◎   ○ ○ 30 

29 福祉局 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
の提出について） 

適切な時期に報告書の提出を求めるよう、委託契約

における業務内容を定めるべきもの 

     ◎  ○ 31 

30 福祉局 債権管理を適正に行うべきもの    ◎   ○ ○ 32 

31 福祉局 経費の支出を適正に行うべきもの      ◎ ○ ○ 33 

32 福祉局 
委託契約の仕様書に定める提出書類を適時に受領

し、履行確認を適切に行うべきもの 
      ◎ ○ 34 

33 保健医療局 
地域医療ネットワーク等の参加状況を確認し、未参

加の病院を参加させるべきもの 
   ◎    ○ 35 

34 保健医療局 
業務委託契約に係る仕様書の作成を適正に行うべき

もの 
     ○  ◎ 36 

35 産業労働局 
清掃業務について仕様書に基づく履行確認及び契約

変更を適正に行うべきもの 
   ◎  ○  ○ 37 

36 建設局 
（道路通報システムの運用について） 

マニュアルの整備・充実を図るべきもの 
   ◎    ○ 38 

37 港湾局 
空港消防車の定期点検を確実に実施するよう組織的
に取り組むべきもの 

      ◎ ○ 39 

38 交通局 土地の管理を適正に行うべきもの  ◎      ○ 40 

39 交通局 委託業務の資格要件の確認を適切に行うべきもの    ◎  ○  ○ 40 

40 交通局 
仕様内容を適切に定めるとともに予定価格を適正に

定めるべきもの 
     ◎  ○ 41 

41 交通局 
駅係員に対し返金の適切な手順を研修等により指導

すべきもの 
       ◎ 42 

42 下水道局 

（管きょ維持補修工事契約について） 

他企業が行う路面本復旧工事に伴う路面復旧負担金

について他企業への支払いを適切に行うべきもの 

      ◎ ○ 42 

43 教育庁 
契約方法を検討するとともに仕様内容を十分精査す
べきもの 

     ◎   43 

44 教育庁 
映像記録を消去したことを証する書面の提出を求め

るよう契約の仕様を改めるべきもの 
   ◎  ○ ○ ○ 44 

45 教育庁 
自動販売機事業者の公募に係る手続を適切に行うべ

きもの 
   ○    ◎ 45 

46 都市整備局 

（首都直下地震に備えた都市の事前復興の取組につ

いて） 

※都市の事前復興に係る効率的・効果的な普及啓発
について 

   ◎     46 

47 中央卸売市場 ※未利用施設の公募について  ○   ◎    47 
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番
号 

対象局（団体） 事 項 

措置区分 

頁 １ ２ 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

48 教育庁 
※委託成果物の自由な使用が確保できる契約方法に
ついて 

   ◎    ○ 47 

令和６年度各会計歳入歳出決算審査 

49 福祉局 
調定額及び収入未済額が過大計上となっているもの

（ア） 
  ◎    ○ ○ 48 

50 福祉局 
調定額及び収入未済額が過大計上となっているもの

（イ） 
  ◎     ○ 49 

51 福祉局 
収入未済額及び還付未済額が過大計上となっている

もの 
  ◎    ○ ○ 49 

52 福祉局 
調定額及び収入未済額が過大計上となっているもの
（ウ） 

  ◎    ○ ○ 50 

53 福祉局 建物が過大登載となっているもの  ◎     ○ ○ 50 

54 福祉局 建物が登載漏れとなっているもの  ◎     ○ ○ 51 

55 福祉局 物品が過大登載となっているもの  ◎     ○ ○ 51 

56 福祉局 物品が登載漏れとなっているもの  ◎     ○ ○ 52 

57 福祉局 債権が過大計上となっているもの   ◎    ○ ○ 52 

58 福祉局 債権が計上漏れとなっているもの   ◎    ○ ○ 53 

59 建設局 土地が登載漏れとなっているもの   ◎    ○ ○ 53 

令和７年工事監査 

60 都市整備局 
任意仮設の土留工法の選定を適正に行い設計すべき

もの 
      ○ ◎ 54 

61 都市整備局 道路舗装設計時の材料選定を適切に行うべきもの       ◎ ○ 54 

62 環境局 
木造建築物における施工条件を設計図書に適切に明

示すべきもの 
      ◎ ○ 55 

63 環境局 
建築物の外装工事における足場の安全管理について

受注者を適切に指導・監督すべきもの 
       ◎ 55 

64 保健医療局 
建物管理委託の清掃業務における諸経費の積算を適

正に行うべきもの 
      ◎ ○ 56 

65 建設局 

（公園便所工事における積算及び建築基準法の手続

について） 

本契約の外装工事の単価設定及び諸経費の積算を適
正に行うべきもの 

      ◎ ○ 56 

66 建設局 
（公園便所工事における積算及び建築基準法の手続
について） 

建築基準法における手続を適正に行うべきもの 

      ◎ ○ 57 

67 建設局 
現場労働者の法定福利費及び下請経費の積算を適正

に行うべきもの 
      ○ ◎ 57 

68 建設局 
根固めブロック据付けの施工管理について受注者を

適切に指導・監督すべきもの 
       ◎ 58 

69 建設局 
街路築造工事の人孔設置における墜落防止措置につ

いて受注者を適切に指導・監督すべきもの 
      ◎ ○ 58 

70 建設局 
汚水槽清掃における一般廃棄物の運搬を適正に行う
べきもの 

     ○  ◎ 59 

71 港湾局 
港湾工事で使用する砂の単価設定を適正に行うべき
もの 

      ○ ◎ 59 

72 港湾局 
電気設備工事における材料費の積算を適正に行うべ

きもの 
      ○ ◎ 60 

73 港湾局 
高所作業を行う場合の足場設置に係る手続が受注者

によって適正に行われるよう、施工計画書を十分に
確認し、受注者を適切に指導・監督すべきもの 

      ○ ◎ 60 

74 東京消防庁 
建築物の外部改修工事における電動工具の安全な取

扱いについて受注者を適切に指導・監督すべきもの 
      ○ ◎ 61 

75 東京消防庁 
石綿含有建材使用建築物の解体実施状況の記録・保

存について受注者を適切に指導・監督すべきもの 
   ○   ◎  61 

76 交通局 
設計段階における地盤改良工の施工方法の検討を適
切に行うべきもの 

       ◎ 62 
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番
号 

対象局（団体） 事 項 

措置区分 

頁 １ ２ 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

77 交通局 
駅ホーム補強における工法変更時の共通仮設費の積
算を適正に行うべきもの 

      ◎ ○ 62 

78 水道局 掘削断面に応じて土留構造を適切に検討すべきもの        ◎ 63 

79 水道局 
浄水施設工事における土工事の積算を適切に行うべ

きもの 
      ◎ ○ 63 

80 水道局 工事の監督業務を適切に行うべきもの        ◎ 64 

81 下水道局 
先行して行われている工事から引き継がれる作業構

台の設計を適切に行うべきもの 
     ◎  ○ 64 

82 教育庁 
体育館床の塗装改修工事における単価設定を適正に
行うべきもの 

      ◎ ○ 65 

83 下水道局 ※油圧式杭圧入引抜機の移設費の積算について    ◎     65 

令和７年財政援助団体等監査 

84 
生活文化局（学校法人城

西学園） 
国際化推進補助に係る補助金を返還すべきもの ◎       ○ 66 

85 
福祉局（社会福祉法人も

くば会） 

補助金を返還すべきもの（東京都民間社会福祉施設

サービス推進費補助金（障害者支援施設）） 
◎      ○ ○ 66 

86 
保健医療局（学校法人東

京女子医科大学） 

東京都救命救急センター施設整備等補助金（運営費）

を返還すべきもの 
◎      ○  67 

87 
産業労働局（一般社団法
人東京国際金融機構） 

プロポーザル方式の応募の際に経費積算書を徴すべ
きもの 

     ◎ ○  68 

88 
建設局（公益財団法人東
京動物園協会） 

混雑マップの周知を園内において行うべきもの    ◎    ○ 68 

89 
建設局（公益財団法人東

京動物園協会） 

いきもの広場の生物生息状況調査における分析結果

について記録すべきもの 
     ◎   69 

90 
建設局（公益財団法人東

京動物園協会） 

トキの飼育・繁殖に関するアドバイス内容を記録す

べきもの 
     ◎  ○ 69 

91 
建設局（公益財団法人東

京動物園協会） 

暑熱対策工事が十分に効果を上げるよう整備時期を

計画すべきもの 
       ◎ 70 

92 
建設局（公益財団法人東

京動物園協会） 
園内警備に係る業務委託を確実に実施すべきもの      ◎   70 

93 
港湾局（株式会社ゆりか

もめ） 
貯蔵品の払出等の事務処理を適正に行うべきもの     ◎   ○ 71 

94 
港湾局（株式会社ゆりか

もめ） 

港湾局財産である新交通走行路を会社に占用させる

ことについて適正な手続を行うべきもの 
 ◎     ○ ○ 72 

95 
水道局（水道マッピング

システム株式会社） 

固定資産の計上を適正に行うとともに、会計処理の

プロセスを再確認すべきもの 
  ◎    ○  73 

96 保健医療局 
※NBC 災害・テロ対策設備整備費補助金による備蓄
品の残数管理について 

   ◎     73 

令和７年行政監査 

97 産業労働局 
（不用額の返還について） 

公社における不用額の算定及び返還を適時適切に行
うべきもの 

◎      ○ ○ 74 

98 産業労働局 
（不用額の返還について） 

※観光財団における基金での資金滞留について 
   ◎     75 
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３ 講じた措置の概要 

〔令和６年財政援助団体等監査〕 
番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人アストリー） 措置区分 

1 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（ア） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人アストリーが設置する立石いろは保育園には、特別保育事業等推進加算のうち零歳児保育対

策実施かつ産休明け保育実施において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４年度分

で９４万１，０００円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金９４万１，０００円について、令和７年４月１０日付けで

法人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月５日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、根拠を正確に把握しそれを基に実

績報告書を作成し、複数チェックを行うとした再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人雲柱社） 措置区分 

2 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（イ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人雲柱社が設置するともしび保育園には、特別保育事業等推進加算のうち延長保育事業（２時

間・３時間延長）において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４年度分で１２７

万２，０００円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金１２７万２，０００円について、令和７年４月２日付けで

法人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年２月２５日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、必要用件を全職員と確認し保管

するなどの再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人かしのみ福祉会） 措置区分 

3 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（ウ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人かしのみ福祉会が設置する菊野台かしのみ保育園には、特別保育事業等推進加算のうち零歳

児保育対策実施かつ産休明け保育実施において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４

年度分で１３万５，０００円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金１３万５，０００円について、令和７年４月１７日付けで

法人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月３日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、園長・職員が補助金の理解を深

め、法人本部も含めた複数チェックを行うとした再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人カタバミ会） 措置区分 

4 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（エ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人カタバミ会が設置するふきのとう保育園には、特別保育事業等推進加算のうち障害児保育（そ

の他・知的）において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４年度分で５６万４，０００

円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金５６万４，０００円について、令和７年４月２５日付けで

法人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月４日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、書類の保管を行い、すぐに確認で

きるようにするとした再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人菊美会） 措置区分 

5 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（オ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人菊美会が設置するたかはた北保育園、日野駅前かわせみ保育園、ほんだ保育園及びむこうじま

保育園には、特別保育事業等推進加算のうち延長保育事業（零歳児の延長保育）において、誤った人数を実績

として報告したことなどにより、令和４年度分で５０万５，０００円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金５０万５，０００円について、たかはた北保育園分５

万２，０００円を令和７年４月４日付け、日野駅前かわせみ保育園分３９万１，０００円を同月１１日付

け、むこうじま保育園分１万１，０００円を同月７日付け、ほんだ保育園分５万１，０００円を同月１１日

付けで法人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月５日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、複数チェックを行うとともに、今

後ICT化を行い作業の一元化を行うとした再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人嬉泉） 措置区分 

6 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（カ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人嬉泉が設置する鎌田のびやか園には、特別保育事業等推進加算のうち障害児保育（その他・知

的）において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４年度分で３４万７，０００円が過大

に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金３４万７，０００円について、令和７年４月７日付けで法

人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年２月２６日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、書類の日付等の確認を徹底する

などの再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人敬愛学園） 措置区分 

7 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（キ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人敬愛学園が設置する敬愛桃の実保育園には、特別保育事業等推進加算のうち延長保育事業（零

歳児の延長保育）において、誤った人数を実績として報告したことにより、令和４年度分で１万７，０００円

が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金１万７，０００円について、令和７年４月８日付けで法人

から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年２月２０日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、園長、副園長、本部事務担当者

での複数チェックを行うとした再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人至愛協会） 措置区分 

8 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（ク） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人至愛協会が設置するゆりのき保育園には、特別保育事業等推進加算のうち障害児保育（その

他・身体）において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４年度分で３０３万９，０００

円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金３０３万９，０００円について、令和７年４月２日付けで

法人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年２月２５日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、様式作成時に正しい該当シート

に記載するとともに、申請前に複数チェックを行うとした再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人新川中原保育会） 措置区分 

9 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（ケ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人新川中原保育会が設置する成城つくしんぼ保育園には、特別保育事業等推進加算のうち障害

児保育（その他・知的）において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４年度分で５８６

万７，０００円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金５８６万７，０００円について、令和７年４月１０日付け

で法人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年２月２７日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、担当と園長での複数チェックを

行うとした再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人清仁会） 措置区分 

10 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（コ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人清仁会が設置する隅田学園には、特別保育事業等推進加算のうちアレルギー児対応において、

誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４年度分で８０万８，０００円が過大に交付されて

いる。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金８０万８，０００円について、令和７年４月３日付けで法

人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月１日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、ダブルチェック以上の体制を取っ

ていき、不明な点が生じた際は都に確認を取るとした再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人清朗会） 措置区分 

11 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（サ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人清朗会が設置するすみれ保育園及びせせらぎ保育園には、特別保育事業等推進加算のうち延

長保育事業（零歳児の延長保育）において、誤った人数を実績として報告したことにより、令和４年度分で５３

万４，０００円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金５３万４，０００円のうち、すみれ保育園分２４

万１，０００円について令和７年４月２５日付けで、せせらぎ保育園分２９万３，０００円について同

月２４日付けで法人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月５日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、複数チェックを行うとした再発防

止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人善隣福祉会） 措置区分 

12 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（シ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人善隣福祉会が設置する東玉川善隣保育園には、特別保育事業等推進加算のうち延長保育事業

（２時間・３時間延長）において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４年度分で５７８

万２，０００円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金５７８万２，０００円について、令和７年４月１０日付け

で法人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月１日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、加算項目資料を熟読して正確に作

成するなどの再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人聡香会） 措置区分 

13 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（ス） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人聡香会が設置するきたしば保育園には、保育所地域子育て支援推進加算のうち出産を迎える

親の体験学習において、誤った人数を実績として報告したことにより、令和４年度分で３０万円が過大に交

付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金３０万円について、令和７年４月４日付けで法人から返還

を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年２月２８日付けで法人から、複数チェックの体制化を整備するなどの再発防止策の提出

を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人ちとせ交友会） 措置区分 

14 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（セ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人ちとせ交友会が設置する調布ヶ丘ちとせ保育園及び二番町ちとせ保育園には、特別保育事業

等推進加算のうち障害児保育（その他・知的）において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、

令和４年度分で４０万４，０００円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金４０万４，０００円について、令和７年４月１日付けで法

人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月５日付けで法人から、複数チェックを行うなどの再発防止策の提出を受けた。【２－

ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 

- 19 -



 

 

番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人東京家庭学校） 措置区分 

15 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（ソ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人東京家庭学校が設置する上水保育園には、特別保育事業等推進加算のうち延長保育事業（零歳

児の延長保育）において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４年度分で２万２，０００

円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金２万２，０００円について、令和７年４月４日付けで法人

から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月３日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、様式の数字を実績報告書と照合す

るとともに複数チェックを行うとした再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人東香会） 措置区分 

16 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（タ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人東香会が設置するしぜんの国保育園及び成瀬くりの家保育園には、特別保育事業等推進加算

のうち育児困難家庭への支援において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４年度分

で１２万９，０００円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金１２万９，０００円のうち、しぜんの国保育園分１２万円

を令和７年３月３１日付けで、成瀬くりの家保育園分９，０００円を同年４月２日付けで法人から返還を受

けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月５日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、複数チェックを行うとした再発防

止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 

- 20 -



 

 

番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人徳育会） 措置区分 

17 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（チ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人徳育会が設置する徳育保育園には、特別保育事業等推進加算のうち延長保育事業（零歳児の延

長保育）において、誤った人数を実績として報告したことなどにより、令和４年度分で１５万１，０００円が

過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金１５万１，０００円について、令和７年４月１７日付けで

法人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月１日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、最新のマニュアルを使用し、複数

チェックを行うとした再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人八晃会） 措置区分 

18 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（ツ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人八晃会が設置する宝光保育園には、特別保育事業等推進加算のうち一時預かり事業・定期利用

保育事業（４時間未満）において、利用児童の正確な登園時間・降園時間が分かる書類がなく補助要件を満た

さないことなどにより、令和４年度分で５０万円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金５０万円について、令和７年４月３日付けで法人から返還

を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年３月３日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、保護者等との面談だけでなく、認

定書などの書類も保管するなどの再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人ひまわり会） 措置区分 

19 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都保育サービス推進事業補助金）

（テ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人等に対して、東京都保育サービス推進事業補助金を交付している。 

社会福祉法人ひまわり会が設置するひまわり保育園には、特別保育事業等推進加算のうち障害児保育（その

他・知的）において、誤った人数を実績として報告したことにより、令和４年度分で３８７万６，０００円が

過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、法人に対して補助金の返

還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

① 子供・子育て支援部は、過大に交付した補助金３８７万６，０００円について、令和７年４月１７日付け

で法人から返還を受けた。【１－ア】 

② 部は、令和７年２月２８日付けで法人から、実績報告を適切に行うため、必要書類（愛の手帳、区市町村

の認定書類、診断書）を揃えた上で人数を計上するとした再発防止策の提出を受けた。【２－ウ】 

③ 部は、全法人(保育施設)に対して、令和７年３月末日に、補助金に関する注意喚起や自主点検の実施、及

び申請時、実績報告時には誤りの防止のため、複数チェックの徹底を要請した通知文を発出した。その結

果、実績報告の修正があった１８施設のうち１４施設において過大交付が確認され、額の再確定の上返還を

受けた。加えて、令和６年度実績報告に際し、再度複数チェックの徹底の依頼と誤りやすい点をまとめたチ

ェックリストを発出した。【２－ウ】 

④ 部は、データ入力時の誤入力防止のため、申請用ファイルを修正・改善し、令和７年１０月３１日付令

和７年度変更交付申請の依頼に係る通知文で全施設に周知した。【２－ウ】 

⑤ 部は、保育所の業務負担軽減のため、令和７年度から子供家庭支援区市町村包括補助事業により保育所

の事務を担う職員の配置に要する経費の支援を開始したことについて、令和７年６月５日に開催された包

括補助事業事務説明会において区市町村に周知し、活用を促した。【２－ウ】 

⑥ 部は、申請に係る事務負担を軽減し、適切な申請を支援するため、補助金システム（Jグランツ）を活用

した電子申請が可能な施設数を１００施設から２５０施設に拡大した。【２－ウ】 
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〔令和６年行政監査〕 
番号 対象局（団体） 教育庁 措置区分 

20 事
項 

一時滞在施設の開設・運営に関する訓練を適切に実施すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎   ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

都立施設を活用した一時滞在施設の施設管理者は、地震を想定した自衛消防訓練等にあわせて都立一時滞

在施設の開設・運営に関する訓練を年１回以上定期的に実施し、帰宅困難者の受入れの手順等について確認

し、必要な場合は手順の改善を行うこととされている。 

教育庁においては、令和６年１２月１日現在、１２２校の都立学校が都立一時滞在施設に指定されており、

庁は、「学校危機管理マニュアル」（令和６年１０月最終改訂、東京都教育委員会）に基づき一時滞在施設に

係る運営計画の策定等について各学校の支援を行っている。 

そこで、芝商業高等学校、広尾高等学校及び第一商業高等学校の訓練実施状況について確認したところ、生

徒の避難訓練は実施しているものの、施設の開設・運営に関する訓練は行っていなかった。 

各学校は、運営マニュアルに基づき、施設の開設・運営に関する訓練を適切に実施されたい。 

庁は、各学校において施設の開設・運営に関する訓練が適切に実施されるよう訓練の実施方法を周知する等

支援されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

総務部は、令和７年８月２６日の学校経営支援センター連絡会及び同年９月４日の校長連絡会において、施

設の訓練実施に関する周知と注意喚起を行った。その上で、令和７年９月４日付依頼文を発出し、一時滞在施

設に指定された都立学校に対して訓練を行うよう求めた。【２－エ】 

また、総務部は、一時滞在施設の開設訓練に係る資料を作成し、令和７年１１月１１日及び令和８年１

月１５日に研修を開催した。これにより、全都立学校の副校長に対して訓練の実施方法を周知した。【２－

ウ、２－エ】 

芝商業高等学校は令和７年１１月２６日、第一商業高等学校は同年１２月２４日に、一時滞在施設の開設・

運営訓練を実施した。なお、広尾高等学校は、令和７年６月３０日付けで一時滞在施設の指定を解除されてい

る。【１－エ】 
番号 対象局（団体） 総務局 措置区分 

21 事
項 

※（備蓄品について）備蓄品追加等の見直しについて 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎     

監
査
結
果
の
要
約 

各施設について、発電機等の必要な備品が確保されているかについて見たところ、次のような状況が認めら

れた。 

（ア）停電時における屋内照明及び情報収集等のためのデジタル機器の電源 

運営マニュアルでは、必要に応じてランタンや電池等の確保を行うなど、可能な範囲で地震発生時の停

電に備えておくことが望ましいとされているが、各施設に配備されている発電機は、建物内では使用でき

ないものであり、各施設のうちには、施設自体に非常用発電設備がない施設や、非常用発電設備があって

も消防用設備以外には利用できない施設がある。こうした施設では、ランタン等による照明確保には限界

があり、夜間停電時には施設の開設・運営が困難となる可能性がある。 

また、非常用発電設備がない施設等においては、停電時には、情報収集などに必要となるデジタル機器

の電源確保に支障を来しかねない。 

（イ）暑さ対策 

各施設に配備されているアルミ製ブランケットは、断熱・保温効果があるため防寒対策としては有効で

あるが、施設内での暑さ対策としては、必ずしも有効ではない。また、停電時の非常用発電設備がない施

設や、非常用発電設備があっても空調の電力までは賄えない施設が多い。 

夏季高温時において、施設の運営を行う場合には、熱中症等による要医療者の発生リスクを低減するた

め、送風機等の配備やこれに必要な電源の確保などの暑さ対策の必要性を検討する必要があると考えら

れる。 

局は、各施設の状況を把握し、最新の被害想定を踏まえ、運営における重要性等を考慮の上、必要に応じて

配備する備蓄品の見直しを検討し、一時滞在施設の円滑な運営を図ることが重要である。 

局は、必要に応じて配備する備蓄品を追加するなどの見直しを検討することが望まれる。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

一時滞在施設における電源確保や暑さ対策といった環境整備推進のため、総合防災部では、一時滞在施設の

所有者（施設管理者）による電源確保や暑さ対策の取組を推奨する方針を「都立一時滞在施設の運営マニュア

ル」（令和８年１月２９日付改正）に追記する改訂を実施し、周知（令和８年２月１３日付）を行った。【１

－エ】 

また、早期に配備することが可能であり、かつ、一時滞在施設における物品の保管が容易な、冷感タオルと

うちわを新たな備蓄品に加えるべく必要な経費について令和８年度予算を確保し、令和８年４月以降、順次

配備する。【１－エ】 
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〔令和７年定例監査〕 
番号 対象局（団体） デジタルサービス局 措置区分 

22 事
項 

研修会実施委託における講師の選定・確保の手続について見直す

べきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎  

監
査
結
果
の
要
約 

デジタル戦略部は、区市町村職員に対する研修会の実施を委託している。委託の仕様書によると、講師の選

定・確保について、受託者は、豊富な実績と実務経験を有する大学教授やデジタル庁職員等の講師候補者を都

と協議のうえ決定し、講師を確保するものとしている。また、デジタルツールガイドについては、原則とし

て、特定の講師ではなく、各ツールの事業者に講師を依頼することを想定しているとしている。 

局は、受託者から講師候補者について、実施回ごとに講師選任書を徴取しているが、講師選任書の講師情報

には法人名のみが記載されており、実際の講師が誰なのかを確認できる内容となっていないものがある。受

託者から提出された講師選任書からは、選任理由として「ＤＸに関する専門的な知識、知見をお持ちであるた

め」との記載がそれぞれあるものの、実際の講師が選任理由に記載されているような当研修会の講師として

相応しい候補者なのか明らかではなく、適切でない。 

部は、講師選任書の記載事項について特定の講師の記載を求めるよう、講師の選定・確保の手続について見

直されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

指摘の発生原因は、研修会実施委託の受託者が講師として選任する者について、本研修会の講師として相応

しい者かどうかの確認が十分でなかったことによるものである。 

再発防止策として、令和7年度の履行に際し、本研修に相応しい講師であることを確認するため、講師選任

書において選任理由及び講師の氏名を記載させることを徹底した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 生活文化局 措置区分 

23 事
項 

債権の管理を効果的かつ効率的に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎   ○   ○  

監
査
結
果
の
要
約 

私学部は、平成１２年度に発生した三宅島噴火災害等により家計状況が悪化し、高等学校卒業後の進学費用

の支出が困難な世帯に対して、大学等入学準備金の貸付を行っており、当事業による貸付先５７名のうち、返

還が未了となっている滞納者３名に係る債権の管理を、東京都債権管理マニュアルに基づき行っている。そ

の管理状況を確認したところ、監査日現在、適切でない状況が認められた。 

ア Aについて、部は、別に借り受けた東京都育英資金貸付金を完納後、返還する旨の債務承認及び納付誓約

書を徴していたが、育英資金の完納後、履行されておらず、Aの資産状況の確認等行う必要があったが、部

は、一度架電して留守番電話へメッセージを残して以降、定期的に催告書を送付するのみとなっており、適

切でない。また、Aや連帯保証人への聞き取りや法的措置の前提となる財産調査を行っておらず、適切でな

い。 

イ Bについて、部は、債務承認及び分納誓約書を徴しているが、その後、支払が滞っている。Bの経済状況

を聞き取った上で、再度、分納計画を提出させ、分納計画に沿って支払をするよう促したり、Bが分納計画

を提出しないなど、支払の意思を確認できない場合には、連帯債務者との交渉等を行う必要があるが、毎

年１回、催告書を送付するのみで適切でない。 

ウ Cについて、分割納付を認める場合は、滞納者の資産等の状況が分かる資料を添付の上、納付計画をたて、

分割納付が２回以上不履行になった場合は、強制執行等の法的措置を受けても異議はないことを約束させ

る内容の債務承認及び分納誓約書を徴する必要があるが、部は、口頭でのみ分納計画を認めており、適切で

ない。また、毎月の支払が滞っているため、文書等による催告や、連帯保証人等の所在調査等を行うべきで

あるが、１度催告書を送付した以外は交渉等を行っておらず、適切でない。 

部は、債権の管理を効果的かつ効率的に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

指摘の発生原因は、長期間支払が確認できない場合でも催告書を一方的に送付することに留まり、「債務承

認及び分納誓約書」（以下「分納誓約書」という。）の徴取や債務者への電話での催促を行っていないことに

ある。 

そのため、私学部は、債務者へ電話で改めて支払意思を確認するとともに、分納誓約書を徴することとし

た。各債権における現在の状況は、以下のとおりである。 

滞納者Aについて、令和７年３月３０日付けで分納誓約書を徴し、令和７年４月以降、毎月着実に支払が行

われている。 

滞納者Bについて、令和７年２月１８日に支払があった後、再度滞ったため、同年８月に改めて部から分納

誓約書の提出を依頼し、同年９月１７日付けで提出があった。支払については、同年８月１８日付けで支払が

あったほか、適切に電話により督促を行った。９月には分納誓約書が提出され、１１月及び１２月に支払があ

った。令和８年１月６日に改めて電話で引き続きの支払を依頼し、債権管理を行っている。 

滞納者Cについて、令和７年２月１８日に支払があった後、再度滞ったため、同年８月に改めて部から分納

誓約書の提出を依頼し、同年９月２６日付けで提出があった。支払については、同年８月１４日付けで支払が

あった後、分納誓約書の提出以降、支払期限前に各回の支払が着実に行われている。【１－ア、１－エ】 

再発防止策として、部は、債務者から分納誓約書を毎年徴取することを業務マニュアルに追加し、債務残高

や支払意思を随時確認するとともに、引き続き支払状況を注視し、支払が滞ることがないよう約定期日前の

連絡や督促の架電など、債務者と継続的に連絡を取ることで確実な納付を促し、適切な債権管理を徹底して

いく。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 生活文化局 措置区分 

24 事
項 

業務の実施に必要な延べ人員数等を見積もるなどして妥当な契

約目途額を定めるべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

消費生活部は、インターネット通信販売を行っている事業者の販売商品に関する広告表示で、不当景品類及

び不当表示防止法に規定する不当表示に該当する疑いがある表示について、事業者に対する行政処分を行う

ための基礎資料を収集することを目的に、インターネット上の広告表示を監視する業務を委託している。 

部は、この委託の発注に当たり、契約目途額を積算しているが、契約目途額３５６万４，０００円に対し、

契約金額３６万３，０００円、落札比率１０．２％となっている。 

また、令和５年度における同種の業務委託契約の契約金額は、令和６年度契約と同じ業務量（２件の広告に

ついて６０日間監視）の契約で６６万円となっており、令和６年度契約の契約目途額と乖離がある。 

これらのことは、契約目途額が過大であることを示している。 

そこで、契約目途額を見ると、３者から下見積りを徴取し、これらを参考に定めているが、部は、下見積り

の際に業務の実施に必要な延べ人員数、単価や物品の数量等具体的な内訳を求めなかった。この結果、契約目

途額の積算に当たり、延べ人員数や単価等による計算が行えず、業務ごとに一式の金額のみを内訳として表

示することとなり、契約目途額が妥当であるかの判断ができない積算方法となっており、適切でない。 

部は、業務の実施に必要な延べ人員数、単価や物品の数量等を見積もるなどして、妥当な契約目途額を定め

られたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

発生原因は、当事業が令和５年度に開始したばかりで、執行課においてもノウハウの蓄積がなく、業務量等

の想定が困難であったことである。 

局は、令和７年８月２１日付通知文により、当該指摘事例及び再発防止策について局内に周知した。 

消費生活部は、今後も拡大すると見込まれるインターネット広告について、不当表示等を防止するための監

視の強化を推進していくため、引続き同様の契約を締結している。令和７年度後期の契約においては、契約目

途額の算定に当たって、下見積りを徴取するに際し、各作業段階における時間数・人数・日数、単価や物品の

数量等の具体的な内訳を求めるなどして、妥当な契約目途額を設定し、１２月に契約を締結した。 

また、部は、同種の契約を締結する際に、妥当な契約目途額の算定を徹底し、担当内で確実に引き継がれる

よう手順書を作成した。【２－ウ、２－エ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

25 事
項 

仕様書の委託業務内容を契約期間に応じて定めるべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ◎  ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

障害者施策推進部及び高齢者施策推進部は、令和６年度分の補助金交付に係る事業周知、交付申請書及び実

績報告書の受付・審査、確定通知書の送付等の事務を公益財団法人東京都福祉保健財団に委託している。 

財団に事務を委託している補助事業は、補助事業者に対する実績報告書の提出期限が令和７年４月上旬に

設定され、実績報告書の受付後に実績報告書の審査を行い、補助金額を確定し、確定通知書を送付している。

一方、財団への委託契約期間は令和６年４月１日から令和７年３月３１日までであることから、仕様書に記

載された業務内容のうち一部の業務が契約期間とは一致しない業務内容であることが認められた。また、財

団から提出された事業実績報告書を確認したところ、令和７年４月以降に実施した業務の実績についても、

委託契約の業務実績として報告させていることが認められた。 

仕様書は、契約期間において財団が行うべき業務内容を規定するものであり、両部は、仕様書に基づいて履

行状況の確認や委託料の支出を行うのであるから、仕様書で定めた委託業務内容と契約期間及び委託料の支

出内容との間にかい離が生じていることは適正でない。 

両部は、仕様書の委託業務内容を契約期間に応じて定められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、契約事務に係る制度や手続についての認識不足が原因である。 

このことから、障害者施策推進部は、令和７年９月８日の部課長会にて、監査結果及び指摘を踏まえた今後

の留意点について説明し、各課担当まで周知の上、仕様書の委託業務内容を契約期間に応じて適切に定める

よう注意喚起を行った。【２－エ】 

高齢者施策推進部は、令和７年９月３０日付通知文により、監査結果を踏まえた契約締結時の留意事項とし

て、仕様書の委託業務内容を契約期間に応じて適切に定めるべきことを各課担当者宛てに改めて周知した。 

今後も準備契約の締結時期や年度初め等に定期的に同様の周知を行うものとする。【２－エ】 

また、両部は、令和８年度契約の仕様書の委託業務内容を契約期間に応じて適切に定める見直しを行い、令

和８年４月１日付けで契約締結することを同年３月１９日付けで決定した。【２－イ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２４日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、令和７年１０月２３日開催の令和８年度準備契約説明会において、定例監査の指摘事項を説明し、局

内に周知した。 

さらに、令和８年１月３０日付けで仕様書に業務の対象年度を明確に記載するよう局内に再周知を行うと

ともに、類似の補助金審査等業務委託契約について、適切な仕様書となっているか起案回付の際に確認した。

【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

26 事
項 

分割交付ごとの執行計画及び執行状況を確認した上で概算払を

適正に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ◎  ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

概算払とは、支払うべき債務金額が確定する前で、かつ、相手方の義務履行前の経費について、あらかじめ

概算額の全部又はその一部を相手方に交付し、後日、債務金額が確定したときに精算を行うものである。概算

払は、相手方に資金の便宜を与えるものであることから、分割して概算払を行う場合は、東京都会計事務規則

第８３条第５項によりその都度の精算は省略できるものの、分割交付ごとの執行計画及び執行状況を把握し、

交付する資金の額は必要最小限度とする必要があるとされている。 

ところで、障害者施策推進部及び高齢者施策推進部は、公益財団法人東京都福祉保健財団と委託契約を締結

している。これらの委託契約は、仕様書において契約金額を発注限度額とした概算契約とされ、委託料は四半

期ごとに支払うと定められている。 

そこで、両部が四半期ごとに執行計画及び執行状況を把握した上で支払を行っているか確認したところ、両

部は、第２四半期以降、財団から分割交付ごとの執行計画及び執行状況を徴取しておらず、支払金額が必要最

小限の支出額となっているか確認することなく、契約書で定めた四半期ごとの支払内訳のとおりに委託料を

支払っている事例が認められた。その結果、委託完了後、財団から提出された事業実績報告に基づき、両部は

委託料の額を確定し、返還額について財団から返還を受けているが、支払額の８割以上又は５割程度が返還

となっているものがあるなど、交付する資金の額が必要最小限であるとは言えない状況となっている。 

両部は、分割交付ごとの執行計画及び執行状況を確認した上で概算払を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、分割して概算払を行う場合の手続に関する認識不足が原因である。 

そのため、障害者施策推進部は、令和７年９月８日の部課長会にて、監査結果及び指摘を踏まえた今後の留

意点について説明し、各課担当まで周知の上、概算払を適正に行うよう注意喚起を行った。【２－エ】 

高齢者施策推進部は、局からの令和７年８月２７日付通知文を受けて、同年９月３０日付通知文により、分

割交付ごとの執行計画及び執行状況を確認した上で概算払を適正に行うよう各課担当者宛てに周知した。 

今後も準備契約の締結時期や年度初め等に定期的に同様の周知を行うものとする。【２－エ】 

また、両部は、公益財団法人東京都福祉保健財団と協議し、令和７年度契約の第３四半期支出及び第４四半

期支出分は分割交付ごとの執行計画及び執行状況を確認した上で必要最小限の金額を支出することを改めて

確認した。これに従い、両部は、分割交付ごとの執行計画及び執行状況を確認し、前期からの繰越額及び当期

の支出予定額を踏まえて必要最小限の金額を支出した。さらに、令和８年度契約の仕様書についても、適切な

内容に見直し、令和８年４月１日付けで契約締結することを同年３月１２日及び１９日付けで決定した。【２

－イ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２４日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、令和７年１０月９日開催の会計事務に携わる局内職員向けの会計実務研修及び同月２３日開催の令

和８年度準備契約説明会において、適切な処理方法及び再発防止に向けた助言等を実施したほか、局内全職

員を悉皆とし、誤りの多い会計事務等について e ラーニングを実施した（令和８年１月から同年３月の期間

で実施）。 

加えて、令和７年度自己検査において、「分割交付ごとの執行計画及び執行状況を把握、精査した上で概算

払を適正に行っているか」を確認事項に追加し、検査を実施した。 

さらに、令和７年１２月２３日付けで令和８年度委託契約に向けた概算払に係る通知を発出し、仕様書の文

例や執行計画・執行状況報告に係る参考様式を展開し、適切な事務処理方法を周知した。【２－エ】 

- 28 -



 

 

番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

27 事
項 

資金前渡による支出手続を適正に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

東京都会計事務規則第７６条第１項第２８号では、即時支払をしなければ物件の購入等が困難なものに要

する経費について、必要な資金を前渡（以下「資金前渡」という。）することができるとされている。この資

金前渡に係る経費については、「東京都会計事務規則第７６条関係の解釈・運用等について（通知）」により、

経費の支出方法が資金前渡以外にはないと判断される経費であることが必要とされている。 

また、同経費については、資金前渡を受けた者に対する契約事務の委任に関する規則において、資金前渡受

者は、その交付を受けた資金の範囲内において、売買、貸借、請負その他の契約に関する事務を委任される旨

が定められており、資金交付後に契約その他の手続が可能となる。 

そこで、障害者施策推進部及び立川児童相談所で資金前渡の手続について確認したところ、次のとおり適正

でない事例が認められた。 

① 部は、公益財団法人東京都福祉保健財団との契約に係る委託料の支払について、概算払により四半期ご

とに支払っている。四半期ごとの委託料の支払は契約書にあらかじめ規定されたものであることから、経費

の支出方法が資金前渡以外にはないと判断される経費ではないが、部は、第１四半期の委託料の支払につい

て、資金前渡による支出を行っている。 

 部及び所は、資金前渡による支出手続を適正に行われたい。 

② 所は、資金前渡を受ける前に契約権限を持たない者が物品の購入又は保管場所の賃借を行っている。ま

た、令和７年度分の保管料についても令和６年度予算で支出している。 

 部及び所は、資金前渡による支出手続を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

障害者施策推進部における誤りの発生原因は、資金前渡による支出手続についての認識不足である。そのた

め、部は、令和７年９月８日の部課長会にて、監査結果及び指摘を踏まえた今後の留意点について説明し、各

課担当まで周知の上、支出手続の適正化を図るよう注意喚起を行った。【２－エ】 

立川児童相談所における誤りの発生原因は、関係者間の情報共有不足及び履行内容の確認不足である。一時

保護所における物品の購入については、迅速な対応が必要になることが多いが、購入を担当する職員は正担

当が１人しかおらず、不在時には対応が円滑にできないことが課題であった。さらに、購入を希望する職員も

五月雨に連絡をしてしまうなど、業務が煩雑になっている点が課題であり、その結果、正担当不在時には不適

切な資金前渡が行われていた。 

このため、再発防止として体制の見直しを２点実施した。 

１点目は、副担当を新たに設置し、正担当不在時でも円滑に対応できるようにした。 

２点目は、購入を希望する職員の中で取りまとめ担当を決め、購入するものを整理してから正担当に伝える

体制を構築した。【２－ウ】 

また、保管料については、履行内容の確認が不足していた点が誤りの発生原因である。このため、履行に係

る決裁の際に、必ず「履行期間」を明記し、関係者間の複数チェックを行った上で、業者側には資金前渡手続

後に書面等で履行期間を明確に伝えることで、確認を徹底する。【２－ウ】 

子供・子育て支援部は、令和７年７月４日開催の児童相談所長会にて、家庭支援課長より令和７年定例監査

の状況及び再発防止について説明し、各所長は各担当に対し、支出手続の適正化を図るよう注意喚起を行っ

た。 

また、部は、各児童相談所において会計事務・契約事務等が規則や手引等に基づいて適正に行われているか

確認するため、四半期ごとに児童相談所間の相互検査を実施することとし、令和７年度第３四半期から実施

を開始した。検査による各所の意見を踏まえて、資金前渡手続等の誤処理の多かった手続例について、各所向

けマニュアルを作成し、マニュアルの展開と併せて令和８年３月１６日付けで家庭支援課長より再度注意喚

起を実施した。【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２４日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、令和７年１０月９日開催の会計事務に携わる局内職員向けの会計実務研修において、適切な処理方法

及び再発防止に向けた助言等を実施したほか、局内全職員を悉皆とし、誤りの多い会計事務等について e ラ

ーニングを実施した（令和８年１月から同年３月の期間で実施）。【２－エ】 

さらに、令和７年度自己検査において、自己検査票の項目に資金前渡による支出手続等についての項目を追

加し、検査を実施した。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

28 事
項 

補助要綱に基づき事業効果等を公表させるべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎   ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

障害者施策推進部は、障害者支援施設等におけるデジタル技術等活用支援事業実施要綱に基づき、補助事業

を実施している。 

本補助事業は、補助金交付要綱に基づき補助金交付を行っており、事業実施に当たっては国庫補助を受けて

いる。これらの補助金交付要綱第１２条第３項では、国の事業実施要綱の定めに基づき、補助事業者は、全国

の障害福祉サービス事業者等におけるデジタル機器又はロボット介護機器導入の参考に資することを目的と

して、導入製品の内容や導入効果等についてホームページ等により公表しなければならないと定めている。 

そこで、監査日現在、補助事業が完了している令和５年度の補助事業者１９０事業者のうち１０７事業者に

ついて、補助事業者のホームページにより事業効果等を公表しているか確認したところ、ホームページによ

る公表を行っていた事業者は１５事業者であった。また、部は、補助金交付要綱の規定の目的は、事業効果等

を広く公表して他の障害福祉サービス事業者等がデジタル機器又はロボット介護機器の導入を行う際の参考

に資することであるため、ホームページに限らず、広報誌や各種 SNS などにより他の障害福祉サービス事業

者等に対して公表を行っていれば足りるとしているが、補助事業者がどのように事業効果等を公表したかの

状況について把握しておらず適切でない。 

部は、補助事業者に対して、補助要綱に基づき事業効果等を公表させられたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

障害者施策推進部は、令和５年度補助事業者のうち、ホームページ等による公表を行っていない事業者に対

して、障害者支援施設等デジタル技術等活用支援事業は令和７年５月２日及び同月２８日付けで、デジタル

技術を活用した障害福祉サービス事業所等支援事業は同年９月１０日付けで、それぞれ導入製品の内容や導

入効果等についてホームページ等に掲載するよう周知するとともに、URL等の報告を求めた。また、部は、公

表状況の確認を行い、令和５年度補助事業者１９０事業者のうち１４２事業者が公表を行ったことを確認し

た（令和８年２月２８日現在）。 

なお、障害福祉サービス事業所については、ホームページ等を開設しておらず、公表手段を持たない事業者

もいることから、部は、局ホームページにおいて補助事業者ごとのサービス種別や導入システムの名称等を

公表し、導入を検討する事業者のために情報発信を行っている。【１－エ】 

本件は、補助金交付要綱の規定に対する補助事業者の認識不足が原因である。 

部は、令和７年９月８日の部課長会にて、監査結果及び指摘を踏まえた今後の留意点について説明し、各課

担当まで周知の上、補助事業の適正化を図るよう注意喚起を行った。【２－エ】 

また、部は、令和６年度補助事業者に対してホームページ等による公表を依頼して公表状況を確認するとと

もに、令和７年度補助事業者に対して補助金交付決定時にホームページ等への公表が必要である旨周知した。

【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

29 事
項 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書の提出につ

いて）適切な時期に報告書の提出を求めるよう、委託契約におけ

る業務内容を定めるべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ◎  ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

消費税及び地方消費税については、課税事業者が課税対象となる取引を行った場合に納税義務が生じるが、

生産、流通、販売といった取引の各段階で課税の累積を排除するよう、課税売上げに対する消費税等額から課

税仕入れに係る消費税等額を控除した金額を納税する仕組みとなっている。 

事業者に対して交付された補助金は、消費税法上、不課税に該当することになるが、消費税等の課税事業者

である補助事業者が補助金を原資として補助対象物を購入することは課税仕入れに該当する。そのため、上

記の仕組みにより、消費税等を仕入税額控除した場合には、補助事業者はこれに係る消費税等を実質的に負

担していないこととなる。 

補助事業において、補助事業者が補助対象経費中の消費税等について確定申告で仕入税額控除を行う可能

性がある場合は、仕入控除税額の報告を求める規定を補助金交付要綱等に定め、補助事業完了後、確定申告に

より消費税等の仕入税額控除が確定した場合に、補助事業者に対して仕入控除税額を報告させ、仕入控除税

額分の補助金の返還を求める必要がある。 

障害者施策推進部では、補助事業の交付要綱において補助事業者に対して消費税等に係る仕入控除税額報

告書の提出を求めることとしている。 

障害福祉サービス等DX推進人材育成支援事業は、補助金交付手続に係る業務を公益財団法人東京都福祉保

健財団に委託している。本事業は、令和６年度から開始した事業であり、令和６年度補助金に係る報告書の提

出については、補助事業完了後、補助事業者が消費税等の確定申告を行い、消費税等の仕入控除税額が確定し

た後に求めるべきである。 

しかしながら、契約の仕様書には、令和６年度の委託業務の中に補助事業者からの報告書の受付及び部への

報告書提出業務が含まれている。また、財団は、仕様書に基づき、令和６年度の補助事業者から、消費税等の

仕入控除税額確定前に報告書の提出を受けており適切でない。 

部は、適切な時期に報告書の提出を求めるよう、委託契約における業務内容を定められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、消費税等に係る仕入控除税額の事務に対する認識不足が原因である。 

そのため、障害者施策推進部は、令和７年９月８日の部課長会にて、監査結果及び指摘を踏まえた今後の留

意点について説明し、各課担当まで周知の上、補助事業の適正化を図るよう注意喚起を行った。【２－エ】 

また、令和７年度契約については、契約先である公益財団法人東京都福祉保健財団と消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額報告書（以下「仕入控除税額報告書」という。）の取扱いについて協議書を取り交わして

業務内容を適正化した。令和８年度契約については、仕様書の仕入控除税額報告書の取扱いについて見直し

を行い、令和８年４月１日付けで契約締結することを同年３月１９日付けで決定した。【２－イ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する、参照

すべきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２４日付通知文により監

査指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、令和８年１月３０日に仕様書について、履行期間内に対応可能な業務を記載するよう局内に再周知を

行った。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

30 事
項 

債権管理を適正に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎   ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、局及びその事業所が所管する債権の管理の適正を期するため、統一的な事務処理基準である福祉局債

権管理事務処理要綱を定めている。 

要綱では、債権管理の事務を所管する課長が債権に適した個別マニュアルを作成することとしており、北療

育医療センター及び府中療育センターは、それぞれのセンターで滞納整理事務処理マニュアルを定めている。 

ところで、両センター及び北療育医療センター城北分園は、重度の知的障害、心身障害児・者を対象に、医

療型入所施設等の運営等を行っており、施設利用者から診療費等の本人負担分（使用料）や利用者との契約に

よるオムツ等の日用品費（雑入）等を徴収している。 

これらの収入に係る滞納金について、債権管理がマニュアルに基づいて実施されているか見たところ、マニ

ュアルに規定された滞納者名簿及び滞納整理票が作成されていないため、過去からの経緯が確認できず、現

状においてもマニュアルに沿った対応を行っていない滞納者や滞納者名簿及び滞納整理票は作成されている

ものの、長期間にわたりマニュアルに沿った対応を行っていない滞納者が認められた。 

両センターは、令和５年定例監査においても、滞納者名簿及び滞納整理票を作成していない事例や督促状の

発行を行っていない事例等について指摘を受けているにもかかわらず、債権管理について改善が見られない

状況であった。 

両センター及び分園は、マニュアルに基づき債権管理を適正に行うとともに、再発防止の徹底を図られた

い。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

両センター及び分園は、滞納者名簿及び滞納整理票が作成されていなかった案件について、滞納者名簿及び

滞納整理票を作成した。これらの案件は、令和７年７月３０日に実施した財務局債権管理相談会の結果を踏

まえて、案件に応じて引き続きマニュアルに沿った対応を行うこと、私債権の放棄や整理に向けて対応する

方針を決定し、滞納整理票により進行管理を行う。 

また、両センターは、マニュアルに沿った対応を行っていなかった案件について、督促状の発行や分割納付

の実施により、マニュアルに沿った対応を行った。【１－エ】 

本件は、債権管理についての認識不足が原因である。 

そのため、障害者施策推進部は、令和７年９月８日の部課長会にて、監査結果及び指摘を踏まえた今後の留

意点について説明し、各課、各センター及び分園担当まで周知の上、債権管理に係る事務の適正化を図るよう

注意喚起を行った。【２－エ】 

両センター及び分園は、未収金発生の都度、納入書発行や収納等の記録を残して複数の職員で定期的に確認

する体制とし、徴収漏れや処理経過が不明となることを防止した。【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２４日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。 

また、債権管理の適正な運営を図るため、債権管理事務を担当する職員を対象に、令和７年９月１１日から

動画配信による悉皆研修として債権管理実務研修を実施した。【２－エ】 

さらに、事業所で不明点等があった際は、部や局の担当と連携して対応しているところであるが、今後は、

これらに加えて、債権管理実務研修等でも案内している局の債権管理相談窓口の連絡先を福祉局 Teams でも

周知し、事業所から局の予算担当へ直接連絡できる体制を構築した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

31 事
項 

経費の支出を適正に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ◎ ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

経費の支出に当たっては、地方自治法に基づき、支出の原因となるべき契約その他の行為（支出負担行為）

を行わなければならないとされており、契約手続については、東京都契約事務規則に基づいて行うものとさ

れている。なお、経費の支出金額が少額（１件５万円以下）である場合や即時対応の必要性がある場合等につ

いては、東京都会計事務規則に基づく資金前渡により経費の支出が行えるとされており、この場合は、資金前

渡受者が前渡金の範囲内において契約を行うことができるとしている。 

ところで、練馬児童相談所は、保護対象児童やその保護者との折衝で外国語通訳の必要がある場合などにお

いて、通訳・翻訳業務に係る経費を支出している。これらの経費の支出手続について確認したところ、次のと

おりであった。 

① 支払金額が１件５万円以下である案件について、資金前渡手続を行うことで資金前渡受者が契約を締結

し、経費の支出が可能であることから、所は、資金前渡手続を行うか、資金前渡手続を行わない場合は契約

事務規則に基づく契約手続を行うべきところ、これらを行わず、事案決定を行うのみで経費を支出しており

適正でない。 

② 支出金額が１件５万円以上かつ即時対応の必要性がなく資金前渡による経費の支出は行えない案件につ

いて、契約事務規則に基づく契約手続を行うべきところ、所はこれを行わず、事案決定を行うのみで経費を

支出しており適正でない。 

所は、経費の支出を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、正しい事務処理が把握されておらず、資金前渡の手続を踏まずに事案決定のみで支出を行ったこと

が原因である。 

そのため、練馬児童相談所は、今後、１件５万円以下である通訳の依頼については、資金前渡手続のうち少

額支払案件にて支出することとする。１件５万円以上の案件が発生した場合には、即時対応の必要があれば

随時の資金前渡で、即時対応の必要がなければ契約事務規則に基づき契約手続を行う。【２－イ】 

また、経費の支出を行う際に、研修資料や根拠条文等の確認を徹底し、適切な経費の支出を行うとともに、

疑問が生じた際には、上司や他の経理担当者、会計管理局等に問い合わせることで、確実な理解のもと経費の

支出を行う。 

子供・子育て支援部は、令和７年７月４日開催の児童相談所長会にて、家庭支援課長より令和７年定例監査

の状況及び再発防止について周知・注意喚起を行った。 

また、部は、各児童相談所において会計事務・契約事務等が規則や手引等に基づいて適正に行われているか

確認するため、四半期ごとに児童相談所間の相互検査を実施することとし、令和７年度第３四半期から実施

を開始した。検査による各所の意見を踏まえて、資金前渡手続等の誤処理の多かった手続例について、各所向

けマニュアルを作成し、作成したマニュアルの展開と併せて令和８年３月１６日付けで家庭支援課長より再

度注意喚起を実施した。【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２４日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、令和７年１０月９日開催の会計事務に携わる局内職員向けの会計実務研修や同月２３日開催の令

和８年度準備契約説明会において、適切な処理方法及び再発防止に向けた助言等を実施したほか、局内全職

員を悉皆とし、誤りの多い会計事務等について e ラーニングを実施した（令和８年１月から同年３月の期間

で実施）。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

32 事
項 

委託契約の仕様書に定める提出書類を適時に受領し、履行確認を

適切に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

立川児童相談所、八王子児童相談所、江東児童相談所及び足立児童相談所は、委託契約を締結し、一時保護

所の給食等業務や所の建物管理業務について委託している。 

これらの契約の仕様書で受託者に求める提出書類について確認したところ、次のとおり適切でない事例が

認められた。 

① 受託者に対して業務従事者の教育訓練に係る計画書及び報告書の提出を求めているが、これらの書類が

提出されていない。 

② 受託者に対して給食従事者の健康診断結果報告書の提出を求めているが、給食従事者１名分の健康診断

結果報告書が提出されていない。 

③ 受託者に対して定期清掃業務日誌の提出を求めているが、提出されていない。また、維持保全業務標準仕

様書において業務の実施状況等を示す写真等の提出を求めているが、提出されていない。 

④ 受託者に対して引継書の提出を求めているが、提出されていない。 

⑤ 受託者に対して提出を求めている各種点検業務の計画書や引継書等が提出されていない。 

各所は、委託契約の仕様書に定める提出書類を適時に受領し、履行確認を適切に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

各児童相談所における誤りの発生原因は、仕様書の定めや受託者からの提出書類についての確認不足であ

る。 

そのため、各所は受託者からの書類提出状況の確認を複数体制で行うこととし、今回の指摘内容及び今後行

うべき対応について引継書を作成して担当内で確実に引継ぎを行うことで再発防止を図った。【２－ウ】 

子供・子育て支援部は、令和７年７月４日開催の児童相談所長会にて、家庭支援課長より令和７年定例監査

の状況及び再発防止について説明し、各所長は各担当者に対し、周知・注意喚起を行った。 

また、各児童相談所において会計事務・契約事務等が規則や手引等に基づいて適正に行われているか確認す

るため、四半期ごとに児童相談所間の相互検査を実施することとし、令和７年度第３四半期から実施を開始

した。さらに、検査による各所の意見を踏まえて、契約における提出書類について、共通チェックリストを作

成し、チェックリストの展開と併せて令和８年３月１６日付けで家庭支援課長より再度注意喚起を実施した。

【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２４日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、令和７年１０月２３日開催の令和８年度準備契約説明会において、定例監査の指摘事項を説明し、局

内に周知した。 

さらに、令和８年２月６日付けで委託契約の提出書類等を適時に受領するよう局内に再周知を行った。【２

－エ】 
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番号 対象局（団体） 保健医療局 措置区分 

33 事
項 

地域医療ネットワーク等の参加状況を確認し、未参加の病院を参

加させるべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎    ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

医療政策部は、病院診療情報デジタル推進事業実施要綱により電子カルテシステム導入経費等を補助して

おり、実施要綱で以下の事項を事業実施の条件としている。 

① 電子カルテシステムの導入又は更新後１年以内に、医療機関が運営する地域医療ネットワーク又は公益

社団法人東京都医師会が運営する「東京総合医療ネットワーク」に、閲覧施設として参加すること 

② 事業の効果検証のため、補助金の交付年度から５年間、構築した電子カルテシステムの実績、効果、課題

等に係る調査に協力すること 

部は、事業実施の条件を満たしているか確認するために、②に基づき、補助を実施した翌年度に調査を実施

している。 

そこで、地域医療ネットワーク等の参加状況について確認したところ、以下のとおり不適切な事項が認めら

れた。 

ア 令和５年度に補助金を交付した２７病院について、部は、令和６年１０月３１日時点での地域医療ネッ

トワーク等の加入状況を調査している。 

 調査結果によると、令和６年４月から１０月までの約７か月間で地域医療ネットワーク等に参加した病

院は１０病院しか確認ができず、１７病院が未参加あるいは調査未回答となっている。しかし、部はその後

の調査を行わず、１年以内に地域医療ネットワーク等に参加しているか状況を把握していない。 

イ 令和２年度及び令和３年度に実施した補助についても地域医療ネットワーク等の参加状況の有無のみ把

握しているが、１年以内に参加しているかを把握していない。また、令和４年度に実施した補助について調

査自体を行っていない。また部は、調査結果を精査しておらず、未参加の病院に対して改善を求めていな

い。 

部は、地域医療ネットワーク等の参加状況について確実に確認するとともに、未参加の病院を地域医療ネッ

トワーク等に参加させられたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

誤りの発生原因は、医療機関において事業実施条件の認識が欠けていたこと及び所管部署において履行確

認が不十分だったことである。 

そのため、医療政策部は、地域医療ネットワーク等への参加が確認できていない医療機関に対し、令和７

年７月１７日付通知文により状況の把握を行い、未参加の医療機関に対しては早急に参加するよう指導した。

訪問等により個別に働きかけ、監査日（令和７年５月２８日）時点では令和２年度から令和５年度までに補助

金を交付した医療機関のうち３４医療機関が未参加又は未回答となっていたところ、令和８年３月１２日ま

でに、全ての医療機関が参加したことを確認した。【１－エ】 

令和６年度以降に補助金を交付した医療機関に対しては、令和７年１０月に事業実施条件を改めてメール

により周知することに加え、令和８年１月７日付通知文を発出し、状況を把握するとともにネットワークへ

の参加を指導した。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 保健医療局 措置区分 

34 事
項 

業務委託契約に係る仕様書の作成を適正に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ○  ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

保健政策部では、難病の患者の療養生活に関する各般の問題について、難病の患者及びその家族その他関係

者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の便宜を供与することを目的に委託契約を締結して

いる。 

ところで、職業安定法第４５条の規定により労働者供給事業を行う労働組合等を除く者と締結する業務委

託契約において、所要人員を指定することは、法第４４条に定める労働者供給事業の禁止規定に抵触するこ

とから、「業務委託等の契約内容について」（昭和５２年３月５日付５１財経庶第１２０１号）では、契約書

に添付する内訳書等には、人数、一人当たり単価等を表示しないこととされている。 

しかしながら、部は、委託契約の仕様書において、相談窓口に配置する相談員の人数を表示しており、適正

でない。 

部は、業務委託契約に係る仕様書の作成を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

誤りの発生原因は、業務委託契約に係る注意事項について認識が不足していたことである。 

保健政策部は、仕様書を作成する職員を対象に令和７年８月８日付通知文により本事例を周知し、今後契約

締結を予定している仕様書について、当初から法令に則った内容で作成することを確認した。【２－イ】 

また、局は、令和７年６月５日付通知文により同様の事例がないか点検を実施し、令和７年９月２４日付通

知文による監査結果の局内周知と併せて、各部契約担当者に点検結果を周知し、適正な仕様書作成に係る注

意喚起を行った。【２－エ】 

保健政策部は、令和８年度の当該契約の仕様書について、相談窓口に配置する相談員の人数に係る記載を削

除する見直しを行った。令和８年４月１日付けで契約締結することを、同年３月６日付けで決定した。【２－

エ】 
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番号 対象局（団体） 産業労働局 措置区分 

35 事
項 

清掃業務について仕様書に基づく履行確認及び契約変更を適正

に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎  ○  ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

中央・城北職業能力開発センターは、センター内の清掃業務等を委託している。 

この委託契約は、業務内容が主に日常清掃及び庁舎管理となっており、受託者は、日々の業務終了後に清掃

作業実施報告書（以下「報告書」という。）をセンターへ提出する旨、仕様書で定めている。また、センター

は、報告書に基づき履行確認を行い、検査終了後、受託者からの請求に基づき毎月委託料を支払っている。 

そこで、契約書類及び報告書を見たところ、次のとおり、適正でない点が認められた。 

① 仕様書で定めた２階女子更衣室の床清掃及び保健室の洗面台清掃について、報告書の様式に反映されて

おらず、履行を確認できる記録がない。これは、令和２年度に庁舎のレイアウト変更があり、仕様書では新

しいレイアウトを反映した清掃場所としていたが、この２か所については、報告書ではこの変更が反映され

ていなかったためである。 

② 契約書の内訳書として、仕様書で定めた頻度に基づく各業務の月別の実施回数が明記されているが、委

託業務の一部について、契約回数と実施回数が相違している。 

このことについて、センターは、日ごとに汚れの程度が変わること等により、作業の要否を受託者へ口頭で

指示しているとのことであった。 

センターは、このような状況にもかかわらず検査合格としており、仕様書で定めた箇所について、契約で定

めた回数の業務が実施されているものとして支払が行われていた。 

しかしながら、委託契約は、受託者が行うべき業務内容とその対価を厳密に定めていることから、仕様書に

定める内容を履行させる必要があり、契約変更を行わずに異なる数量で履行させることは、適正でない。この

報告書による実績の結果、契約回数の業務が実施されていないことにより、年間で１４万４，９６３円（監査

事務局試算）の不経済支出となっており、また、契約回数以上の業務が実施されていることにより、年間で３２

万７，３０３円（監査事務局試算）の対価を支払っていない状況となっている。 

センターは、清掃業務について、仕様書に基づく履行確認及び契約変更を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

中央・城北職業能力開発センターでは、令和７年６月６日に、令和７年度東京都立中央・城北職業能力開発

センター日常清掃等業務委託契約に係る「清掃作業実施報告書」に記載が漏れていた項目を追記した。 

中央・城北職業能力開発センターでは、令和７年６月６日に、令和７年度東京都立中央・城北職業能力開発

センター日常清掃等業務委託契約に係る「清掃作業実施報告書」に週当たりの実施回数を記載できる欄を新

たに設け、週単位での集計が可能な様式にした。 

令和８年度の契約については、仕様内容に沿った「清掃作業実施報告書」の様式で報告させることとし、令

和８年２月２０日、見積書を徴収し、請負業者が確定した。【１－エ】 

誤りの発生原因は仕様書の項目と報告書の項目に不一致があったこと、また、実施状況の確認が不十分であ

り、仕様書と報告内容との整合性について確認が行き届いていなかったためである。 

仕様書と報告書の齟齬を防ぐため、仕様書の内容変更時には事務担当者と課長代理による複数チェックを

行っている。 

週当たりの実施回数の履行確認が不十分であったため、毎日清掃を行う箇所以外の箇所については、週の前

半で事務担当者が事業者と実施予定回数及び実施場所を共有し、日々及び週の終わりに「清掃作業実施報告

書」において事務担当者が実施状況を確認している。 

さらに、令和７年９月１日付通知文により再発防止のための局内周知を行い、部からは各所に向け、令和７

年９月１６日付けで注意喚起の周知を行った。【２－イ・エ】 
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番号 対象局（団体） 建設局 措置区分 

36 事
項 

（道路通報システムの運用について） 

マニュアルの整備・充実を図るべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎    ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

（ア）投稿内容の公開に関する判断の統一性について 

ＭＣＲは、道路の維持管理について、住民等の投稿と行政の対応状況を公開することにより、住民等と

の協働による課題解決を目指している。 

これを踏まえ、部が各所に配布しているマニュアルでは、投稿内容は原則として公開することとしてい

るが、所の事情により投稿内容を非公開とすることができるとしており、その結果、令和６年４月１日か

ら監査日までの全建設事務所への投稿数１，１７８件のうち１，０５１件（８９．２％）が非公開となっ

ている。 

これは、マニュアルにおいて、所が非公開とする場合の基準を「所の事情」とするのみで部がその具体

的な判断基準を示していないため、公開・非公開の判断が各所任せとなっており、統一性を欠くととも

に、原則公開の主旨が生かされておらず、適切でない。 

（イ）管理担当者向け操作マニュアルについて 

各所には、運用担当者向けのマニュアルを提供しているが、各所担当者のアクセス権限の登録・管理方

法や、部が各所進捗管理用に必要なデータの抽出方法などを解説する部のシステム管理担当者向け操作

マニュアルが整備されておらず、システムの安全管理や効率的な業務遂行の面から適切でない。 

部は、道路通報システムの安全で効果的な運用に必要となるマニュアルの整備・充実を図られたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、システム導入を先行させ、事務所の意見を踏まえながら、適切な運用方法を整備している段階であ

ったため、各所が投稿内容について原則公開の主旨を認識していなかったことによるものである。 

（ア）道路管理部は、ＭＣＲの投稿内容については、原則公開の方針を維持しつつも、各所における公開の可

否の考え方を整理した上で、指針となる事例集を作成し、令和７年１２月１９日付通知文により、各所へ

周知し、各所での活用を促した。【１－エ、２－エ】 

（イ）部は、各所担当者のアクセス権限の登録・管理方法や、進捗管理に必要なデータの抽出方法等を記載し

た部のシステム管理担当者向け運用マニュアルを令和７年１２月に作成し、同月２５日の保全課課長代理

会において周知し、活用を図っている。【１－エ、２－エ】 
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番号 対象局（団体） 港湾局 措置区分 

37 事
項 

空港消防車の定期点検を確実に実施するよう組織的に取り組む

べきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

都は、空港法に基づき、都営空港を設置しており、各空港は、離島航空路線の拠点、防災・医療・消防等緊

急活動の拠点としての役割を果たしている。離島港湾部は、これらの都営空港について、管理運営等を担って

いる。 

道路運送車両法及び自動車点検基準は、自動車の所有者に対し、車両の用途や重量等に応じて、自動車検

査、定期点検及び日常点検を行うことを義務付けている。都営空港には、空港火災や事故等に備えるための空

港消防車を配備しており、総重量８トン以上は３か月ごとの定期点検が、総重量８トン未満は６か月ごとの

定期点検が、それぞれ求められている。 

各空港の令和６年度の空港消防車の定期点検等の実施状況について見たところ、新島空港では３か月ごと

の定期点検、神津島空港では６か月ごとの定期点検が一部実施されていないことが認められ、適正でない。な

お、神津島空港では、令和５年度にも、国土交通省東京航空局により行われた空港検査で同点検が未実施であ

ると指導されている。 

これは、部が、令和５年度の神津島空港での点検の未実施に対する指導の状況について、他都営空港に対し

て情報共有にとどまり、発生を未然に防ぐための活用を十分に行っていないことによるものである。 

部は、引き続き空港の安全管理に向けて組織的に取り組むとともに、各空港に対し、空港消防車の定期点検

が確実に実施されるよう指導されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

誤りの発生原因は、離島港湾部が、令和５年度の神津島空港での点検の未実施に対する空港検査における指

導の状況について、他都営空港に対して情報共有にとどまり、発生を未然に防ぐための活用を十分に行えて

いなかったためである。 

この原因を踏まえ、離島港湾部及び各空港において、以下のとおり再発防止策を講じた。 

部は、各空港に、毎年度「化学消防車法定点検 予定・実績表」（以下「表」という。）を作成するよう依

頼した。【２－ウ】 

また、部は、令和７年６月４日開催の第１回安全推進委員会において、表を展開するとともに、各空港に対

し、点検実施日の直前及び直後の安全管理委員会にて報告するよう注意喚起した。【２－ウ】 

さらに、部は、令和７年７月３１日開催の第２回安全推進委員会においては、消防車点検状況について議題

に挙げ、開催日時点までの進捗状況の確認を実施するとともに、点検に係るスケジュール管理について改め

て周知した。【２－ウ】 

局は、令和７年８月２１日実施の監査結果説明会において、各部・所の経理担当者に対し、当該指摘事例等

について周知した。【２－エ】 

各空港は、令和８年３月２日までに全ての空港消防車について、表に基づき適切な時期に点検を実施し、そ

の実績を表に記録した。【２－ウ】 

また、各空港は、点検実施日の直前、直後の安全管理委員会で点検予定と実績を報告し、点検を確実に実施

した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 交通局 措置区分 

38 事
項 

土地の管理を適正に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

 ◎      ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

小滝橋自動車営業所杉並支所及び早稲田自動車営業所青梅支所において土地の管理状況を確認したとこ

ろ、監査日現在、使用許可されていない掲示板や駐車場プレートの設置が認められた。 

所管する土地に使用許可していない設置物があるにもかかわらず、これを看過していたことは適正ではな

い。 

各所は、所管する土地の管理を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

青梅支所（早稲田自動車営業所）は、令和７年９月１８日に許可していない設置物を設置者に撤去させた。 

また、杉並支所（小滝橋自動車営業所）は、許可していない設置物について、令和７年９月２４日付けで設

置者に対し行政財産使用許可を行った。【１－イ】 

誤りの発生原因は、土地の管理についての周知と各担当者の認識が十分でなかったためである。 

そこで、自動車部は、令和７年６月１８日及び同年８月２０日に開催した所長会において、令和７年６

月１８日及び同年８月２０日付通知文により、各所属長に対し、土地の管理における行政財産使用許可手続

等の適正な事務処理について、注意喚起するとともに再発防止を徹底した。【２－エ】 
番号 対象局（団体） 交通局 措置区分 

39 事
項 

委託業務の資格要件の確認を適切に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎  ○  ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

自動車部は、ターミナル等における運行業務補助等委託を契約している。 

この契約では、バス車両の入換業務があるため、この業務を行う担当者の資格要件について、契約当初に免

許証の写しを提出させることで確認しているが、委託契約期間内に免許証の有効期限が到来する者が４１人

中１１人いたにもかかわらず、免許証の更新については確認していなかった。 

部は、委託業務の資格要件の確認を適切に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

自動車部は、令和７年度契約について、令和７年５月２７日に受託者と協議し、委託期間中に資格の有効期

限が到来する者について、更新後の免許証の写しの提出を求めることとし、令和７年１２月３１日までに免

許更新を迎えた４名の更新した免許証の写しを確認した。【１－エ】 

誤りの発生原因は、仕様書の記載内容が明確でなかったためである。 

そこで、自動車部は、令和７年６月１８日及び同年８月２０日に開催した所長会において、令和７年６

月１８日及び同年８月２０日付通知文により、該当所属に対し、適正な事務処理について、注意喚起及び再発

防止を徹底した。担当者に対しては、本局監査後に、適正な事務処理について、注意喚起するとともに再発防

止を徹底するよう指示した。【２－エ】 

また、令和８年度契約における仕様書に免許証更新の取扱いを記載し、令和８年４月１日付けで契約を締結

した。【２－イ】 
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番号 対象局（団体） 交通局 措置区分 

40 事
項 

仕様内容を適切に定めるとともに予定価格を適正に定めるべき

もの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ◎  ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

委託契約において、適正な履行を確保するためには、数量等の規模を予め仕様書に明示し、予定価格を適正

に定める必要がある。そこで、仕様書が適切に作成されているか確認したところ、次のとおり適切でない事例

が認められた。 

ア 電車部は、駅並びに庁舎の日常清掃について、委託契約を締結している。清掃業務においては、庁舎の各

階の面積だけではなく、清掃区分が異なる清掃場所ごとの面積、トイレの大小の便器の数等が、規模の把握

に必要な要素であるところ、本件の仕様書では、駅については異なる清掃区分ごとに規模が記載されている

が、庁舎については記載されておらず適切でない。 

 また、予定価格の決定に係る積算についても、算定の根拠となる積み上げがなく、適正であることが確認

できない。 

イ 新宿線電気管理所は、新宿線変電所清掃委託（前期）契約を締結し、庁舎内の床面清掃のほか草刈りを行

っている。草刈りに関する仕様内容及び工事写真について確認したところ、仕様書上、草刈りの対象面積と

されている部分の大半がアスファルト舗装されていることが認められた。仕様内容と実際の作業内容にか

い離が生じていることは適切でない。 

電車部は、仕様書に清掃区分ごとの数量等の規模を明示し予定価格を適正に定めて契約されたい。 

新宿線電気管理所は、清掃委託契約における仕様内容を適切に定められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

ア 電車部 

 誤りの発生原因はセキュリティ対策の観点から仕様書に建物の詳細を明示していなかったことである。 

 そこで、令和８年度の契約より、明示可能な数量等を精査した上で、庁舎について仕様書に清掃区分ごと

の数量等の規模を明示するとともに、規模に基づいた算定を行い予定価格を適正に積算し、令和８年４月１

日付けで契約を締結した。【２－イ】 

イ 車両電気部 

 誤りの発生原因は、仕様の記載内容が曖昧であったことである。 

 そこで、令和７年６月１８日に開催した車両電気部が統括する電力関係部所への連絡会（電力区長会）に

て本件の内容を説明するとともに、適切な作業内容を記載するよう周知を行った。【２－エ】 

 また、令和７年９月１７日に締結した新宿線変電所清掃委託（前期）契約においては、仕様内容と実際の

作業内容にかい離が生じないよう、仕様内容を改めた。【２－イ】 
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番号 対象局（団体） 交通局 措置区分 

41 事
項 

駅係員に対し返金の適切な手順を研修等により指導すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

       ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

門前仲町駅務管区において、５，０００円の不足金が発生している事例があったため、発生理由について聞

き取りを行ったところ、利用者がICカードへチャージを行った際に機器の警報が鳴動したが、窓口対応者は

チャージ状況を確認せず、利用者の主張のとおりに、機器に詰まった２，０００円のほかチャージできなかっ

たとする５，０００円も渡してしまったことが原因であると判明した。 

電車部は、①IC カードにチャージされているか確認すること、②利用者の連絡先等を確認し、連絡が取れ

るよう備えること、③金庫部の開錠や現金を取り扱う際は助役と対応することは、当然に順守すべき通常の

手順であるとしているが、このような事例が発生している中、各係員が現場で適切な対応をしていけるよう

研修等により指導していく必要がある。 

部は、駅係員に対し返金の適切な手順を研修等により指導されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

誤りの発生原因は、返金時に行うべき基本的な手順に従っていなかったことである。 

そのため、今回の指摘内容について、令和７年８月２５日付通知文により、部内へ周知し、現金管理等の徹

底について改めて注意喚起を行った。 

また、鉄道営業（新規採用）向けの研修（令和７年１２月３日）及び駅係員を対象とした業務説明会（令和８

年２月３日・４日）において、改めて現金返金時の取扱いについて周知徹底を図った。【２－エ】 

番号 対象局（団体） 下水道局 措置区分 

42 事
項 

（管きょ維持補修工事契約について） 

他企業が行う路面本復旧工事に伴う路面復旧負担金について他

企業への支払いを適切に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

施設管理部は、Aと「管きょ維持補修工事契約（複数単価契約）」を締結しており、この契約に基づき、各

下水道事務所から施工指示を受けた A は、所属する組合員の中から施工会社を選任し、施工会社が補修工事

を行っている。 

局が行う路面の掘削を伴う工事に近接し、周辺で他企業も路面の掘削を伴う工事をした場合に、局の工事箇

所の路面を含めて他企業がまとめて路面の本復旧工事を行うことがある。 

こうした場合、局は、他企業に対して負担金を支払うこととなるが、ガス供給管新設工事との競合に関して

のみ、局は、「競合工事に伴う道路復旧費の負担方法等に関する協定書」を締結し、局が直接、ガス会社等に

負担金を支払っている。 

ところで、西部第二下水道事務所と中部下水道事務所の工事において、競合する工事を行った他企業が、所

の工事箇所を含め、本復旧工事を行うこととなった。 

この場合、局は、ガス供給管新設工事との競合の場合と同様、他企業と協定等を締結し、この協定等に基づ

き、他企業が実施した本復旧に係る負担金を支払う方法を準用すべきであった。 

ところが、両所は、施工会社に他企業への負担金を支払わせることとし、Aに本復旧の施工指示を行い、他

企業が実施した工事について、施工会社が本復旧工事を実施したかのような書類を作成させ、施工会社が本

復旧工事を実施したものとして履行確認し、工事代金を支払っている。 

具体的には、負担金は他企業が局負担分として算出した金額であるところ、両所は、負担金相当額となるよ

う、工種単価と事実と異なる数量を組み合わせた工事内訳書を施工会社に作成させている。 

このように、本復旧を実施した他企業に負担金を支払うことを目的に、Aに対し事実と異なる数量に基づく

本復旧の施工指示を行うことは、適切でない。 

局は、他企業が本復旧工事を行った場合の負担金の他企業への支払について、協定等による支払を検討する

など適切なルール作りをし、他企業への負担金支払を適切に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

誤りの発生原因は、他企業が施工する路面復旧工事の負担金について、他企業との協定事務を省略するた

め、局から施工会社を経由し、間接的に支払を実施していたことによるものである。 

施設管理部は令和７年４月９日及び同年９月１８日、１９日に全下水道事務所に対して説明会を開催し、本

事案の指摘に至った事由や問題点とあわせて、管きょ維持補修工事において本復旧工事が他企業と競合する

場合、施工前に局が他企業と協定を締結して直接負担金を支払うことについて周知を行った。【２－エ】 

また、管きょ維持補修工事においてガス供給管新設工事以外の本復旧工事と競合した場合、各下水道事務所

において協定の締結や負担金の支払を行うことができるよう、施設管理部が事務フローを作成して令和７

年１０月２２日付通知文により全下水道事務所宛てに周知を行い、令和７年１０月２２日以降の施工指示案

件について各所において協定の締結等を行う体制を構築した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 教育庁 措置区分 

43 事
項 

契約方法を検討するとともに仕様内容を十分精査すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ◎   

監
査
結
果
の
要
約 

グローバル人材育成部は、契約を活用し、都立学校のうち GE-NET 20 及び英語教育研究推進校を対象とし

て、オンライン英会話を提供している。この契約について見たところ、以下の状況が認められた。 

ア 契約期間開始後、オンライン英会話の履行が開始する前の準備期間において、仕様に指定された実施回

数に満たない履行になることが見込まれる状況にあったが、契約の仕様では、オンライン英会話の実施回数

について、「平均２０回」「最大１０校」といったあいまいな言葉を用いることにより、明確に指示数量を

指定しておらず、履行前に把握した実施規模に沿って契約内容の変更を行おうとしても、変更契約金額が算

出できない状況にあった。 

イ 契約の仕様では、オンライン英会話に使用する専用タブレット端末を各校に配備し、端末が全損又は紛

失した場合には、台数の制限なく、無償で１台当たり最低１回の交換等の対応をすることを求めている一

方、各学校における利用実態として全損や紛失のリスクは少なく、実際に、令和５年度及び令和６年度に全

損・紛失事故は発生していない。こうした仕様の記載と利用実態とのかい離により、入札参加事業者にとっ

て入札額の算定がしづらい状況となっていた。 

総価契約の締結に当たっては、十分な調査を行うなどにより仕様を精査し、入札における公平な競争の確保

や契約変更への対応ができるよう、具体的に実施内容を指示して契約すべきところ、部がこれを十分に行っ

ていないことは適切でない。 

なお、契約期間終了時点においては、在宅オンライン英会話の受講者数が想定よりも少なかったことなどに

より、履行前の把握状況よりも更に実施規模が少ない状況にあった。 

部は、複数単価契約など、より実施規模に即した支出が可能な契約方法を検討するとともに、契約前に仕様

内容を十分精査されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

令和８年度のオンライン英会話事業に係る契約について検討した結果、契約方法は総価契約を維持し、仕様

書の記載について、以下のとおり見直しを行った。【２－イ】 

・各校でのレッスン実施回数について、目安の回数を記載するとともに、実施回数が担保されるよう、受託者

が事業開始時に予定回数を調査し、各校の予定回数の合計が目安の実施回数の合計に満たない場合は、再配

分を行うなど実施回数の管理を行うことを記載した。 

・通信環境の整備について、施設調査の結果を踏まえ、インターネット回線が配備できない学校については配

備しないことを明記するとともに、令和７年度の配備実績を記載した。 

・タブレットの全損及び紛失した場合の対応について、引き続き１台当たり最低１回の保障を求めるととも

に、事業者による入札額算定の参考となるよう、令和６年度の実績を記載した。 

令和８年度の事業実施に当たっては、各校の積極的なレッスン実施を促すとともに、仕様内容に沿い、適切

に契約を履行していく。 

- 43 -



 

 

番号 対象局（団体） 教育庁 措置区分 

44 事
項 

映像記録を消去したことを証する書面の提出を求めるよう契約

の仕様を改めるべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎  ○ ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

教育庁は、都立足立特別支援学校の児童・生徒の通学に必要なスクールバスの運行を目的とする契約につい

て、都立特別支援学校におけるスクールバスを所管している都立学校教育部が仕様を作成し、東部学校経営

支援センターが契約締結事務を行っている。 

本契約におけるスクールバス車両の仕様を確認したところ、児童・生徒等の乗車中の車内の映像を記録する

ため、車内全体が写るようにドライブレコーダー１台を設置することとし、映像記録は記録日から５運行日

までの間、受託者が保管して、保管期間終了後は速やかに映像記録を消去することとしている。 

ところで、都は、個人情報の取扱いの委託を行う場合の措置等を定め、都以外の者に個人情報の取扱いを行

わせる際に契約の仕様書等に盛り込むべき事項として、受託者が個人情報を消去したときは、完全に廃棄又

は消去した旨の証明書を都に提出しなければならないことが示されている。また、東京都教育委員会個人情

報取扱事務要綱によれば、個人情報を取り扱う事務を委託するときは、契約書等に当該委託の趣旨、目的に応

じて、個人情報の廃棄、消去等の完了報告義務を記載するものとしている。 

そこで、映像記録を消去した旨の証明書等の提出について契約の仕様書等を確認したところ、提出が義務付

けられておらず、実際にも、部は受託者に提出を求めていないとしている。 

児童・生徒等の乗車中の映像記録を消去したことを証する書面を求めていないことは、適正でない。 

部は、映像記録を消去したことを証する書面の提出を求めるよう、契約の仕様を改めるとともに、本契約に

おいても同様の取扱いを行うようセンターと調整されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

都立学校教育部は、当該契約について、令和７年８月１日付通知文により、東部学校経営支援センターへ事

業者に対して協議を行う旨の通知を行った。東部学校経営支援センターは本通知に基づき、契約書約款２３

条に基づく協議により、委託完了書類の内容を一部修正し、個人情報の削除に関する記載を追加した様式を

今後使用することを事業者に令和７年８月６日に通知した。【１－エ】 

都立学校教育部は、令和８年度以降契約を行う際には、仕様書に「個人情報の保護に関する特記事項」を添

付して個人情報の保護の取扱いを明示することとした。これに従い、各学校経営支援センターは令和８年度

の契約手続を行った。【２－イ】 

また、修正した委託完了書類を用いることについて「令和８年度スクールバス運行事務取扱要領」に定め、

令和８年２月２５日付通知文により各学校に周知した。【２－ウ、２－エ】 

- 44 -



 

 

番号 対象局（団体） 教育庁 措置区分 

45 事
項 

自動販売機事業者の公募に係る手続を適切に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ○    ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

各都立学校においては、生徒及び教職員の福利厚生の一環として、事業者を公募した上で、教育財産の使用

許可により校内に飲料等の自動販売機を設置している。 

町田工科高等学校において、公募手続について見たところ、公募の際に各事業者に送付した「仕様書」とい

う文書において、自動販売機横だけでなく各教室に飲料空き容器の回収箱を設置した上で、当該自動販売機

で購入された飲料の空き容器だけでなく、当該自動販売機以外の飲料空き容器（以下「その他の空き容器」と

いう。）をも回収するよう求めていることが認められた。 

自動販売機で販売された飲料の空き容器であれば、自動販売機事業者の事業活動に伴って排出された廃棄

物であるため、自動販売機事業者が処理責任を負う。これに対して、学校内で排出されたその他の空き容器

は、学校の事業活動に伴うものであり、学校が処理責任を負うことになる。 

教室に回収箱を設置すれば、自動販売機横に設置した場合よりもその他の空き容器が投入される可能性が

高まると考えられる。学校が、教室への回収箱の設置や、その内容物の集積所からの回収を自動販売機事業者

に求めることは、自動販売機業者に責任のない過度な負担を課するものであり、適切でない。 

学校は、各教室の飲料空き容器回収箱を撤去させた上で、自動販売機事業者の公募に係る手続を適切に行わ

れたい。 

都立学校教育部は、本件許可よりも後に、各学校に対して「都立学校における自動販売機の設置希望に関す

る使用者の選定について（依頼）」（令和６年８月９日付６教学高第１１４８号）を送付し、自動販売機事業

者の責務において回収すべき空き容器は自動販売機で販売されたものであることなどを周知しているところ

であるが、事業者の公募等に係る手続が適正に行われるよう、より一層各学校を指導されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

町田工科高校は、令和８年４月以降の期間の使用許可に係る公募手続の際に、今回指摘の対象となった文言

を削除した上で仕様書の記載を改め、これを用いて、令和８年３月４日付けで使用許可を行った。また、各教

室の飲料空き容器回収箱を撤去した。【１－エ】 

都立学校教育部においては、令和６年８月９日付けで各都立学校宛てに「都立学校における自動販売機の設

置希望に関する使用者の選定について（依頼）」を発出し、自動販売機事業者の責務において回収すべき空き

容器は自動販売機で販売されたものであることなどを周知している。しかし、通知発出よりも前に使用許可

を行っていた案件について、本通知記載内容に基づく対応が徹底されていなかったことが、今回の指摘につ

ながった原因と考えられる。このため、令和７年９月４日開催の校長連絡会及び同月１６日開催の経営企画

課（室）長連絡会において、上記通知の趣旨を改めて周知徹底した。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 都市整備局 措置区分 

46 事
項 

（首都直下地震に備えた都市の事前復興の取組について） 

※都市の事前復興に係る効率的・効果的な普及啓発について 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎     

監
査
結
果
の
要
約 

市街地整備部は、「都市の事前復興シンポジウム」を毎年度開催している。令和６年度は、オンライン参加

を取りやめて会場参加のみとしたところ、会場参加者は増加したものの、オンライン参加者を含めた合計参

加者数では、近年の実績を下回っている。 

このため、デジタルツールの活用や運営方法の工夫などにより会場との一体感を醸成するなど、参加形態の

多様化について再検討することで、更なる参加者の拡大や訴求効果の向上が期待できる。 

また、会場参加者に対するアンケートの回収率は３割程度であり、設問も運営全般に関する意見を記載する

欄が設けられていないことから、アンケートの設問や回収方法を見直すことにより、次回以降の開催におい

て、より多くの都民の意見を踏まえた催事内容の検討が可能となる。 

さらに、部は、総務局や局の政策連携団体が主催・共催している都市復興関連シンポジウムについて、相互

に連携した広報を行っていない状況であるが、相互の普及啓発の取組を案内・広報することにより、今後の参

加者の拡大や波及効果の向上が見込まれる。 

こうしたことから、部には、都市の事前復興について、より効率的・効果的な普及啓発の取組を検討するこ

とが望まれる。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

市街地整備部は、令和８年１月１４日に「都市の事前復興シンポジウム」を会場参加の他、オンライン参加

でも実施し、参加形態を多様化して開催している。【１－エ】 

参加者から、より多くの意見を募るため、アンケートには参加者の意見を反映できるように複数の自由記述

の欄を設けるとともに、様々な媒体を通じてアンケートへの協力依頼を伝えた結果、回収率は令和６年度が３

割程度であったものの、令和７年度は６割程度に向上している。【１－エ】 

都市復興関連シンポジウムの案内・広報については、部は総務局や局の政策連携団体が主催等している都市

復興関連シンポジウムと相互に連携した広報を行っている。具体的には、令和７年８月１日に開催された総

務局共催のシンポジウムについて、同年６月に局のホームページに掲載している。また、同年７月には、局の

シンポジウムの開催予定及び過年度実施の資料を、総務局を通じて区市町村に案内している。 

さらに、令和８年１月１４日に開催した局のシンポジウムについて、令和７年１２月に総務局や政策連携団

体のホームページにも掲載し、政策連携団体の都市復興関連シンポジウムの案内チラシにも案内が掲載され

たとともに、局のシンポジウムの会場内では、政策連携団体の都市復興関連シンポジウムについてのポスタ

ーを掲示している。加えて、局の他、総務局や政策連携団体経由でも区市町村に局のシンポジウムの開催を案

内している。【１－エ】 
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番号 対象局（団体） 中央卸売市場 措置区分 

47 事
項 

※未利用施設の公募について 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

 ○   ◎    

監
査
結
果
の
要
約 

中央卸売市場では、東京都中央卸売市場条例に基づき、市場施設を市場関係業者等に使用許可し、施設使用

料を徴収している。 

大田市場では、前使用者から返還された後、監査日現在、使用許可を行っていない施設があり、その中に

は、公募に向けた対応が可能な未利用施設もあった。 

場は、過去に水産棟仲卸業者売場や関連事業者営業所について場内外の事業者に対して公募を実施し、一部

の施設で使用者が決まっていることから、当該未利用施設についても場内外の事業者に対して公募を行うこ

とで新たな使用者を選定できる可能性がある。 

場は、公募可能な施設について定期的に公募を行うなど、未利用施設の利活用を積極的に推進し、使用料収

入の確保を図る必要がある。 

場は、公募可能な未利用施設について、速やかに公募を行うことが望まれる。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

市場施設の管理及び使用許可の総合調整等を所管する管理部は、令和７年４月１日付けで、空き施設が生じ

た場合、市場業者、公募の順で施設使用者を選定するよう運用方法を明確化した要領を定めるとともに、通知

文により全場に周知を行った。【２－ア】 

この要領に沿って大田市場は、場内未利用施設のうち関連事業者営業所について、令和７年６月３０日付け

で場内募集、同年１０月３１日付けで場内外への公募を実施し、２店舗の使用許可を行ったほか、さらに２店

舗の使用許可に向けて手続を進めている。 

水産仲卸売場については、令和７年１２月２０日付けで場内募集を実施した結果、令和８年１月末時点で応

募があった７か所について使用許可手続を進めるとともに、残る空き施設についても令和８年度上半期の公

募実施に向けた調整に着手したところであり、関連事業者営業所と同様に要領に沿った取組を進めていく。

【１－イ】 
番号 対象局（団体） 教育庁 措置区分 

48 事
項 

※委託成果物の自由な使用が確保できる契約方法について 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎    ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

都立学校教育部は、都立農業高等学校仮設校舎建設に伴い、文化財保護法に基づいて国府関連遺跡に関する

発掘調査を行い、報告書を令和８年度に刊行するまでの３年度にわたる発掘調査計画の初年度（令和６年度）

として、公益財団法人東京都教育支援機構を特命事業者として埋蔵文化財発掘調査を委託している。 

ところで、東京都著作権取扱要綱では、都以外の者が都との契約に基づいて作成する著作物について、都に

著作権が移転する旨を約した場合に限り、都が著作権を取得するものと定められている。 

そこで、この契約書について見たところ、本調査で得られた成果について、図面、写真等を添付の上、業務

報告書として提出することを求めているが、こうした成果物に係る著作権を都に移転することの定めがなか

った。このため、都は、これらの成果物を今後、使用、改変等をする場合、著作権に係る制約を受け、自由に

利用することができなくなる可能性がある。 

このことについて部は、本委託に係る業務報告書は、本調査の結果に関する報告書ではなく、調査に係る準

備や遺物等の水洗いなどを行う一次整理の業務について、委託者である都に報告するものであり、著作物と

しての創作性は認められず、著作権の発生する著作物には当たらないとしている。 

しかしながら、本委託は数年に及ぶ調査の一部を成し、最終的な調査結果の報告書を刊行する予定であるこ

とを踏まえると、上記のような利用に係る制約を回避するためには、著作物として著作権の帰属が争いにな

る場合にも備え、委託契約により作成された成果物を都が自由に使用できる状況を確保することが必要であ

る。 

部は、委託の内容に応じて、成果物を自由に使用できる契約方法を検討することが望まれる。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

都立学校教育部は、令和７年９月１９日、部において埋蔵文化財発掘調査委託を担当する職員に対して、本

意見・要望の内容を共有し、本委託において成果物として提出される業務報告書に係る権利が都に移転する

旨を本委託契約の仕様書に記載するよう周知した。【２－エ】 

また、埋蔵文化財発掘調査委託に係る業務報告書の取扱いについて検討し、令和８年度から、当該報告書に

係る権利が都に移転することを本委託契約の仕様書に明記することとし、令和８年４月１日付けで契約を締

結した。【１－エ】 
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〔令和６年度各会計歳入歳出決算審査〕 
番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

49 事
項 

調定額及び収入未済額が過大計上となっているもの（ア） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

  ◎    ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

（款）分担金及負担金（項）負担金（目）福祉費負担金において、調定額及び収入未済額が各２４万２，４００

円過大に計上されている。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

子供・子育て支援部は、過大となっていた調定額及び収入未済額について、令和７年６月２４日に財務会計

システムにより、調定額更正を行った。【１－ウ】 

本件は、不納欠損登録における事務処理の一部が業務引継書から漏れていたことが原因である。 

そのため、今回のような処理漏れが発生しないように、業務引継書の作成を工夫し、①注意点として強調し

て記載する、②過年度に事務処理したフォルダの格納場所を明示する、③会計管理局が作成したマニュアル

「出納整理期間中の不納欠損登録について」の該当部分を添付して図解することとした。 

また、調定額更正確認書を担当者と課長代理で複数チェックを行い、処理漏れを防止する。【２－ウ】 

さらに、収入未済（繰越分）の調定額の更正に関する正しい手続を周知するとともに、部内の不納欠損の案

件を取りまとめる際には、各課から集約した不納欠損登録書と調定額更正確認書を突合し、処理に漏れがな

いかを確認する。出納整理期間においては、収入未済の消込表を部単位で作成し、進行管理を徹底する。 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２５日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、債権管理の適正な運営を図るため、債権管理事務を担当する職員を対象に、令和７年９月１１日から

動画配信による悉皆研修として債権管理実務研修を実施した。 

令和７年１０月９日開催の会計事務に携わる局内職員向けの会計実務研修において、適切な処理方法及び

再発防止に向けた助言等を実施したほか、局内全職員を悉皆とし、誤りの多い会計事務等について e ラーニ

ングを実施した（令和８年１月から同年３月の期間で実施）。 

さらに、令和７年１１月２６日付通知文により、決算見込みの局への提出の都度、収入未済額についても各

部で取りまとめの上報告させるとともに、収入未済額の内容、金額及び収入予定日等について把握し、適正に

管理するよう各部に周知した。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

50 事
項 

調定額及び収入未済額が過大計上となっているもの（イ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

  ◎     ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

（款）使用料及手数料（項）使用料（目）福祉使用料において、調定額及び収入未済額が各１万４，６６０

円過大に計上されている。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

障害者施策推進部は、令和７年７月２９日付けで財務会計システムにおいて調定額更正を行った。【１－

ウ】 

本件は会計処理についての認識不足が原因である。 

そのため、部は、令和７年９月８日の部課長会にて、監査結果及び指摘を踏まえた今後の留意点について説

明し、各課担当まで周知の上、会計処理に係る事務の適正化を図るよう注意喚起を行った。【２－エ】 

部施設サービス支援課は、令和７年８月１４日付通知文により、各施設宛てに、再周知を行った。【２－エ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２５日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、債権管理の適正な運営を図るため、債権管理事務を担当する職員を対象に、令和７年９月１１日から

動画配信による悉皆研修として債権管理実務研修を実施した。 

令和７年１０月９日開催の会計事務に携わる局内職員向けの会計実務研修において、適切な処理方法及び

再発防止に向けた助言等を実施したほか、局内全職員を悉皆とし、誤りの多い会計事務等について e ラーニ

ングを実施した（令和８年１月から同年３月の期間で実施）。 

さらに、令和７年１１月２６日付通知文により、決算見込みの局への提出の都度、収入未済額についても各

部で取りまとめの上報告させるとともに、収入未済額の内容、金額及び収入予定日等について把握し、適正に

管理するよう各部に周知した。【２－エ】 
番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

51 事
項 

収入未済額及び還付未済額が過大計上となっているもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

  ◎    ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

（款）使用料及手数料（項）手数料（目）福祉手数料において、収入未済額及び還付未済額が各２，３００

円過大に計上されている。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

高齢者施策推進部は、過大に計上されていた収入未済額及び還付未済額各２，３００円について、令和７

年９月２５日に、財務会計システムにより更正処理を行った。【１－ウ】 

本件は、事前調定で調定登録した手数料について、特例調定で調定登録したものと処理方法の認識を誤り、

特例調定として過誤納登録を行い対象者へ還付を行ったことが原因である。 

そのため、部は、各担当者に対し、令和７年９月３０日付通知文により、財務会計システムによる調定登録

の状況確認の方法等を改めて周知した。 

また、担当者において事前調定及び特例調定のいずれに該当するかを必ず確認することや、決算見込み作成

の際に部決算担当者及び各課担当者において定期的に調定額の収入状況の複数チェックを行い、誤登録等が

あれば速やかに更正することを徹底することとした。【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２５日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、債権管理の適正な運営を図るため、債権管理事務を担当する職員を対象に、令和７年９月１１日から

動画配信による悉皆研修として債権管理実務研修を実施した。 

令和７年１０月９日開催の会計事務に携わる局内職員向けの会計実務研修において、適切な処理方法及び

再発防止に向けた助言等を実施したほか、局内全職員を悉皆とし、誤りの多い会計事務等について e ラーニ

ングを実施した（令和８年１月から同年３月の期間で実施）。 

さらに、令和７年１１月２６日付通知文により、決算見込みの局への提出の都度、収入未済額についても各

部で取りまとめの上報告させるとともに、収入未済額の内容、金額及び収入予定日等について把握し、適正に

管理するよう各部に周知した。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

52 事
項 

調定額及び収入未済額が過大計上となっているもの（ウ） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

  ◎    ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

（款）諸収入（項）雑入（目）雑入において、調定額及び収入未済額が各１，４８０万５，５５２円過大に

計上されている。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

高齢者施策推進部は、過大に計上されていた調定額及び収入未済額１，４８０万５，５５２円について、令

和７年６月１８日に、財務会計システムにより更正処理を行った。【１－ウ】 

本件は、財務会計システムにおいて調定額を登録する際、同一案件を誤って重複登録したことが原因であ

る。 

そのため、部は、各担当者に対し、令和７年９月３０日付通知文により、財務会計システムによる調定登録

の状況確認の方法等を改めて周知した。 

また、担当者において入力内容の送信直後に重複送信がないか送信履歴を確認することや、決算見込み作成

の際に部決算担当者及び各課担当者において定期的に調定額の収入状況の複数チェックを行い、誤登録等が

あれば速やかに更正することを徹底することとした。【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２５日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、債権管理の適正な運営を図るため、債権管理事務を担当する職員を対象に、令和７年９月１１日から

動画配信による悉皆研修として債権管理実務研修を実施した。 

令和７年１０月９日開催の会計事務に携わる局内職員向けの会計実務研修において、適切な処理方法及び

再発防止に向けた助言等を実施したほか、局内全職員を悉皆とし、誤りの多い会計事務等について e ラーニ

ングを実施した（令和８年１月から同年３月の期間で実施）。 

さらに、令和７年１１月２６日付通知文により、決算見込みの局への提出の都度、収入未済額についても各

部で取りまとめの上報告させるとともに、収入未済額の内容、金額及び収入予定日等について把握し、適正に

管理するよう各部に周知した。【２－エ】 
番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

53 事
項 

建物が過大登載となっているもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

 ◎     ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

建物７３３．２５㎡（老人医療センター老年学情報センター）が過大に登載されている。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

高齢者施策推進部は、過大に登載されていた建物７３３．２５㎡について、令和７年７月３０日に財産情報

システムにより更正処理を行った。【１－イ】 

本件は、財産情報システムにおいて財産の異動の登録が必要であることは認識していたものの、年度内の財

産の異動は局内締切日までに登録が必要であるという認識が不足していたことが原因である。 

そのため、部は、令和７年９月３０日付通知文により、財産の異動があった場合は速やかに財産情報システ

ムに登録すること、年度内の財産の異動は局内締切日までに登録が必要であることを改めて周知した。 

また、部内の案件把握と登録漏れ防止のため、財産の異動が生じる場合は担当者から部会計担当者及び部財

産管理担当者へ事前の連絡と事後の報告を行い、各担当者は財産情報システム上で登録状況を複数チェック

することとした。【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２５日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、新たな取組として、令和７年度上半期公有財産台帳の整備に当たり、財産情報システム異動登録確認

票の提出を各部に対して求めることとし、各部で財産の異動に関する点検作業を徹底した上で、局の財産管

理担当が確認・取りまとめを行う体制とした。 

なお、令和７年度上半期分の財産情報システム異動登録確認票の提出については、令和７年９月２２日付け

で依頼した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

54 事
項 

建物が登載漏れとなっているもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

 ◎     ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

建物３３４．７５㎡（多摩児童相談所）が登載漏れとなっている。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

子供・子育て支援部は、建物３３４．７５㎡について、令和７年８月２１日に公有財産台帳に登載を行っ

た。【１－イ】 

本件は、建物の完成までの期間が長期であったことから、しゅん工時に公有財産台帳に登録が必要なことが

引継ぎ等で共有されていなかったことが原因である。 

今後は、しゅん工後速やかにしゅん工図等工事原議の確認を行い、公有財産台帳への登録を行う。また、年

度末には当該年度にしゅん工した工事が公有財産台帳に登録されているかを確認するようマニュアル等に記

載した。【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２５日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、局は、新たな取組として、令和７年度上半期公有財産台帳の整備に当たり、財産情報システム異動登

録確認票の提出を各部に対して求めることとし、各部で財産の異動に関する点検作業を徹底した上で、局の

財産管理担当が確認・取りまとめを行う体制とした。 

なお、令和７年度上半期分の財産情報システム異動登録確認票の提出については、令和７年９月２２日付け

で依頼した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

55 事
項 

物品が過大登載となっているもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

 ◎     ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

物品２２点（レーザー治療器ほか２１点）が過大に登載されている。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

障害者施策推進部は、東部療育センタ―及びよつぎ療育園所在分については、令和７年７月２３日に、千葉

福祉園及び七生福祉園所在分については、令和７年６月２４日に、過大に登載されていた物品を物品管理シ

ステムから削除した。 

心身障害者福祉センターは、令和７年７月３０日に過大に登載されていた物品を物品管理システムから削

除した。【１－イ】 

本件は、物品管理についての知識不足が原因である。 

そのため、部は、令和７年９月８日の部課長会にて、監査結果及び指摘を踏まえた今後の留意点について説

明し、各課担当まで周知の上、物品管理事務の適正化を図るよう注意喚起を行った。【２－エ】 

部施設サービス支援課は、物品管理事務に係る引継ぎを徹底するとともに、単品管理とすべき物品を誤って

一式管理として登録していたことを踏まえ、適宜一式管理ガイドを参照し、適切な管理方法を確認する。 

センターは、廃棄年月日不明の物品があったことを踏まえ、物品管理システムへの廃棄登録時には詳細画面

のハードコピー等、廃棄年月日の確認できる資料を添付する。【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２５日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、新たな取組として、備品登録等に係る自己点検表の提出を年２回（９月末時点及び３月末時点）各所

属に対して求めることとし、各所属で備品等の登録及び適切な管理を徹底した上で、局の用度担当が確認・取

りまとめを行う体制とした。令和８年３月末時点の自己点検表の提出については、同年２月６日付けで依頼

した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

56 事
項 

物品が登載漏れとなっているもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

 ◎     ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

物品５点（集中ブースほか４点）が登載漏れとなっている。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

高齢者施策推進部は、登録漏れとなっていた物品５点について、令和７年８月６日に財産情報システムによ

り登録処理を行った。【１－イ】 

本件は、令和６年度に取得した重要物品５点について、財産情報システムにおいて登録が必要であることは

認識していたものの、処理が漏れていたことが原因である。 

そのため、部は、令和７年９月３０日付通知文により、財産情報システムに登録が必要な物品の要件や、取

得した場合は速やかに登録すること、年度内の財産の異動は局内締切日までに登録が必要であることを改め

て周知した。 

また、物品を取得した時点に加え、局内締切日までに改めて登録漏れがないか部内で複数チェックを行うよ

う徹底することとした。【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２５日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、新たな取組として、備品登録等に係る自己点検表の提出を年２回（９月末時点及び３月末時点）各所

属に対して求めることとし、各所属で備品等の登録及び適切な管理を徹底した上で、局の用度担当が確認・取

りまとめを行う体制とした。令和８年３月末時点の自己点検表の提出については、同年２月６日付けで依頼

した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

57 事
項 

債権が過大計上となっているもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

  ◎    ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

債権２，２００円（女性福祉資金貸付金）が過大に計上されている。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

子供・子育て支援部は、令和７年１０月３１日に債権増減異動通知書を会計管理者へ提出し、修正手続を行

った。【１－ウ】 

本件は、業務マニュアルに詳細な作成手順などが記載されていなかったこと、提出前の確認が不十分であっ

たことが原因である。 

そこで、部は、債権増減異動通知書の詳細な作成手順、留意点、上半期分と下半期分の作成方法の相違点を

業務マニュアルに記載した。また、債権増減異動通知書作成時に、新たに作成したチェックリストに基づき、

基礎資料の各シートと照合し、複数チェックを行うこととした。【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２５日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、債権管理の適正な運営を図るため、債権管理事務を担当する職員を対象に、令和７年９月１１日から

動画配信による悉皆研修として債権管理実務研修を実施した。 

さらに、令和７年度上半期債権増減異動通知書の作成依頼に当たって、財務会計システムとの照合作業の徹

底、記載漏れや誤りの防止について令和７年１０月２日付けで注意喚起を実施した。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 福祉局 措置区分 

58 事
項 

債権が計上漏れとなっているもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

  ◎    ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

債権１７億９，９７６万７，８５３円（母子及び父子福祉資金貸付金）が計上漏れとなっている。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

子供・子育て支援部は、令和７年１０月３１日に債権増減異動通知書を会計管理者へ提出し、修正手続を行

った。【１－ウ】 

本件は、業務マニュアルに詳細な作成手順などが記載されていなかったこと、提出前の確認が不十分であっ

たことが原因である。 

そこで、部は、債権増減異動通知書の詳細な作成手順、留意点、上半期分と下半期分の作成方法の相違点を

業務マニュアルに記載した。また、債権増減異動通知書作成時に、新たに作成したチェックリストに基づき、

基礎資料の各シートと照合し、複数チェックを行うこととした。【２－ウ】 

局は、指摘事項を踏まえ、契約手続、資金前渡、債権管理、物品管理等の基本的な事務手続に関する参照す

べきマニュアルや研修資料を、Teamsを活用して整理した。加えて、令和７年９月２５日付通知文により監査

指摘事項に関して局内に周知する際に、上記取組も併せて周知することで再発防止を図った。【２－エ】 

また、債権管理の適正な運営を図るため、債権管理事務を担当する職員を対象に、令和７年９月１１日から

動画配信による悉皆研修として債権管理実務研修を実施した。 

さらに、令和７年度上半期債権増減異動通知書の作成依頼に当たって、財務会計システムとの照合作業の徹

底、記載漏れや誤りの防止について令和７年１０月２日付けで注意喚起を実施した。【２－エ】 
番号 対象局（団体） 建設局 措置区分 

59 事
項 

土地が登載漏れとなっているもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

  ◎    ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

土地２９㎡が登載漏れとなっている。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、財産情報システムを初めて操作した職員が、土地のインフラ資産の登録手順を誤ったことが原因で

ある。 

総務部は、登載漏れとなっていた土地について、登載漏れとなった原因等の確認を行うとともに、財務局に

報告を行い、是正処理方法について確認を依頼した。令和７年９月に財務局から今回の登載漏れについての

処理方法が示されたため、速やかに所管事務所に是正処理を指示した。 

西多摩建設事務所は、部からの指示に基づき、令和７年１０月１７日に財産情報システムにて是正処理を行

った。【１－ウ】 

また、令和７年８月に開催された財務局主催の財産情報システムに関する説明会には部の財産管理担当職

員と、所関係職員が全員参加し、部においては、そのときの財務局からの依頼に基づき、上半期・下半期の各

期に財産情報システムより出力される「公有財産局別現在額」の数値と「期末財産一覧」の合計値の突合作業

を行うことを担当内で確認した。【２－エ】 

さらに、財産情報システムに係る操作方法について、部では平成２２年３月に「建設局版マニュアル」を作

成し、局内に周知していたが、今回の事案を受けて、令和８年２月に、登載漏れの原因となった土地のインフ

ラ資産登録に関する正規の手順をわかりやすく記載したマニュアルに改め、手順に則った適正な処理・登録

を徹底するよう、改めて局内に注意喚起を行った。【２－ウ】 
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〔令和７年工事監査〕 
番号 対象局（団体） 都市整備局 措置区分 

60 事
項 

任意仮設の土留工法の選定を適正に行い設計すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ○ ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、電線共同溝設置工事を行っており、本工事では、任意仮設の土留めについて、

掘削断面が自立することを前提とした軽量鋼矢板建込工法で設計している。 

東京都電線共同溝整備マニュアルでは、掘削箇所において、地下水位が高く、軟弱地盤の場合は、隣接する

矢板がかみ合い、安全性の高い軽量鋼矢板打込み工法を選定する必要があるとしている。また、局積算基準で

は、標準的な土留工法を定めており、建込工法は、普通地盤又は硬質地盤の場合に適用可能とし、軟弱地盤で

は適用不可としている。 

本工事の土質調査資料を見ると、掘削箇所は、地下水位が高く軟弱地盤であり、土留めは任意仮設である

が、掘削時の安全性を確保するため、土質条件等を反映した土留工法で設計する必要があり、安全性の低い建

込工法を適用していたのは適正ではない。 

局は、任意仮設の土留工法の選定を適正に行い設計されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、設計担当部署である第一市街地整備事務所が、任意仮設の土留工法の選定において、現地調査が不

十分であったこと及び積算基準の軽量鋼矢板建込工法の適用要件を十分に理解していなかったことが原因で

ある。 

所は、令和７年９月３０日の課長会で監査結果の報告を行い、仮設工の設計に際しては、現地調査を十分に

実施した積算基準に基づく適切な設計について、また、同所工事所管課では、その翌日の課長代理会で、設計

や照査を担当する職員に対し再発防止の取組について周知した。【２－エ】 

局は、令和７年１０月２３日に工事関連課長連絡調整会議を開催し、指摘内容及び再発防止の取組について

局内工事関連部署に周知した。【２－エ】 

局は、令和７年１１月１３日に所の技術職で経験の浅い職員及び転入職員に対して、技術力の維持・向上を

目的とした基準要領等の改定説明会を開催し、指摘内容及び再発防止の取組について周知した。【２－エ】 

局は、新設や改定があった基準等の確認が容易に行えるよう、技術情報ポータルサイトを改善し、令和７

年１１月１４日に運用を開始し、局内の情報共有機能を強化した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 都市整備局 措置区分 

61 事
項 

道路舗装設計時の材料選定を適切に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、道路拡幅に伴う街築工、舗装工、電線共同溝設置工等を実施している。 

ゼロエミッション東京戦略Ｕｐｄａｔｅ＆Ｒｅｐｏｒｔでは、カーボンハーフの取組として、道路舗装工事

での、低炭素アスファルト混合物の活用を促進している。 

局は、舗装工事で新材のアスファルト混合物を使用する場合は、令和５年７月から低炭素アスファルトを使

用することとし、令和６年１月からは、再生材のアスファルト混合物についても低炭素アスファルトを使用

することとしている。 

本工事の設計図書を見ると、再生材を使用する車道舗装について、低炭素アスファルトを用いた設計をして

いなかった。 

局は、道路舗装設計時の材料選定を適切に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、設計担当部署である第二市街地整備事務所が、令和６年１月から舗装材料選定の制度変更に伴う低

炭素アスファルト混合物関連の通知を見落としていたことが原因である。 

同所工事課は、令和７年７月１０日付通知文により舗装材料選定の関連通知を所内に再周知し、再発防止を

注意喚起した。 

所は、令和７年８月４日に再発防止のため指摘内容の要因と対策を検討する検討会を開催し、既設の工事変

更検討委員会に加え、新たに工事起工時に設計図書を確認する設計図書検討会を設置することとし、同月１２

日に同検討会を設置し、設計図書の照査体制を強化した。【２－ウ】 

局は、令和７年１０月２３日に工事関連課長連絡調整会議を開催し、指摘内容及び再発防止の取組について

局内工事関連部署に周知した。【２－エ】 

局は、令和７年１０月２４日に所の技術職で経験の浅い職員及び転入職員に対して、技術力の維持・向上を

目的とした基準要領等の改定説明会を開催し、指摘内容及び再発防止の取組について周知した。【２－エ】 

局は、最新の通達や通知等の確認が容易に行えるよう、技術情報ポータルサイトを改善し、令和７年１１

月１４日に運用を開始し、局内の情報共有機能を強化した。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 環境局 措置区分 

62 事
項 

木造建築物における施工条件を設計図書に適切に明示すべきも

の 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

環境局は、工事請負契約により、野営場の管理・休憩舎を木造軸組工法（大壁）にて建築している。 

当該建築物の建築場所は、都市計画区域外のため、建築基準法の審査対象とはならないが、同法に基づき、

面材や筋交いを用いた耐力壁を適切に配置し、柱は土台と金物を用いて接合するなど、安全な構造を確保し

なければならない。 

そこで、本契約の設計図書を見たところ、事前に構造計算書で確認していた耐力壁の位置や寸法の記載はあ

るものの、耐力壁の材質、厚さ、固定方法や柱の接合部等の具体的な仕様が明示されていなかった。その結

果、本来、建築物に求められるべき構造上の安全性能の確保にかかわる施工条件が、受注者の判断に委ねられ

た中で、工事が実施されたことは、適切でない。 

局は、木造建築物における施工条件を設計図書に適切に明示されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、設計部署である多摩環境事務所において、木造建築物の設計に関する知識や経験の不足により、設

計図書の構造上の安全性を確保する施工条件の記載不足を見落としたことが原因である。 

そのため、所では、既存のチェックリストに加え、経験の浅い職員や専門外の職員でも、設計図書に施工条

件が明記されているか等の確認すべき要点をまとめたチェックリストを新たに作成した。【２－ウ】 

そして、所では、令和７年１２月２日に工事主管課内で会議を開催し、今後は設計図書に構造上の安全性を

担保する施工条件を明記することを徹底し、これ以降に行う実施設計や工事起工時には、必ず今回作成した

チェックリストも使用して複数チェックを行うよう周知した。【２－エ】 

局は、令和７年１２月２３日付通知文により、当該指摘事例の内容及び注意喚起について、局内へ周知し

た。【２－エ】 
番号 対象局（団体） 環境局 措置区分 

63 事
項 

建築物の外装工事における足場の安全管理について受注者を適

切に指導・監督すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

       ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

環境局は、工事請負契約により、自然公園において、便所の改築工事を行っている。 

本工事においては、地面から２ｍ以上の高所作業用に足場を設置していたが、外装工事の作業時に手すり等

の一部を外しており、その安全管理について、次の適正でない点が認められた。 

（１）労働安全衛生規則では、地面から２ｍ以上の高所作業用の足場の一部解体又は変更した場合には、受注

者及び下請事業者それぞれが点検者を指名して、足場用墜落防止設備について点検させ、その結果及び点

検者の氏名等を記録・保存することとされているが、下請事業者がそれらを実施していなかった。 

（２）東京都建築工事標準仕様書では、施工上やむを得ない場合において、高所作業用足場の手すり、幅木等

の設備を取り外す際は、最低限の範囲とするとともに、墜落制止用器具を使用するなど墜落防止の措置を

講ずることとされているが、手すり等が複数区画にわたって連続して外され、幅木もすべて外されていた。 

局は、建築物の外装工事における足場の安全管理について受注者を適切に指導・監督されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、受注者が、労働安全衛生規則に基づく足場用墜落防止設備の点検記録の取扱いや、仕様書に基づく

高所作業用足場の適切な利用を十分認識しないまま工事を実施したことや、工事の安全管理に関する指導・

監督部署である多摩環境事務所が、施工計画書及び現場確認において、工事受注者に対する指導や注意喚起

が十分でなかったことが原因である。 

そのため、所では、令和７年１２月２日に工事主管課内で会議を開催し、工事関係者が足場の安全管理に関

する理解を深めることが重要であることから、監督員には、受注者が作成する施工計画書の安全対策の内容

を充実させ、指導・監督を徹底するよう周知するとともに、関係法令や仕様書の記載を再確認し、現場におけ

る足場の安全管理に関する職員の認識を高めた。【２－エ】 

局は、令和７年１２月２３日付通知文により、当該指摘事例の内容及び注意喚起について、局内へ周知し

た。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 保健医療局 措置区分 

64 事
項 

建物管理委託の清掃業務における諸経費の積算を適正に行うべ

きもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、委託契約により、看護専門学校の清掃業務や設備保守管理業務等を２件行っている。 

清掃業務の積算について見ると、定期刊行物に掲載された清掃費の価格を労務費として計上し、これに諸経

費を別途計上していた。 

しかし、採用した価格は労務費に諸経費を含んだものであり、さらに局が諸経費を合算したため二重に計上

されていた。 

このため、２件の委託は、予定価格の積算がそれぞれ過大なものとなっていた。 

局は、建物管理委託の清掃業務における諸経費の積算を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、委託設計部署である看護専門学校及び医療政策部が、清掃業務の積算に使用した定期刊行物掲載単

価に含まれている諸経費と、別途計上した諸経費が、同一であることを認識していなかったことが原因であ

る。 

局は、令和７年１０月２３日開催の本庁・用度事務担当者連絡会で、建物管理委託の準備契約において、諸

経費の積算を適切に行うよう改めて依頼した。【２－エ】 

また、令和７年１１月に定期刊行物による単価設定に関する項目等を記載した維持保全業務積算チェック

リストを作成し、維持保全業務積算時に活用することにより、同種事案の再発防止を図った。【２－ウ】 

医療政策部は、本件指摘事項について令和７年１２月２日開催の看護専門学校庶務担当課長代理会で共有

するとともに、維持保全業務積算チェックリストを活用し、チェック体制の強化を図り、適正な積算を行うよ

う注意喚起を行った。【２－エ】 

さらに、局は令和８年１月１５日付通知文により本件指摘内容と維持保全業務積算チェックリストを局内

に周知し注意喚起を行うとともに、積算基準の取扱いに疑問等がある場合には、担当者が直接相談できる財

務局保全コールセンターも活用するなど、適切な積算を行うよう周知した。【２－エ】 
番号 対象局（団体） 建設局 措置区分 

65 事
項 

（公園便所工事における積算及び建築基準法の手続について）本

契約の外装工事の単価設定及び諸経費の積算を適正に行うべき

もの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

建設局は、工事請負契約により、公園内に、便所を建築する工事を行っている。 

本契約の外装工事の単価設定及び諸経費の積算について確認したところ、次の点が認められた。 

（１）設計図書では、便所の屋根及び外壁の仕上にガルバリウム鋼板を使用する設計となっており、この鋼板

の予定価格積算時の単価は、３社の見積りを平均して設定している。その際、３社のうち２社においては、

設計図書と異なる仕様の見積りを用いて平均値を算出し単価設定していた。 

（２）局積算基準によると、共通仮設費を直接工事費に率を乗じて算定する場合、この直接工事費には、建設

副産物処分費を含めないこととしているが、本工事の予定価格積算時に建設副産物処分費を含めて算定し

ていた。 

これらにより、予定価格の積算が過大なものとなっていた。 

局は、本契約の外装工事の単価設定及び諸経費の積算を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、（１）については、設計部署である東部公園緑地事務所での見積り徴取時の仕様確認不足、徴取し

た見積りの内容精査不足が原因である。また、（２）については、同所での積算時の確認不足が原因である。 

そのため、所は、建築関連の経験が浅い職員や専門外の職員でも設計の要点が分かるよう、見積りの取扱い

に関する積算見積取扱チェックリストを新たに作成した。また、現行の工種別積算チェックリストに建設副

産物処分費の確認欄を追加し、チェック項目を遺漏なく確認できるようにした。【２－ウ】 

さらに、所内の工事監督に関わる職員に対する講習会を令和７年１２月１０日に実施し、当該指摘事例の共

有を行ったほか、今後は設計時及び起工時に必ず積算見積取扱チェックリスト及び工種別積算チェックリス

トを使用して、複数チェックを行うよう周知した。【２－エ】 

その上で、局は、令和８年２月６日実施の所長会で、本件指摘の周知及び注意喚起を行い、再発防止を図っ

た。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 建設局 措置区分 

66 事
項 

（公園便所工事における積算及び建築基準法の手続について）建

築基準法における手続を適正に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

建設局は、工事請負契約により、公園内に、便所を建築する工事を行っている。 

建築主は、建築基準法に基づき、都市計画区域等において建築物を建築する場合、着工前に、その計画が建

築基準関係規定に適合するものであることについて、所管行政庁に通知し、審査を受け、確認済証の交付を受

けなければならない。 

しかし、局は、本契約で新築する建築物について、設計段階で行うべきこれらの通知と確認済証の取得をし

ておらず、工事を起工し、確認済証を取得せずに工事を着工していたのは適正でない。 

なお局は、着工後、確認済証は取得できないことから、本建築物が建築基準関係規定に適合することを自ら

確認し、その結果を所管行政庁に報告し、受理されている。 

局は、建築基準法における手続を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、設計部署である東部公園緑地事務所において、建築基準法関連の手続を設計受託者任せにし、監督

員が手続の進捗状況を確認していなかったことが原因である。 

そのため、所は、既存のチェックリストに加え、建築関連の経験が浅い職員や専門外の職員でも設計委託か

ら工事着手、完了までの手続の要点が分かるよう、計画通知手続チェックリストを新たに作成した。【２－

ウ】 

そして、所内の工事監督に関わる職員に対する講習会を令和７年１２月１０日に実施し、当該指摘事例の共

有を行ったほか、今後は設計時及び起工時に必ず上記チェックリストを使用して、複数チェックを行うよう

周知した。【２－エ】 

加えて、公園緑地部は、建築基準法関連の手続の重要性を踏まえ、令和７年１２月１０日付通知文により、

局内の関係部署に対しても当該指摘事例の共有及び上記チェックリストと同様の手続漏れ防止の徹底を周知

した。【２－エ】 

局は、建築基準法の手続について、令和７年１２月１２日に、毎年実施する建築職が講師を務める局内の建

築職や造園職等が参加する研修を活用し、当該指摘事例の共有及び手続漏れ防止の徹底を周知し、今後も同

様の研修を通じて、継続的に再発防止を図ることとした。また、令和８年２月６日実施の所長会で、本件指摘

の周知及び注意喚起を行い、再発防止を図った。【２－エ】 
番号 対象局（団体） 建設局 措置区分 

67 事
項 

現場労働者の法定福利費及び下請経費の積算を適正に行うべき

もの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ○ ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、葬儀所の改築に伴う電気設備工事を行っている。 

局積算基準では、見積価格を参考に工事費を積算する場合は、現場労働者に関する法定福利費及び下請経費

を計上することとしている。 

そこで、本契約の工事費の積算において確認したところ、見積書には現場労働者に関する法定福利費及び下

請経費が明示されているにもかかわらず、局はその経費を工事費に計上していなかった。 

このため、予定価格の積算が過少なものとなっていた。 

局は、現場労働者の法定福利費及び下請経費の積算を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、設計部署である東部公園緑地事務所において、平素使用している積算基準土木設備（電気編）と本

件で使用した積算基準（建築工事編）の下請経費等に関する取扱いについて、取り違いがあったこと及びその

チェック体制が不十分であったことが原因である。 

そのため、局は、令和７年１０月２４日に開催した「建築設備担当者会議」にて指摘内容と原因を取り上げ

て、局積算基準（建築工事編）を使用する際の注意点とチェックリストを周知し再発防止を注意喚起した。 

公園緑地部は、令和７年１２月１０日付通知文により関係各部署に局積算基準（建築工事編）を使用する際

の注意点を周知し再発防止を注意喚起した。【２－エ】 

また、所は、関係各課に上記積算上の注意事項の周知及びチェックリストを活用した再発防止の注意喚起を

行い、チェックリストの照査を複数名で実施することを徹底し、チェック体制を強化した。【２－ウ】【２－

エ】 

局は、令和８年２月６日実施の所長会で、本件指摘の周知及び注意喚起を行い、再発防止を図った。【２－

エ】 
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番号 対象局（団体） 建設局 措置区分 

68 事
項 

根固めブロック据付けの施工管理について受注者を適切に指導・

監督すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

       ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、橋の架替えに伴い設置した橋脚の洗掘防止対策として、橋脚ごとに重量３ｔの

根固めブロックを複数連結して据え付けている。 

クレーン等安全規則では、移動式クレーンは、最大吊上荷重を超えて使用してはならないとされている。 

本工事の施工計画書を見ると、受注者は、根固めブロックを最大吊上荷重２５ｔのラフタークレーンを使用

して据え付けるとしていたが、工事記録写真を見ると、最大吊上荷重２．９ｔのクレーン機能付きバックホウ

で重量３ｔの根固めブロックを吊り上げていた。これはバックホウの能力を超えた危険な状況であり、バッ

クホウが転倒するおそれがあった。 

局は、根固めブロック据付けの施工管理について受注者を適切に指導・監督されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、工事監督部署である北多摩南部建設事務所において、施工計画書に基づいた重機の適正な使用等に

ついて、受注者に対する指導・監督が実施されていなかったことが原因である。 

同所工事第一課は、受注者が提出した施工計画書の施工方法について、遵守するよう指導するとともに、現

場立会時には、施工計画書に基づいた重機の機種や規格等について、工事安全パトロールチェック表による

確認を徹底することとし、令和７年１１月４日に開催した課長代理会で、課職員に対し再発防止の徹底につ

いて周知した。【２－エ】 

所は、令和７年１１月１１日に開催した課長会で、所職員に対し監査結果に対する再発防止の取組を周知し

た。【２－エ】 

道路建設部は、令和７年１０月に開催した各事務所との調整会議で、指摘内容及び安全対策の徹底について

各事務所に対し周知した。【２－エ】 

その上で、局は、令和８年２月６日実施の所長会で、本件指摘の周知及び注意喚起を行い、再発防止を図っ

た。【２－エ】 
番号 対象局（団体） 建設局 措置区分 

69 事
項 

街路築造工事の人孔設置における墜落防止措置について受注者

を適切に指導・監督すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、街路拡幅工事に伴い、道路排水管を新設する工事を行っている。 

労働安全衛生規則では、高さが２ｍ以上の開口部等で墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのある箇所

には、囲い、手すり、覆い等（以下「囲い等」という。）を設けなければならないとされている。 

また、囲い等を設けることが著しく困難なとき又は作業の必要上臨時に囲い等を取りはずすときは、労働者

に要求性能墜落制止用器具を使用させる等、墜落による労働者の危険を防止するための措置を講じなければ

ならないとされている。 

本工事の工事記録写真を見ると、排水管管理用の人孔設置箇所は、掘削深さが２ｍ以上あるが、墜落防止用

の囲い等が設置されていなかった。また、囲い等を設置していないにもかかわらず、作業員に要求性能墜落制

止用器具の使用もさせていなかった。 

局は、街路築造工事の人孔設置における墜落防止措置について受注者を適切に指導・監督されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、工事監督部署である第三建設事務所において、労働安全衛生規則等で求められる高所作業における

安全対策の実施状況についての確認が不足していたことから、受注者に対し、安全対策に関する指導・監督が

十分に実施されていなかったことが原因である。 

同所工事第一課は、受注者への指導・監督を徹底するため、現場確認時に使用する既存の工事安全パトロー

ルチェック表に、高さ２ｍ以上の開口部等に対する安全対策の確認項目として具体的な内容を追加し、安全

対策の確認体制を強化した。【２－ウ】 

加えて所は、令和７年１０月２３日に工事安全対策委員会を、同所工事第一課は、同月２９日に課長代理会

をそれぞれ開催し、所職員に対し指摘内容及び再発防止の取組について周知した。【２－エ】 

道路建設部は、令和７年１０月に開催した各事務所との調整会議で、指摘内容及び安全対策の徹底について

各事務所に対し周知した。【２－エ】 

その上で、局は、令和８年２月６日実施の所長会で、本件指摘の周知及び注意喚起を行い、再発防止を図っ

た。【２－エ】 

- 58 -



 

 

番号 対象局（団体） 建設局 措置区分 

70 事
項 

汚水槽清掃における一般廃棄物の運搬を適正に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ○  ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、公園等において汚水槽清掃を行っている。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、排出事業者は、一般廃棄物の運搬を他人に委託する場合には、許

可を受けた者（以下「許可業者」という。）に直接委託しなければならないとされている。 

そこで、本契約の関係書類を確認したところ、汚水槽清掃における一般廃棄物の運搬を受注者が許可業者に

再委託していた。 

しかしながら、一般廃棄物の運搬は、排出事業者である局が許可業者に直接委託すべきところ、これを行っ

ておらず、適正でない。 

局は、汚水槽清掃における一般廃棄物の運搬を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、工事監督部署である西部公園緑地事務所が、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、一般廃

棄物の運搬を他人に委託する場合の条件について、認識が不足していたことが原因である。 

そのため、所は令和７年１２月５日実施の所内会議において、廃棄物の適正化に向けた資料を周知し、認識

を深めると共に再発防止を注意喚起した。【２―エ】 

局は、令和８年２月６日実施の所長会で、本件指摘を周知し、再発防止と注意喚起を図った。【２－エ】 

なお、所は、令和８年４月１日に「し尿汲み取り運搬委託（単価契約）」を許可業者と直接契約し、事業内

容を是正した。【２－イ】 
番号 対象局（団体） 港湾局 措置区分 

71 事
項 

港湾工事で使用する砂の単価設定を適正に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ○ ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、護岸前面で地盤改良による耐震補強工事を実施している。 

本工事では、地盤改良に支障となる既設の捨石や被覆石を撤去し、海底に投入するため台船で海上運搬した

砂で埋め戻した後に地盤改良を実施している。 

本工事の設計書を見ると、砂の単価は、局設計単価表の陸上運搬の敷砂の単価を採用していた。 

局は、周辺海域への濁りを低減するため、微細な粘土・シルト分が少ない敷砂を採用したとのことである

が、局設計単価表には、海上運搬で、粘土・シルト分が少ない安価な砂の単価が設定されており、これを適用

すべきであり、予定価格が過大なものとなっていた。 

局は、港湾工事で使用する砂の単価設定を適正に行われたい。 

また、局は、令和５年工事監査で、砂の単価の適用条件を明確にする意見・要望をされたため、局設計単価

表に、海上運搬や陸上運搬等の運搬条件を明記する等の対応を行ったが、本指摘事項のとおり、砂の運搬条件

を誤った単価で採用していた。 

局として、発生原因を究明し、再発防止の徹底に努められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、設計担当部署である東京港建設事務所において、設計時に「積算基準に基づく材料単価決定フロ

ー」及び設計単価表の適用工種の確認不足であったこと、更に、照査時に、砂の単価設定の誤りを発見できな

かったことが原因である。 

同所埋立整備課は、令和７年４月２８日に課内研修を行い、指摘内容を説明、単価設定の確認を行うよう周

知するとともに、所においても、同年６月１７日に課長会を通じて、監査指摘内容を報告し、所属職員に再発

防止の徹底を注意喚起した。【２－エ】 

課は、令和７年７月１日に既存の照査チェックシートに、新たに「工種に必要な材料を適切に選定している

か（海上地盤改良工で必要となった際の砂等）」を確認項目に追加し、照査体制を強化した。【２－ウ】 

港湾整備部は、令和７年７月１４日に違算等再発防止対策検討ＰＴを開催し、指摘内容を説明、局内職員に

対し再発防止の徹底を行うとともに、令和８年１月２１日に局内研修を開催し、指摘内容に加え、改めて「積

算基準に基づく材料単価決定フロー」の説明を行い、注意喚起及び再発防止を図った。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 港湾局 措置区分 

72 事
項 

電気設備工事における材料費の積算を適正に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ○ ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、海浜公園とマリーナにおいて電気設備工事を２件行っている。 

積算基準によれば、材料費の算定は、材料単価にケーブル類を現場で施工する際に発生するたるみや加工に

必要となる余長等を考慮し割り増した数量（以下「所要量」という。）を乗じ、さらに各設備に応じた雑材料

を考慮し割り増すこととなっている。 

しかしながら、材料費を確認したところ、光ファイバーケーブルにおいて所要量算定の割増しが行われてい

なかった。また、照明器具、電源盤、監視カメラ設備及び光ファイバーケーブルにおいて雑材料の割増しが行

われていなかった。 

このため、２件の工事は、予定価格の積算がそれぞれ過少なものとなっていた。 

局は、電気設備工事における材料費の積算を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、設計担当部署である東京港管理事務所が、材料単価算定における所要量算定や雑材料の割増しにつ

いての認識が不足していたことが原因である。 

そのため、所の施設補修課長は、令和７年６月２５日に所内の電気技術職員を集めて検討会を行い、材料単

価算定における所要量算定の割増しと雑材料の割増しを計上することについて周知し、設計及び照査時の確

認を徹底するよう注意喚起と再発防止を図った。【２－エ】 

以上の所内の周知徹底を踏まえて、港湾整備部技術管理課は、令和７年７月１４日に局の違算等再発防止対

策検討ＰＴにて、指摘内容を説明し注意喚起する等、局内職員に周知徹底を図った。【２－エ】 

所は、令和７年１２月８日の電気工事設計所管課長会において、改めて所要量算定や雑材料の割増し等につ

いて、今回事例及び再発防止策を共有し、注意喚起及び再発防止を行った。【２－エ】 

また、所は再発防止について「港湾局 積算・照査チェックシート」に、新たに所要量算定や雑材料の割増

しの計上及び率等を確認する項目を追加し、照査することとした。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 港湾局 措置区分 

73 事
項 

高所作業を行う場合の足場設置に係る手続が受注者によって適

正に行われるよう、施工計画書を十分に確認し、受注者を適切に

指導・監督すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ○ ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、港湾労働者向け宿泊所の設備改修工事を行っている。 

受注者が作成した施工計画書を見ると、建物外部での高所作業のために設置する足場は、労働安全衛生法

（以下「安衛法」という。）に基づき、労働基準監督署に届出を行うべき対象となっていた。 

この足場設置について確認したところ、受注者は、届出に必要となる足場の設置計画を作成しておらず、安

衛法に基づく届出を東京都機械設備工事標準仕様書に則り手続すべきところ、これを行っていなかったこと

は、適正でない。 

また、局は、受注者が設置する足場について、届出が必要であるにもかかわらず、局監督基準に基づく監督

員による施工計画書の確認が十分ではなく、この届出について確認等していなかったことは、適切でない。 

局は、高所作業を行う場合の足場設置に係る手続が受注者によって適正に行われるよう、施工計画書を十分

に確認し、受注者を適切に指導・監督されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、工事監督部署である東京港管理事務所と受注者の双方が、足場を設置する者には、労働安全衛生法

に基づき労働基準監督署に届出を行う義務があることの認識が欠けていたことが原因である。 

そのため、所は令和７年６月２３日に所内担当者に対し、足場設置の届出義務を周知し、注意喚起及び再発

防止を行った。【２－エ】 

また、受注者から施工計画書が提出された際には、新たに作成した「足場取扱確認書」を用いて監督員と受

注者の双方が届出の必要性について、確認することにした。【２－ウ】 

局は、令和７年７月１４日に違算等再発防止対策検討ＰＴにて、局内職員に足場設置の届出義務を周知し、

注意喚起及び再発防止を図った。【２－エ】 

所は、令和７年９月２６日に所内工事安全委員会にて、工事受注者等に足場設置の届出義務を周知し、注意

喚起及び再発防止を図った。【２－エ】 

また、所は再発防止について「港湾局 積算・照査チェックシート」に、「足場設置の届出が必要であるこ

とを特記仕様書に記載したか。」の項目を新たに追加し、照査することとした。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 東京消防庁 措置区分 

74 事
項 

建築物の外部改修工事における電動工具の安全な取扱いについ

て受注者を適切に指導・監督すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ○ ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

庁は、工事請負契約により庁舎の経年劣化に伴い外壁その他改修工事を行っている。 

本契約では、外壁面等のひび割れを補修するために、といしを取り付けた電動工具を用いて、研磨や削りの

作業を実施している。 

労働安全衛生規則では、事業者は、直径５ｃｍ以上の研削といしを取り付けた電動工具（以下「ディスクグ

ラインダ」という。）で作業をするときには、安全カバーを取り付けなければならないとされている。 

本契約の工事記録写真を確認したところ、作業員は、ディスクグラインダにて作業していたが、研削といし

の安全カバーを取り外した状態で使用していたことは、適正でない。 

庁は、建築物の外部改修工事における電動工具の安全な取扱いについて、受注者を適切に指導・監督された

い。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、作業員が現場代理人に提出する持込機械点検表に、ディスクグラインダの安全カバーが取り付けら

れていないことが記載されていたにもかかわらず、現場代理人は、その点検表の内容を確認せず使用させて

いたこと、及び工事監督部署である総務部施設課においても、工事の安全管理に関する指導・監督を行う立場

にありながら、安全カバーの取付状況について、工事受注者に対しての確認や注意喚起が十分でなかったこ

とが原因である。 

課は、本件について、令和７年４月１４日に工事監査検討会の中で課員へ周知するとともに、同年６月１３

日に開催した施設関係事務説明会で庁内関係部署に周知した。【２－エ】 

課では、工事契約締結時に、工事受注者に対して「工事現場における事故防止、火災予防等の徹底について

（通知）」を発出しているが、令和７年１１月以降契約案件より、本通知に労働安全衛生規則の遵守について

追記し、工事受注者に対する指導を強化した。【２－ウ】 
番号 対象局（団体） 東京消防庁 措置区分 

75 事
項 

石綿含有建材使用建築物の解体実施状況の記録・保存について受

注者を適切に指導・監督すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ○   ◎  

監
査
結
果
の
要
約 

庁は、工事請負契約により、消防団分団本部の建築工事を行っている。 

本契約で解体する建築物には、石綿含有建材が使用されており、法令により、その取扱いについて手続が定

められている。 

本契約について見ると、次の点が認められた。 

（１）作業計画及び工事記録写真を確認したところ、建築物の解体について、受注者により石綿障害予防規則

に基づく作業計画は作成されていたものの、石綿含有建材の除去及び保管や廃棄状況等に関する写真が特

記仕様書に則り庁に提出されていなかったことは、適正でない。 

（２）工事関係書類を確認したところ、受注者から庁に対して大気汚染防止法に基づく排出完了報告が実施

されていなかったことは、適正でない。 

庁は、石綿含有建材使用建築物の解体実施状況の記録・保存について受注者を適切に指導・監督されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本指摘を受け、工事監督部署である防災部消防団課は受注者に対し、大気汚染防止法に基づく特定粉じん排

出等作業完了報告書の提出を求め、令和７年４月１４日に受理した。【１－エ】 

本件は、工事監督部署である防災部消防団課が使用している受注者提出書類チェック表に、法令の改正内容

が反映されていなかったことが原因である。 

そのため、消防団課では、工事担当者で工事監査の内容について検討会を行い、受注者の提出書類確認用と

して活用している様式の改正を令和７年２月１３日に行い、チェック体制を強化した。【２－ウ】 

また、工事の経過を適切に記録するため、財務局工事記録写真撮影要領に基づく写真撮影計画書を受注者に

提出させ、適正な記録保存をするよう指導、監督していく。【２－ウ】 

庁は、国等からの法令改正に関する通知等について、庁内関係者が出席する定期的な会議等で確実に情報共

有し、チェック表を適宜改正していくこととした。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 交通局 措置区分 

76 事
項 

設計段階における地盤改良工の施工方法の検討を適切に行うべ

きもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

       ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、駅における既存の地下構造物撤去及び掘削工事を行っている。 

公共工事の品質確保の促進に関する法律では、発注者の責務として、現場の実態に即した施工条件の明示等

により、適切に設計図書を作成し、積算内容との整合を図ることにより、予定価格を適正に定めることとされ

ている。 

本工事では、狭あいな空間内に土留鋼材を設置した後、地下鉄の地下連絡通路の下面から地盤改良すること

としており、この数量算出図について見たところ、土留鋼材の裏側に改良されない部分（以下「未改良部分」

という。）が認められた。 

局は、工事契約後に、受注者が詳細な施工検討を行うべきとして、未改良部分を解消するための費用を計上

していなかったが、設計段階において、現場の実態に即した施工条件を明示した上で、詳細に検討し、未改良

部分が生じないように発注するべきであった。 

局は、設計段階における地盤改良工の施工方法の検討を適切に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、設計部署である建設工務部計画改良課が、地盤改良の詳細検討は、施工段階で受注者が検討するも

のと認識しており、過去の工事発注においても、設計段階では土留鋼材裏側の未改良部分を解消する詳細検

討を行っておらず、本工事においても詳細な設計を省略していたことが原因である。 

そこで、建設工務部計画改良課は、地盤改良の詳細検討は発注者の責務として行うことを確認した上で、令

和７年７月１８日、課内関係者に対し、地盤改良についての設計段階における施工計画の検討等に関する研

修を実施し、再発防止の周知徹底を図った。【２－エ】 

番号 対象局（団体） 交通局 措置区分 

77 事
項 

駅ホーム補強における工法変更時の共通仮設費の積算を適正に

行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、ホームドア設置のため、既設ホームの補強工事を行っている。 

局積算基準では、共通仮設費の準備費として積算する内容のうち、調査・測量、丁張等に要する費用は共通

仮設費の率計算分に含めている。 

本契約の設計変更の設計書を見ると、ホームの床版補強方法をシート補強から支柱補強に変更し、その際、

支柱補強工事前に実施する調査・墨出しの費用を、共通仮設費の準備費として新たに積み上げて計上してい

た。 

設計変更の共通仮設費の率計算分に調査・墨出しに係る費用が含まれているにもかかわらず、今回新たにこ

の費用を積み上げたことから、変更契約額の算定が過大となり、不経済支出となっていた。 

局は、駅ホーム補強における工法変更時の共通仮設費の積算を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、工事監督部署である工務事務所において、設計変更時に、調査・測量、丁張等に要する費用につい

て、共通仮設費の率計算分に含まれているにもかかわらず、調査・墨出しは補強工法の変更に伴い、別途、計

上が必要な作業と判断し、新たに積み上げた事が原因である。 

そのため、所では課長代理会を通じて、本件の設計変更時における共通仮設費の適正な積算と、変更理由書

の明確な表記について適宜報告（令和７年２月３日、３月２４日、５月７日）し、同様の指摘事項を繰り返さ

ないよう、職員への周知徹底を図った。【２－エ】 

また、新たな取組として、既存の工事積算確認書に共通仮設費の積算及び工事変更内容に関する確認項目を

追加するとともに、設計変更時におけるチェックリストを新たに作成し、チェック体制の強化を図った。【２

－ウ】 

さらに、令和８年１月１９日に指摘内容の説明及びチェックリストの利用について、改めて工務事務所全体

会で周知した。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 水道局 措置区分 

78 事
項 

掘削断面に応じて土留構造を適切に検討すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

       ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、配水池の再整備工事を行っている。 

本工事では、整備する配水池の形状に合わせ、切梁・腹起しを用いた鋼矢板土留めを設置し、掘削範囲全体

を現地盤から深さ６．６ｍまで掘削後、さらに掘削面積全体の約１０％を占めるピット部は、現地盤から深

さ９．０ｍまで掘削している。 

そこで、構造計算書における施工順ごとの計算結果を見ると、深さ６．６ｍまで掘削した段階では、切梁・

腹起しは１段で土留めが安定することが明らかであるが、局はそのことについて検討することなく、深

さ９．０ｍの条件で構造計算を行い、掘削範囲全体を２段としていた。 

本工事の施工に先立ち、深さ９．０ｍの範囲と同様に６．６ｍの範囲についても構造計算を行うなど、総合

的に土留構造を検討していなかったのは適切でない。 

局は、掘削断面に応じて土留構造を適切に検討されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、設計部署である施設部設計課において、切梁・腹起しを全面的に設置することを前提に検討を進

め、掘削断面の深さに応じた他の案を検討する意識が欠如していたことが原因である。 

このため、施設部設計課は、令和７年１１月６日に課内会議を開催し、設計担当者へ指摘内容及び掘削深さ

が異なる場合の留意点として、設計時に土留構造について総合的に比較検討していくことを周知した。【２－

エ】 

また、施設部は令和７年１１月１１日開催の設計・工務課長代理会において、類似工事を設計する局内関係

部署へも上記留意点について注意喚起を図った。【２－エ】 

局は、令和８年１月１５日付通知文により、局内に対し監査結果を通知し、指摘事項の周知徹底及び注意喚

起を行った。【２－エ】 

番号 対象局（団体） 水道局 措置区分 

79 事
項 

浄水施設工事における土工事の積算を適切に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、浄水場内に築造する送配水ポンプ所及び高度浄水施設の仮設土留工、掘削工、

砕石基礎工等を実施している。 

本工事では、掘削土及び場内舗装の路盤材の一部を再利用するため、場内に仮置きすることとしている。 

そこで、設計書を見たところ、以下の点が認められた。 

（１）再利用するまでの期間、仮置きする掘削土や路盤材の適切な維持・管理に必要となる飛散・流出防止等

のための整地費を計上していなかった。 

（２）送配水ポンプ所及び高度浄水施設の砕石基礎工は、局積算基準に基づき、敷均し及び締固め作業につい

て、重機による機械施工で計上すべきところ、人力施工にて計上していた。 

このため、仮置土や路盤材の整地費を計上していないこと、また、砕石基礎工を機械施工にて計上していな

いことは適切でない。 

局は、浄水施設工事における土工事の積算を適切に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、設計部署である建設部が、浄水施設工事における土工事の積算の際、現場状況や周辺環境及び施工

条件を考慮し設計に反映することが十分でなかったことが原因である。 

建設部は、広範囲の砕石基礎工を実施する場合について、単価の適用範囲の誤りを防ぐため、令和７年９

月８日付けで「設計チェックリスト」を更新し、新たに当該工種の積算チェック項目を設けた。【２－ウ】 

また、令和７年１１月１１日に多摩水道改革推進本部や東京水道株式会社を含めた設計・工務課長代理会を

開催し、指摘内容を説明するとともに、土工事の積算時は現場状況や周辺環境等を十分に考慮し、設計に反映

させるよう注意喚起した。【２－エ】 

建設部施設設計課は、令和７年１１月１７日開催の施設設計課の課内会議において、積算を担当する職員に

対して本指摘を共有し、設計書作成時には、現場状況や周辺環境等を踏まえた積算を適切に行うことを周知

した。【２－エ】 

局は、令和８年１月１５日付通知文により、局内に対し監査結果を通知し、指摘事項の周知徹底及び注意喚

起を行った。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 水道局 措置区分 

80 事
項 

工事の監督業務を適切に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

       ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、水道管の耐震化を図るため、配水小管の布設替工事を行っている。 

局配水管工事標準仕様書では、受注者は、仮設の構造、工法等について、あらかじめ監督員に仮設物の図

面、計算書等を提出することとしているが、「配水小管工事、補修工事等の軽易な工事であって監督員の承諾

を得た場合は、」提出を要しないものとしている。また、この監督員の承諾は書面により行うこととしてい

る。 

そこで、工事関係書類について確認したところ、立坑部における土留めの図面及び計算書等が提出されてお

らず、その承諾は口頭により行っていた。 

局は、工事の安全性確保に係る監督員の確認・承諾を確実に行わせるためにも、標準仕様書において書面に

より行うとしている監督員の承諾を、口頭により行ったことは適正でない。 

局は、工事の監督業務を適切に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、工事監督部署である北部支所において、配水管工事標準仕様書記載の承諾行為の適正な手続につい

ての認識が十分でなかったことが原因である。 

北部支所は、令和７年９月８日の工事安全会議において、工事受注者及び監督員に対し、指摘事項を説明す

るとともに、配水管標準仕様書に基づき、仮設に関しては事前に図面等を提出する必要があること、また、省

略することを承諾する場合は、書面を取り交わすことを徹底するよう周知した。令和７年９月１２日の工事

担当会では、施工計画書のヒアリングの際に新規受注者に対して必要な書類の提出について指導するよう関

係監督員へ周知した。【２－エ】 

給水部は、令和７年１０月２３日の工事担当課長代理会議にて、指摘事項及び配水管工事標準仕様書で定め

る承諾行為について周知し、同年１１月１７日の通知文にて、関係部署へ注意喚起を行った。【２－エ】 

局は、令和８年１月１５日付通知文により、局内に対し監査結果を通知し、指摘事項の周知徹底及び注意喚

起を行った。【２－エ】 

番号 対象局（団体） 下水道局 措置区分 

81 事
項 

先行して行われている工事から引き継がれる作業構台の設計を

適切に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ◎  ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、ポンプ所の増築工事を行っている。 

本工事は敷地内に沈設されたケーソンの上に、建物を建築する工事である。ケーソンの上部に設置された作

業構台は先行して行われている工事（以下「先行工事」という。）でリース契約中のものであり、本工事では

作業構台を引き継ぎ、使用した後、撤去する計画となっていた。 

本契約を見たところ、作業構台について、設計部署は先行工事で買い取る前提で設計していたにもかかわら

ず、施工部署は先行工事において買い取ることなく、リース契約を継続したため、部署間で作業構台の取扱い

に齟齬が生じていた。 

部署間で十分な調整・情報共有を行わず、本契約の設計に当たり必要となるリース料を計上していなかった

ことは適切でない。 

局は、先行工事から引き継がれる作業構台の設計を適切に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、設計部署である建設部土木設計課において、先行して行われている工事から引き継がれる作業構台

等の存置物件について、積算方法が明確ではなかったことが原因である。 

局は、令和７年６月１６日に、工事監査での指摘を受け、同様な事例の発生を未然に防止することを目的と

した工事監査勉強会を局内の施設工事に携わる職員を対象に実施した。【２－エ】 

局は、令和７年９月１９日に先行工事から引き継がれる仮設鋼材の積算方法が賃料か買取なのかを明記す

るよう特記仕様書を改訂した。【２－イ】 

また、同日付けの通知文にて、令和７年１０月以降の起工案件から適用すること、及び次期工事を発注する

際、先行工事から引き継がれる仮設鋼材の計上方法等について設計部署と工事監督部署の情報共有を確実に

行うよう局内周知した。【２－エ】 

上記通知文の説明及び特記仕様書の改訂内容について、令和７年９月２４日に開催した土木設計課の課長

及び課長代理で構成される代理会で周知した。【２－エ】 

計画調整部技術開発課は、令和７年１２月１１日に工事の設計・監督業務等を担当する職員に対して、工事

監査フォローアップ研修を実施し、指摘内容や再発防止策の周知を行った。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 教育庁 措置区分 

82 事
項 

体育館床の塗装改修工事における単価設定を適正に行うべきも

の 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

      ◎ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

庁は、工事請負契約により、都立高校の体育館等の改修工事を行っている。 

体育館床の塗装改修工事では水性ウレタン樹脂塗装を行っており、この積算について見ると、定期刊行物に

掲載された公表価格を材料費として採用して、これに庁が算出した施工費を合算し、単価として設定してい

た。 

しかし、採用した公表価格は材料費に施工費を含んだものであり、さらに庁が施工費を合算したため、単価

設定において施工費が二重に計上されていた。 

このため、予定価格の積算が過大なものとなっていた。 

庁は、体育館床の塗装改修工事における単価設定を適正に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、定期刊行物等に記載されている単価が、材料費に施工費を含むのか、または材料費のみの単価であ

るのかについて、設計部署である都立学校教育部営繕課の確認不足が原因である。 

営繕課は、工事、設計委託等の発注前の特に留意すべき点をまとめたチェック項目に、令和７年３月２６日

付けで「公表単価の単価設定」の項目を追加し、定期刊行物等に記載されている材料費、施工費等の単価構成

を十分確認し、単価を設定するよう追記を行い、チェック体制の強化を行った。【２－ウ】 

また、令和７年３月２６日に営繕課課長代理会を開催し、監査報告及び再発防止の周知徹底を行った。【２

－エ】 

番号 対象局（団体） 下水道局 措置区分 

83 事
項 

※油圧式杭圧入引抜機の移設費の積算について 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎     

監
査
結
果
の
要
約 

局は、工事請負契約により、下水道管きょ老朽化対策の再構築工事を行っている。 

本契約では、軽量鋼矢板土留めを油圧式杭圧入引抜機（以下「圧入引抜機」という。）により設置し、道路

を掘削しながら下水道管きょの布設替えを実施している。 

局積算基準（管路・開削編）では、圧入引抜機の据付・解体費は、軽量鋼矢板の圧入・引抜時に各々１回計

上し、移設が必要な場合は、移設費を計上するとしているが、本契約の設計書を見ると、移設費については計

上されていなかった。 

局は、圧入引抜機が搬入できない狭あいな路線が多く、他の工法を採用する場合もあるため、具体的な移設

回数を見込むことは困難であるとのことであった。 

しかしながら、圧入引抜機を使用できる見込みの複数の布設替え区間を含む再構築工事を行う場合は、他の

工法の採用についても総合的に勘案した上で、移設費を適切に積算することを検討する必要がある。 

局は、圧入引抜機の移設費の積算について検討が望まれる。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

建設部設計調整課は、下水道工事の実態調査を行った結果、積算基準に定める圧入引抜機の据付及び解体を

伴う工法以外の工法も多く採用されていたことから、設計変更を現場状況に応じて行えるようにした。 

具体的には、予定価格の積算において、特記仕様書に圧入引抜機の据付・解体の回数は、圧入・引抜時に１

回を計上していることを明記し、契約後に移設が必要となった場合や据付・解体が不要になった場合には、設

計変更により、その回数を変更し対応することを、令和７年９月４日付通知文により、局内関係各課に周知し

た。【１－エ】 

課は、令和７年９月２５日に開催した設計部署の課長代理や審査担当で構成される設計調整連絡会にて、指

摘内容や通知文について周知した。【１－エ】 

計画調整部技術開発課は、令和７年１２月１１日に工事の設計・監督業務等を担当する職員に対して、工事

監査フォローアップ研修を実施し、周知を行った。【１－エ】 
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〔令和７年財政援助団体等監査〕 
番号 対象局（団体） 生活文化局（学校法人城西学園） 措置区分 

84 事
項 

国際化推進補助に係る補助金を返還すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎       ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

生活文化局は、私立学校経常費補助金交付要綱に基づき、国際化推進補助を行っており、この中で、外国人

教員を採用した学校法人に対し、教員１人当たり３０万円の補助金を交付している。 

そこで、学校法人城西学園が設置している城西大学附属城西中学校における外国人教員の採用について私

立学校教育助成金に係る調査表を見たところ、令和５年度において補助対象とした外国人教員のうちの１名

が、令和５年５月１日現在、育児休業により授業を担当しておらず、法人は、調査表記入の手引に従って補助

対象除外者の調査表に記載しているにもかかわらず、誤って補助対象に算入しており、適正でない。 

この結果、補助金３０万円が過大に交付されている。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金の交付に係る審査を適正に行うとともに、法人に対し、補助金の返還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

法人は、令和８年１月１９日に補助金の返還及び事務の改善に係るてん末書を提出し、補助金の返還を申し

出、局は、過大に交付した補助金３０万円について、学校法人城西学園に対して同年２月２５日付通知文によ

り返還を求めた。 

法人は、令和８年３月３日に返還した。【１－ア】 

法人は、申請書作成時は前年度からの変更箇所に限らず、手引を都度確認し、また、提出前には第三者によ

るチェック体制を整え、基礎資料等と照合を行うこととした。 

局は、本件の原因は、審査時に教員の勤務状況の確認が十分ではなかったことにあるとして、令和８年１

月２１日に私学部所管部署内の担当者会議において、審査の際には教員の勤務状況を必ず確認するよう担当

職員に周知徹底した。【２－エ】 
番号 対象局（団体） 福祉局（社会福祉法人もくば会） 措置区分 

85 事
項 

補助金を返還すべきもの（東京都民間社会福祉施設サービス推進

費補助金（障害者支援施設）） 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

局は、社会福祉法人（以下「法人」という。）等に対して、東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助金

（障害者支援施設）を交付している。 

補助金の交付状況について見たところ、社会福祉法人もくば会が運営する八王子療護園において、基本補助

の算定に当たり、現員で算定すべきところ誤って定員で算定している事例が認められた（過大交付額２０

万９，０００円）。 

法人は、再発防止策を講じるとともに、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、法人に対して補助金の返還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

障害者施策推進部は、過大に交付した補助金２０万９，０００円について、令和８年１月２３日付けで法人

から返還を受けた。【１－ア】 

部は、令和８年２月４日付けで法人から再発防止策の提出を受けた。法人は、誤りの発生原因が担当者以外

に申請要件を理解している職員がおらず、申請内容のチェック体制がなかったことであるため、今後は申請

書類の作成担当とチェック担当の職員を配置して正確な申請手続を行うとしている。【２－ウ】 

また、部は、引き続き交付額確定に当たり適切に審査を行うとともに、令和８年２月１６日付令和７年度変

更交付申請書提出依頼において、本件指摘事項を踏まえ必要な注意喚起を行った。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 保健医療局（学校法人東京女子医科大学） 措置区分 

86 事
項 

東京都救命救急センター施設整備等補助金（運営費）を返還すべ

きもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○  

監
査
結
果
の
要
約 

局は、重篤・重症救急患者の医療を確保するとともに救急医療の体系的整備を図ることを目的として、救命

救急センターの施設・設備整備及び運営に係る経費に対して東京都救命救急センター施設整備等補助金（以

下「施設整備等補助金」という。）を交付している。 

施設整備等補助金のうち、運営費に係る分（以下「運営費補助金」という。）の補助対象となる経費につい

て、局は、補助事業者に対する実績報告書提出依頼時の事務連絡（令和７年３月２８日付）により、運営費補

助金の経費等と重複する他の補助金の交付を受ける場合は、重複がないよう留意することを求めている。 

ところで、学校法人東京女子医科大学東京女子医科大学病院の令和６年度運営費補助金については、総事業

費から診療収入額及び寄附金その他の収入額を控除した額に３分の２を乗じて得た額を交付金額としてい

る。総事業費には、救命救急センターに係る固定資産の減価償却費が含まれているが、この減価償却費の内訳

を確認したところ、令和４年度施設整備等補助金により購入した ICU ベッドの減価償却費４６万４，８８７

円を法人が誤って計上していたことが認められた。 

このことは、取得に当たりすでに補助金交付を受けている固定資産の減価償却費について、令和６年度運営

費補助金においても重複して補助対象経費として計上していることとなり、適切でない。 

また、総事業費が４６万４，８８７円過大に算定された結果、補助金が１５万５，０００円過大に交付され

ている。 

法人は、過大に交付された補助金を返還されたい。 

局は、補助金交付額の確定に当たり実績報告に対する審査を適切に行うとともに、過大に交付された補助金

の返還を求められたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

医療政策部は、同病院に対し、実績報告の再提出依頼を行った。 

後日、令和８年１月２９日付通知文により病院に対して額の再確定通知を行い、過大交付された補助金１５

万５，０００円の返還を求めた。 

令和８年２月１３日、返還額の入金を確認した。【１－ア】 

誤りの発生原因は、法人において、納品検収時の連絡漏れにより、補助金取得物品が減価償却データから除

外されていなかったことである。今後は、補助金申請担当者が、補助金取得物品であることを法人内の購買課

システムに確実に登録した上で、経理課が減価償却費の経費申請を行う前に、購買課システムで作成した購

入機器一覧を補助金申請担当者が再度確認することで、チェック体制の強化を図る。このことを業務フロー

で整理し、院内関係部署で共有する。 

また、医療政策部は、交付申請や実績報告の通知等の際に、別紙等を活用して、補助対象外経費などの間違

いやすい事項について、令和８年３月２４日付通知文により、補助事業者に改めて周知した。 

さらに、部による審査においても、担当内においてチェックポイントや注意すべき事項を共有するなど、適

切に実施する。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 産業労働局（一般社団法人東京国際金融機構） 措置区分 

87 事
項 

プロポーザル方式の応募の際に経費積算書を徴すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ◎ ○  

監
査
結
果
の
要
約 

団体は、都からの補助金を受けて、国際金融都市としての東京に関連する情報発信などの各種事業を実施し

ている。 

これらの事業では、高度な専門性や創造性などが要求される業務であるとして、プロポーザル方式により契

約を締結している。 

「契約締結に関する意思決定ガイドライン」（令和４年１２月１５日付代表理事決定）に基づき、団体の契

約締結方式について定めた「契約方式について」（令和５年３月２８日付代表理事決定）では、プロポーザル

方式について、団体があらかじめ提示する予算額の範囲内において、事業者に価格以外の専門的技術やノウ

ハウなどの要素について提案を求めることにより、募集を行い、当該募集に対して応募した者の中から提案

書及び経費積算書の内容の審査により、企画内容等が最も優れた提案を行ったものを契約の相手方として特

定し、発注先として選定する方法と定めている。 

そこで、募集条件等を定めているRFP（Request for Proposal）を確認したところ、プロポーザル方式によ

る全ての案件で、経費積算書の提出を求めていなかった。 

プロポーザル方式は、具体的な手段・手法や運営方法等の提案を受け、業務等の目的に最も適した提案を選

定するものであるが、経費積算書により、提案書の内容の実現性、提案書の経費面での妥当性をより具体的に

審査することができるため、確実な契約履行を担保するためにも経費積算書の提出及び審査について募集条

件として定める必要がある。 

プロポーザル方式の応募の際に経費積算書を徴されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は事務局内での内規の周知不足が原因である。 

そのため団体において RFP のひな形を作成するとともに、令和７年１２月２４日に全事務局員を対象とし

た会議を行い、監査結果及び内規と併せて、今後の運用方法として、プロポーザル方式による案件全てについ

て、経費精算書の提出を募集要件とし、審査項目に加えるよう周知した。 

また、局は、令和８年１月２３日付通知文により、当該指摘事例について、局内へ周知した。 

令和８年２月１３日に開始した案件のプロポーザル方式による次年度契約の事業者選定に当たり、経費積

算書の提出を募集要件とし、その内容を審査項目に加えた。【２－イ・ウ】 
番号 対象局（団体） 建設局（公益財団法人東京動物園協会） 措置区分 

88 事
項 

混雑マップの周知を園内において行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎    ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

恩賜上野動物園では、令和６年度から、パンダやトラなど混雑する動物舎等１０か所について、来園者が混

雑状況をリアルタイムに把握して、より快適に観覧する一助とするため、WEBサイトにリアルタイムの混雑状

況を表示する「混雑マップ」を設けている。 

混雑マップの運用は、契約により、委託して行っている。これは、WEBカメラで混雑状況を判定する場所を

撮影し、受託者がシステムにより混雑状況を判定して、判定結果を園のWEBサイトに表示するものである。 

ところで、上野動物園公式サイト（東京ズーネット内）を見ても、トップページでは混雑マップがあること

がわからず、「園内マップ」をタップして初めて混雑マップがあることがわかる画面に遷移する構成となって

おり、園が混雑マップを公開していることを知らなければ、混雑マップを探せない状態となっている。 

しかしながら、園は、園の入り口に、入園者に混雑マップの存在を知らせる表示も、URLを知らせる二次元

バーコード等も表示していない。また、入園券や入園時に配布しているリーフレット「上野動物園マップ」に

も表示していない。 

協会は、混雑マップについて、来園者がわかるようより効果的な周知を行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

協会は、令和８年１月９日に、来園者が混雑マップを認識しやすいよう、上野動物園正門・弁天門・池之端

門のイベント案内ボード横に二次元コード付ポスターを掲出した。【１－エ】 

本件は、「混雑マップ」の導入に当たり、利用者の視点に立った効果的な周知方法について、十分な検討が

行われていなかったことが原因である。 

そのため、協会は、令和８年２月１２日に開催した上野動物園全体係長会議において、新しい取組を始める

際には、施策の性質を踏まえた効果的な周知を図るとともに、利用者の視点に立って実施・運用するよう、園

全体に対して周知を行った。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 建設局（公益財団法人東京動物園協会） 措置区分 

89 事
項 

いきもの広場の生物生息状況調査における分析結果について記

録すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ◎   

監
査
結
果
の
要
約 

井の頭自然文化園では、身近な生き物を探したり、捕まえたりする体験を提供する場として、約１，３００

㎡の面積に、草原、池、雑木林の異なる３つの環境を設けた「いきもの広場」を平成１２年から運営している。 

このため、園は、いきもの広場において、多様な生物が生息できる環境を整えるため、植生の維持管理や改

善、土壌の保護や利用者の誘導に必要な木道の整備、朽木の生産と補充などを行っている。 

これらの維持管理や改善に当たっては、いきもの広場における生物種の確認を行い、その種の増減要因の分

析等が必要であるため、園は、生物生息状況調査委託により、生物の生息状況の調査を行っている。契約で

は、年に１２回の調査を行い、調査データのとりまとめと分析を行うこととしている。 

しかしながら、生息状況については調査データが提出されているものの、分析結果を提出させておらず、適

正でない。 

このことについて、園は、調査実施時にいきもの広場の担当職員と口頭で情報交換をしているとしている

が、分析についても、いきもの広場の維持管理や改善に必要なものであることから、文書・動画等により記録

し、知見として蓄積することで、効果的に活用できるものである。 

協会は、いきもの広場の生物生息状況調査における分析結果について記録されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

各年度の分析結果については、担当者の知見としていきもの広場の改善に活用していたが、仕様書において

分析結果の報告方法が明示されていなかった。 

そのため、協会は、令和８年１月２４日に受託者と協議の上、令和７年度の調査において分析結果を文書で

提出させることとした。 

また、今後の分析結果の情報を組織として蓄積し、維持管理の改善に向けて効果的に活用できるよう、令

和８年度調査の仕様書において、分析結果を文書にまとめ提出することを記載した。【２－イ】 

番号 対象局（団体） 建設局（公益財団法人東京動物園協会） 措置区分 

90 事
項 

トキの飼育・繁殖に関するアドバイス内容を記録すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ◎  ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

環境省は、「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」に基づく「トキ保護増殖事業計画」

により、トキの野生復帰を図っている。これは、日本各地の動物園等において、トキを分散飼育して繁殖さ

せ、放鳥することにより、佐渡島における野生のトキの生息数を確保するものである。 

多摩動物公園では、平成１９年から、分散飼育及び繁殖に携わり、餌の開発や人工孵化・育雛など、トキ飼

育繁殖技術の確立に努めてきたところであり、令和４年度から、鳥類飼育について、深い知見を有する退職し

た職員にアドバイスを求めている。 

しかしながら、アドバイザーが業務のために来園した日については、日誌に来園した旨の記事はあるもの

の、アドバイスの内容について記録をしていない。 

アドバイスを求める目的は、アドバイザーが有するトキや鳥類の飼育に係る知見に基づき、園の飼育業務に

係る技術・ノウハウの向上を図ることであるから、協会は、より効果的にOB職員の技術・知見を継承できる

よう、アドバイスが必要となった状況とアドバイスの内容を詳細に文書・動画等により記録されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、関係職員における記録の重要性に対する認識が不足していたことが原因である。 

そのため、協会は、通常の飼育日誌とは別の指導・相談記録様式を作成し、令和７年１１月５日より運用を

開始した。【２－イ】 

園は、指導・相談記録様式の作成に併せ、令和７年１１月６日に実施した業務会議において、指導記録の作

成・管理を着実に実施するよう、関係職員に周知徹底を図った。【２－エ】 
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番号 対象局（団体） 建設局（公益財団法人東京動物園協会） 措置区分 

91 事
項 

暑熱対策工事が十分に効果を上げるよう整備時期を計画すべき

もの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

       ◎ 

監
査
結
果
の
要
約 

恩賜上野動物園は、補修工事契約により、東園と西園に各１か所、暑熱対策としてミスト設備を整備してい

るが、契約日が令和６年７月４日、工事着手が７月２１日、しゅん工が７月３１日となっている。 

ところで、令和６年６月及び７月における毎日の最高気温を見ると、６月後半から３０度を超える日があ

り、７月はほぼ毎日３０度を超える状況となっている。 

このことは令和５年の毎日の最高気温の状況からも予見可能であるが、園は、工事のしゅん工を７月末とし

ており、７月には利用できないものとしている。 

本来であれば、暑熱対策として６月後半、遅くとも７月初めには利用できるように整備することが効果的で

ある。 

協会は、暑熱対策工事が十分に効果を上げるよう整備時期を計画されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、協会内部において、園への暑熱対策実施資金配布決定及び通知が遅れたことが原因である。 

そのため、協会は、令和８年２月５日開催の園長会議において、時節対応経費等については、しゅん工時期

から逆算により施工、契約及び起工の時期を勘案して算定を行い、各園に金額等を通知するよう、関係部署へ

改めて周知した。【２－エ】 

番号 対象局（団体） 建設局（公益財団法人東京動物園協会） 措置区分 

92 事
項 

園内警備に係る業務委託を確実に実施すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

     ◎   

監
査
結
果
の
要
約 

恩賜上野動物園では、来園者の安全快適な観覧を確保するために、園内の保安警備及び案内誘導等を行う委

託契約を締結している。 

この契約について見たところ、来園者数を予想して警備員等の配置箇所数を指定しているが、履行確認の方

法や必要書類の提出について契約書及び仕様書に記載がない。また、実際には閉園後に、委託先から警備員等

の配置を記載した警備日誌を提出させているが、警備日誌の配置箇所数が契約の配置箇所数よりも不足して

いる。 

このことについて、園は、警備日誌の記載漏れ及び記載誤りによるものとしているが、指定した配置箇所に

警備員等が正しく配置されているかの事前確認をしておらず、警備日誌の正確性が判断できない。 

来園者には雑踏事故等に巻き込まれやすい子供も多く含まれており、事故を未然に防ぐためには指定どお

りに警備員等を配置する必要があるが、園が、来園者の安全快適な観覧の確保に向けて警備体制の状況を開

園前に把握していないことは適切でない。 

協会は、開園前に警備員等の配置状況を委託先から報告させるなど、履行確認の方法や必要書類の提出につ

いて契約内容を見直し、園内警備に係る業務委託を確実に実施されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

協会は、令和７年１０月より警備開始時にも、指定箇所に警備員が配置されているか、確認を行うこととし

た。 

また、令和８年度に係る「上野動物園 園内警備・入園者整理業務委託」の契約において、出勤簿への記名

による警備員の出勤管理を行うことを仕様書に明記し、警備開始時にその写しの提出を指示することとした。

【２－イ】 
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番号 対象局（団体） 港湾局（株式会社ゆりかもめ） 措置区分 

93 事
項 

貯蔵品の払出等の事務処理を適正に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

    ◎   ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

会社は、ゆりかもめの運行に必要な交換部品、材料品及び消耗品その他これらに類するもので、取得価格

が１，０００円以上のもの及びゆりかもめグッズ等の販売品・贈答品等で、棚卸経理を行う必要がある物品類

を貯蔵品としている。 

貯蔵品の受払手続は、「貯蔵品事務取扱要領」により規定されており、払出は「貯蔵品（受・払）伝票」で

行うと定められている。また、各課の貯蔵品管理者は、貯蔵品管理台帳を備え、現在高を明瞭にしておかなけ

ればならないとしている。 

各課における貯蔵品の受払手続を確認したところ、７つの課において、貯蔵品（受・払）伝票を使用せず、

独自の管理表を作成し、その管理表を基に台帳に記録する等、要領に定められた手続を行っていない状況が

認められた。 

貯蔵品（受・払）伝票は、請求者、請求の承認、台帳への転記の有無が明確になる作りとなっており、出納

手続の状況を記録できるが、各課で使用している独自の管理表や直接台帳に記録する方法では、請求の承認

の有無が不明瞭な状況となっている。 

会社は、貯蔵品の払出等の事務処理を適正に行うとともに、正確性、適正性を担保しつつ業務の効率性を損

ねない手続を検討されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

本件は、会社において、貯蔵品事務取扱要領の周知不足により、定められた手続が各課へ十分に浸透してい

なかったこと、また、現行要領では業務の効率性について配慮が十分でなかったことが原因である。 

このため、各課における貯蔵品の受払手続の運用状況を確認、検討し、令和８年２月２７日付けで貯蔵品事

務取扱要領を改正した。改正後の要領では、伝票の見直し（記載事項の整理）や取扱い、実地棚卸時に受払手

続の確認を行うことなどを定め、正確性、適正性を確保しつつ、業務効率にも配慮した。【２－ア】 

また、２月２４日から２７日にかけて各課事務担当者向けに要領改正案の個別取扱説明を実施した。【２－

エ】 
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番号 対象局（団体） 港湾局（株式会社ゆりかもめ） 措置区分 

94 事
項 

港湾局財産である新交通走行路を会社に占用させることについ

て適正な手続を行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

 ◎     ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

会社の路線は、軌道法の適用を受ける軌道区間と鉄道事業法の適用を受ける鉄道区間がある。 

鉄道区間は、港湾局の所管する臨港道路上に港湾局が臨港道路の一部として新交通走行路を設置し、その上

に会社が車両走行に必要な電線等の付帯設備を設置して車両を走行させており、港湾局は、会社に対して、東

京都港湾管理条例に基づき、インフラ外施設の設置に係る臨港道路の占用許可を行っている。 

ところで、ゆりかもめの路線のうち、都道台場青海線（お台場海浜公園駅前後）、都道新橋日の出ふ頭線（日

の出駅先）、都道台場青海線（テレコムセンター駅先）の３か所は、建設局所管の都道上に港湾局が臨港道路

として新交通走行路を設置している。 

これら都道上の新交通走行路上に設置されている電線等の付帯設備について、建設局は、道路法に基づき、

電線等の付帯設備を設置している会社に対して道路占用許可を行っている。 

しかしながら、港湾局は、都道の上に臨港道路として設置した新交通走行路に、会社がインフラ外施設を設

置し、車両を走行させているにもかかわらず、会社に対し、新交通走行路の占用に係る手続を求めていない状

況が見受けられた。 

港湾局は、港湾局の財産である新交通走行路を会社に占用させることについて、適正な手続を行われたい。 

会社は、港湾局の指示に従って適切に申請手続を行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

局は、会社に対して、令和７年１０月２０日に、新交通走行路の占用申請内容について見直し・再確認する

よう求めたとともに、当該箇所の占用申請をするよう指示した。 

会社は、占用申請内容に指摘事項以外に漏れ等がないことを確認し、臨港道路の占用について、令和８年２

月１８日に、適切に申請手続を行った。【１―イ】 

局は、令和８年２月２７日に、令和８年度占用許可更新分から、適正な占用許可手続を行った。【１－イ】 

会社は、臨港道路の占用許可について、３年に１回、新交通走行路の全件をまとめて占用申請し、局が許可

するものである。 

本件について、局としては、当初申請時の施設の所管確認等が不十分であり、更新時の確認が漏れていたこ

とに原因がある。会社としては、都道上のインフラ施設について、局が道路法に基づき建設局から許可を得て

おり、インフラ外施設については、鉄道事業法第６１条ただし書きの許可申請に基づき建設局から許可を得

ていたため、当該施設箇所を建設局・港湾局双方に占用許可申請する必要があるとの認識が不足していたこ

とに原因がある。 

局は、今回指摘を受けた箇所以外の新交通走行路に係る占用状況についても、令和７年１０月２１日までに

全件調査を行い、全件会社から申請済みであることを確認した。今後は、局及び会社で連携しつつ、占用許可

手続を行う際には、その都度更新対象箇所の全件確認を行い、再発防止に努める。【２－ウ】 

また、局は、令和８年１月２２日に課内へ監査結果を周知し、関係職員に注意喚起を行った。会社は、令

和７年１２月１日に監査結果を課内で展開・周知し、令和８年１月２３日実施の課内会議においても講評結

果を再度周知し、関係係員全員に対して注意喚起を行った。【２－エ】 

さらに、局は、チェック表を作成し、新規申請及び更新の都度、申請内容について十分な確認を行った上

で、許可内容に不備や漏れがないか、適正な処理を行う。会社においても、認識について局と共有しながら、

申請時は、申請内容について複数チェックを行い、内容に不備や漏れがないことを確認の上、適切な申請手続

を行う。【２－ウ】 
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番号 対象局（団体） 水道局（水道マッピングシステム株式会社） 措置区分 

95 事
項 

固定資産の計上を適正に行うとともに、会計処理のプロセスを再

確認すべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

  ◎    ○  

監
査
結
果
の
要
約 

企業会計基準及びその実務指針によると、ソフトウエアの製品マスターの制作原価は、制作仕掛品について

はソフトウエア仮勘定などの勘定科目により、また、完成品についてはソフトウエアなどの勘定科目によっ

て、いずれも無形固定資産として計上することとされている（企業会計基準委員会『研究開発費及びソフトウ

エアの会計処理に関する実務指針』より）。 

ところで会社は、ソフトウエアの製品マスターの制作原価を、仕掛中は建設仮勘定の勘定科目により有形固

定資産として計上し、完成時にソフトウエアの勘定科目に振り替え、無形固定資産として計上している。な

お、会社はソフトウエアの開発を事業の一つとしているにもかかわらず、ソフトウエアの製品マスターの制

作仕掛品を無形固定資産として計上するための勘定科目を設けていない。 

この状況は、財務諸表において、資産の内容を正しく表示しておらず、適正ではない。 

会社は、固定資産の計上を適正に行うとともに、会計処理のプロセスを再確認されたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

会社は、中小企業として「中小企業の会計に関する指針」（日本公認会計士協会等4団体により策定）及び

「中小企業の会計に関する基本要領」（中小企業団体等4者からなる「中小企業の会計に関する検討会」によ

り策定）に則り、経理規程を定め会計処理を行っている。 

本件は、上記の「指針」及び「基本要領」で示されていないソフトウェア仮勘定に関する規程について、関

連する会計基準等を含めた検討を行わず、会社は独自の判断により仕掛中のソフトウェアの制作原価を建設

仮勘定に計上していたことが原因である。 

会社は、決算時はもとより、四半期ごとの会計処理についても、令和７年度から新たに公認会計士によるチ

ェックを受けるとともに、会計処理に関して企業会計基準等の改正などに伴う助言を受けながら、固定資産

の管理を適正に行っていくこととした。【２－ウ】 

会社は、公認会計士と会計処理のプロセスを再確認し、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する

実務指針」に基づき、令和７年１０月１日付けで、経理規程の無形固定資産に「ソフトウェア仮勘定」という

勘定科目を新たに設けた。今後、仕掛中のソフトウェアの制作原価は、無形固定資産の「ソフトウェア仮勘

定」に計上していく。【１－ウ】 
番号 対象局（団体） 保健医療局 措置区分 

96 事
項 

※NBC 災害・テロ対策設備整備費補助金による備蓄品の残数管理

について 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎     

監
査
結
果
の
要
約 

東京臨海病院は、災害拠点病院として必要な設備の整備費について、災害拠点病院応急用資器材整備事業に

関する補助金及びNBC災害・テロ対策設備整備費補助金の交付を受け、医療資器材等を整備している。 

病院において、令和５年度にNBC補助金によって購入した備蓄品（消耗品）について確認したところ、病棟

で保管され、それぞれ活用されていた。 

そこで、NBC補助金による備蓄品の管理方法を確認したところ、病院は備品については固定資産台帳に記載

し、残数管理を行う一方で、消耗品については残数管理をする台帳を作成していなかった。このため、監査日

現在、令和５年度にNBC補助金によって購入した備蓄品については、残数管理されていなかった。 

資器材補助金による備蓄品は、病院が資器材管理台帳を毎年保健医療局医療政策部へ提出し、残数管理をす

る仕組みとなっている一方、NBC補助金による備蓄品は、備蓄品の維持管理について、善管注意義務の規定に

とどまっており、部が残数管理をする仕組みとなっていない。 

しかしながら、部が備蓄品の残数管理を行わない場合、災害発生時に医療資器材が不足し、円滑かつ十分な

医療救護活動に支障が生じるおそれがあるため、残数管理を行う仕組みを検討すべきである。 

局は、NBC災害・テロ対策設備整備費補助金による備蓄品について、残数管理を行う仕組みを検討すること

が望まれる。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

医療政策部は、新たに残数管理を行うため、「NBC災害・テロ対策設備整備費 備蓄品管理台帳」を作成し

た。 

令和７年１２月２５日、「備蓄品名」・「数量」・「保管場所」等を記載した当該台帳を対象となる病院に

送付し、適切な残数管理を求めた。 

東京臨海病院については、備蓄品管理台帳を適切に作成したことを令和８年２月２５日確認した。【１－

エ】 
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〔令和７年行政監査〕 
番号 対象局（団体） 産業労働局 措置区分 

97 事
項 

（不用額の返還について） 

公社における不用額の算定及び返還を適時適切に行うべきもの 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

◎      ○ ○ 

監
査
結
果
の
要
約 

商工部と公社が締結している各事業の出えん契約書において、助成事業が終了した場合、基金への出えんに

係る事業が廃止された場合において、本契約に基づく助成事業に係る債務を弁済後、なお基金に残余財産が

あるときは、公社はこれを都に返還しなければならないとしている。 

公社の各事業実績報告における基金収支状況について見たところ、次のとおり、適切でない事例が認められ

た。 

創業活性化特別支援事業では、部は、令和７年２月に、前述の出えん契約書の規定に基づき、交付決定から

支払まで完了した助成対象事業の不用額の返還を求めることが適切であるとして、９億円を公社に返還させ

ている。 

しかしながら、令和６年度末現在、約３４億円の完了時残金が報告され、監査日現在も、基金に滞留してい

ることが認められたため部に確認したところ、令和７年１０月１６日に、先の返還金額の算定に誤りがあっ

たとして、３４億円を返還させている。 

本事業の募集・交付決定は令和５年度までであるから、交付決定後速やかに不用額の算定及び返還が可能で

あるにもかかわらず、これが令和７年２月の返還となっており、また、その算定誤りが、監査日現在、発見・

是正されていない。 

また、設備投資緊急支援事業では、令和６年度に募集・交付決定が終了し、完了時残金（２億円）が報告さ

れており、事業（助成金支払）が終了する令和８年度までに要する事務費も見積もれる状況であるから、不用

額の算定が可能である。 

しかしながら、部は、前述の出えん契約書の規定に基づき、事業終了後の令和９年度内に返還予定であると

して、監査日現在、不用額の算定及び返還をさせていない。 

さらに、中小企業技術活性化支援事業及び知財戦略導入助成事業では、令和６年度に終了した細事業分の戻

入・返還予定額５，６００万円が報告されているが、部は、前述の出えん契約書の規定に基づき、事業終了後

の令和７年度内に返還予定であるとして、監査日現在、返還させておらず、基金に当該資金が滞留している。 

こうした算定誤りや不用額は、事業実績報告及び基金残高に係る審査・確認を適切に行うなど、内部統制が

適切に整備・運用されていれば判明することであり、判明した不用額については、速やかに返還させるべきで

ある。 

部は、不用額の算定及び返還を適時適切に行われたい。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

局は、基金残高のうち、執行見込みのないものについて、創業活性化特別支援事業は、公社との協議を経

て、令和７年１０月１６日に約３４億円を返還させた。 

出えん契約に基づき、事業終了後に一括して返還予定であった設備投資緊急支援事業は、公社との協議を経

て、令和８年２月５日に約２億円を返還させた。 

また、中小企業技術活性化支援事業及び知財戦略導入助成事業は、公社との協議を経て、令和８年１月２０

日に５，６００万円を返還させた。【１－ア】 

指摘の発生原因は、返還額の算定誤りについては担当部署の確認不足によるものであり、返還時期について

は、適切な返還時期の認識不足によるものである。 

産業労働局商工部創業支援課においては、公社に対し、指摘のあった各事業について、令和８年１月２３日

付通知にて、指摘事項に加え、該当する３基金における基金残高において執行額の確定等により見込まれた

不用額について、都と協議の上速やかに返還する、とする事務処理について周知した。 

また、産業労働局商工部においては、出えんにより公社が造成している全ての基金について、不用額の速や

かな返還について統一的な取扱いを整理し、部内に対し、令和８年１月２８日付通知にて周知した。【２－

ウ・エ】 
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番号 対象局（団体） 産業労働局 措置区分 

98 事
項 

（不用額の返還について） 

※観光財団における基金での資金滞留について 

1 2 

ア イ ウ エ ア イ ウ エ 

   ◎     

監
査
結
果
の
要
約 

観光財団の基金について、補助事業者への支払が終了した事業及び細事業について見たところ、「都内観光

促進事業」及び「全国旅行支援を活用した地域観光支援事業」について、令和６年１月末で補助事業者への支

払が終了しているにもかかわらず、補助事業者による自主返納等に係る収入が予定されており、収入事務等

に係る経費の支払が必要であるとして、監査日現在、その残余の額を都に返還させていないことから、令和６

年度末時点において、約１３６億円の基金が残高として残っていることが見受けられた。 

このことについて、観光部は、出えん契約書において、事業が終了後、観光財団の債務を弁済した後に残金

を返還する規定となっており、当該事業については、補助事業者による自主返納等に係る収入が予定されて

いるため事業は終了しておらず、収入事務等に係る期間や経費の見通しを立てることは困難であるため、都

へ返還を行っていなかったとしている。 

しかしながら、資金の有効活用を図るため、収入事務等に係る経費を見込むなどにより、資金が滞留しない

よう検討することが望ましい。 

部は、収入事務等に係る経費を見込むなどにより、不必要に多額の資金が基金に滞留することがないよう検

討することが望まれる。 

講
じ
た
措
置
の
概
要 

「都内観光促進事業」及び「全国旅行支援を活用した地域観光支援事業」について以下の対策を講じ、資金

の滞留について解消策を図った。 

・令和８年２月１０日、都と観光財団で、事業に要しなかった金額を令和８年３月３１日までに返還する旨等

の取扱いを定めた、覚書を締結した。 

・令和８年３月３日、都より納入通知書を発出し、令和８年３月１０日及び１１日、財団から総額約１３６億

円が返還された。【１－エ】 
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